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我が国では、昭和８年、経済恐慌や凶作の中、児童が家計を助けるための道具とし

て扱われたことなどを背景として旧児童虐待防止法が制定されていたが、同法は昭和

22年に制定された児童福祉法(昭和22年法律第164号)に内容が引き継がれ廃止された。

その後、児童相談所における児童虐待相談の対応件数（以下「虐待対応件数」という。）

が増加し、児童虐待による死亡事例も後を絶たず、児童虐待がますます社会問題化し

ていたことを背景に、平成 12 年に、何人も児童を虐待してはならないこと、国及び

地方公共団体の責務、虐待を受けた児童の保護のための措置等を定めた、児童虐待の

防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「児童虐待防止法」という。）が

超党派の議員立法により制定・施行された。 

しかし、その後も深刻な児童虐待事例が頻発している状況を踏まえ、平成16年に児

童虐待防止法及び児童福祉法が改正され、児童虐待の定義の明確化、国及び地方公共

団体の責務等の強化が図られた。さらに、平成19年にも児童虐待防止法及び児童福祉

法が改正され、児童の安全確認等のための立入調査等の強化等が図られた。 

このように、児童虐待の防止等に関する政策については、児童虐待防止法等に各種

規定は定められているものの、政府全体としての閣議決定等による基本方針・基本計

画等児童虐待の防止等に特化した明確な政策体系はない状況にある。こうした中で、

国及び地方公共団体においては、児童虐待防止法等に基づき発生予防、早期発見、早

期対応から保護・支援の各段階において、それぞれ児童虐待の防止等に関する事務・

事業を実施するとともに、関係機関等により構成される要保護児童対策地域協議会を

通じて関係機関の連携に努めている。 

それにもかかわらず、平成 20 年度における児童相談所（４月１日現在 197 か所）

の虐待対応件数は４万 2,664 件（注）であり、児童虐待防止法施行前の平成 11 年度１

万 1,631 件の約 3.7 倍に増加するとともに、児童虐待による死亡事例も依然として後

を絶たない状況もみられた。 

この政策評価は、児童虐待の防止等に関する政策について、関係行政機関の各種施

策が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体として評

価を行い、関係行政の今後の在り方の検討に資するために実施したものである。 

 

（注）本政策評価に着手した平成 21 年 12 月現在での数値であり、23 年７月１日現在の児童相談

所数は 206 か所、平成 22 年度の虐待対応件数は５万 5,154 件（宮城県、福島県及び仙台市

は、東日本大震災の影響で集計ができなかったため、これらの件数を除いたもの）である。 
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第１ 評価の対象とした政策等 

１ 評価の対象とした政策 

本評価において対象とした政策は、「児童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適

切な児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援並びに児童虐待を行った保護者

に対する親子の再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な家

庭的環境で生活するために必要な配慮をした適切な指導及び支援」（児童虐待の防

止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「児童虐待防止法」という。）第

４条第１項）に関する政策である。 

（注）後述第２の１のとおり、児童虐待防止法については、平成 12 年の制定以降、16 年及び

19 年に改正されている。本評価においては、当省の実地調査開始時（22 年４月）におい

て施行されていた政策を対象とすることを基本とし、統計データ等については、できるだ

け最新のものを使用した。 

 

２ 評価を担当した部局及びこれを実施した時期 

総務省行政評価局 評価監視官（内閣、総務、厚生労働、防衛担当） 

平成21年12月から24年１月まで 

 

３ 評価の観点 

本評価は、児童虐待防止法等に基づき、総合的に推進することが求められてい

る児童虐待の防止等に関する政策について、関係行政機関の各種施策が総体とし

てどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体として評価を行い、

関係行政の今後の在り方の検討に資するために実施したものである。 

 

４ 政策効果の把握の手法 

児童虐待の防止等に関する政策については、児童虐待防止法等に各種規定は定

められているものの、政府全体としての閣議決定等による基本方針・基本計画等

児童虐待の防止等に特化した明確な政策体系はない。また、児童虐待が発生して

いても保護者や被虐待児童が自覚していない場合や、関係者、近隣住民が児童虐

待を疑っていても児童相談所等への通告をためらうケースがあるなど、児童虐待

の発生状況を正確に把握することは容易ではなく、これらのような潜在している

児童虐待の発生状況に関する統計データもない。 

このようなことから、児童虐待の防止等に特化した政策体系に基づく政策目標

や児童虐待の防止等に関する政策の効果を測定するための指標は定められてお

らず、政策効果の発現状況を評価するに当たっては、その手法に工夫が必要な状

況となっている。 

以上のような状況を踏まえ、今回の評価に当たっては、次の手法を用いた。 
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(1) 実地調査の実施 

本政策を所掌する関係５府省（内閣府、国家公安委員会・警察庁、法務省、

文部科学省及び厚生労働省）、地方公共団体、児童福祉施設、関係団体等を対

象に、主に次の観点から実地調査を行い、講じられている各種施策が児童虐待

の防止等に有効に機能しているかについて把握・分析した。 

① 育児の孤立化防止のための事業等により児童虐待の発生が抑えられてい

るか。 

② 保育所、小・中学校及び医療機関における早期発見に係る取組により、こ

れらの機関からの通告件数が増加しているか、また、速やかな通告が行われ

ているか。 

③ 児童相談所及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）において、児童虐待

に適切に対応するために必要な体制は整備されているか。 

④ 保護者に対する援助は適切に実施され、児童虐待の程度の改善に結び付い

ているか。 

また、社会的養護体制の基盤整備を進めるために児童養護施設等の小規模

化等が図られているか、家庭的養護の受け皿を充実させるために里親の普及

や委託の促進が図られているか。 

   ⑤ 要保護児童対策地域協議会における関係機関の連携は図られているか。 

 

(2) 意識等調査の実施 

地方公共団体及び児童福祉施設において本政策に携わる実務担当者を対象

とした意識等調査を実施し、現在行われている各種施策の現状認識や満足度、

国及び地方公共団体が今後重点的に取り組むべきと考える事項等を把握・分析

し、その結果を平成 22 年 12 月７日に公表した。意識等調査の対象者等は、図

表１－①のとおりである。 

なお、意識等調査の結果については、総務省ホームページに公表している

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/38031.html）。 
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図表１－①       意識等調査の対象者等      （単位：人、％） 

調 査 対 象 対 象 者 数 回 答 者 数 回収率

児童相談所 

児童福祉司 

全国の児童相談所 
(205 か所)各４人 

820 688 83.9

市町村児童虐待 
相談対応担当者 

全国の 1,750 市町村各１人 1,750 1,429 81.7

小・中学校担当者 
26 都道府県の県庁所在市内の公
立学校の半数（2,462 校）各１人

2,462 1,952 79.3

保育所(園)担当者 
26 都道府県の県庁所在市内の全
公立保育所（1,657 か所）各１人

1,657 1,410 85.1

児童福祉施設担当者 
全国の児童福祉施設
（全 780 施設）各２人 

1,560 1,270 81.4

合   計 8,249 6,749 81.8

（注）児童福祉施設のうち、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設を

対象とした。 

 

５ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

(1) 政策評価・独立行政法人評価委員会（政策評価分科会） 

本評価の企画立案及び政策評価書の取りまとめに当たって、次のとおり、政

策評価・独立行政法人評価委員会の下に置かれる政策評価分科会の審議に付し、

本評価の全般に係る意見等を得た。 

① 平成 21 年 11 月 27 日：政策評価計画 

② 平成 23 年４月 22 日：調査の状況（政策評価の方向性） 

なお、上記分科会の議事要旨及び議事録については、総務省ホームページ

に公表している(http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/dokuritu_n/hyoukaiinkai.html) 。 

 

(2) 「児童虐待の防止等に関する政策評価（総合性確保評価）」に係る研究会 

本評価において対象とした政策の関係分野における学識経験者から成る研

究会を平成 21 年 11 月に発足させ、政策評価計画の検討、政策効果の発現状況

の把握方法、把握したデータの分析手法等に対する具体的な助言、政策評価書

の取りまとめに当たっての意見等を得た（３回開催）。 

 

６ 政策の評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項 

当省が実施した実地調査及び意識等調査の結果のほか、主として次の資料を使

用した。 

① 関係府省のホームページに掲載された児童虐待の防止等に関する政策の概

要、統計データ等 

② 福祉行政報告例（厚生労働省） 

③ 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第１次～第７次報告、
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社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会（厚

生労働省）） 
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第２ 政策の概要 

 １ 法制定の経緯等 

我が国では、昭和８年、経済恐慌や凶作の中、児童が家計を助けるための道具

として扱われたことなどを背景として旧児童虐待防止法が制定されており、軽業、

見せもの、曲芸、物売り、乞食などに保護者や親が児童を使うことを禁止してい

たが、同法は昭和22年に制定された児童福祉法(昭和22年法律第164号)に内容が

引き継がれ廃止された。 

児童福祉法には、児童虐待に関する児童相談所の権限として、立入調査権限、

家庭裁判所の承認を得て行う児童の施設入所措置権限等が盛り込まれていたが、

児童相談所は、立入調査に消極的であり、家庭裁判所への申立て手続も十分承知

しておらず、また、承認が出るまでに長期間を要しているとの指摘があった。一

方で、児童相談所における児童虐待相談の対応件数（以下「虐待対応件数」とい

う。）が増加し、児童虐待による死亡事例も後を絶たず、児童虐待がますます社

会問題化していたことを背景に、平成 12 年に、何人も児童を虐待してはならな

いこと、国及び地方公共団体の責務、虐待を受けた児童の保護のための措置等を

定めた児童虐待防止法が超党派の議員立法により制定・施行された。 

しかし、その後も深刻な児童虐待事例が頻発している状況を踏まえ、平成16年

に児童虐待防止法及び児童福祉法が改正され、児童虐待の定義の明確化、国及び

地方公共団体の責務等の強化、児童虐待の通告義務の範囲の拡大、児童の安全確

認及び安全確保に万全を期すための規定の整備等が図られた。 

さらに、平成19年にも児童虐待防止法及び児童福祉法が改正され、児童の安全

確認等のための立入調査等の強化、保護者に対する施設入所等の措置の採られた

児童との面会及び通信等の制限の強化等が図られた。 

なお、児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する観点から、親権の

停止制度を新設し、法人又は複数の未成年後見人を選任することができるように

する等の民法（明治 29 年法律第 89 号）の改正と、里親委託中等の親権者等がい

ない児童の親権を児童相談所長が行うこととする等の児童福祉法の改正等を内

容とする民法等の一部を改正する法律案が、平成 23 年５月に可決成立し、同年

６月に公布（施行は 24 年４月１日）されている。 

 

 ２ 政策の体系等 

(1) 政策の体系と評価の対象 

児童虐待の防止等に関する政策については、児童虐待防止法等に各種規定が

定められているものの、政府全体としての閣議決定等による基本方針・基本計

画等はなく、児童虐待の防止等に特化した明確な政策体系はない状況にあるが、
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国及び地方公共団体は、児童虐待防止法等に基づき「児童虐待の予防及び早期

発見、迅速かつ適切な児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援並びに児童

虐待を行った保護者に対する親子の再統合の促進への配慮その他の児童虐待

を受けた児童が良好な家庭的環境で生活するために必要な配慮をした適切な

指導及び支援」（児童虐待防止法第４条第１項）という発生予防、早期発見、

早期対応から保護・支援の各段階において、それぞれ児童虐待の防止等に関す

る事務・事業を実施するとともに、関係機関等により構成される要保護児童対

策地域協議会を通じて関係機関の連携に努めている。 

そこで、当省は、関係府省からのヒアリング等に基づき図表２－①のとおり、

国及び地方公共団体が行う児童虐待の防止等に関する政策について、「発生予

防」、「早期発見」及び「早期対応から保護・支援」並びに、これらの段階のい

ずれにも共通する「関係機関の連携」の四つの施策に整理し、評価の対象とし

た。 

    関係府省からは、本図表に掲げた事務・事業の他にも関係する事務・事業と

して挙げられたものがあるが、児童虐待の防止等にはほとんど関連していない

と考えられるため、今回の政策評価に当たっては、そのような事務・事業は対

象外とした。 
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児 童 虐 待 の 防 止 等 

【発生予防】 
１ 育児の孤立化
防止対策《厚生労
働省》<市町村> 
・ 乳児家庭全戸

訪問事業 
乳児のいる

全家庭を訪問
し、子育てに関
する情報提供、
母子の心身状
況の把握等を
実施[児童福祉
法(努力義務)] 

・ 養育支援訪問
事業 

乳児家庭全
戸訪問事業等
により養育支
援が必要と認
められた家庭
を訪問し、養育
が適切に行わ
れるよう相談、
指導等を実施
[児童福祉法
(努力義務)] 

・ 地域子育て支
援拠点事業 

乳児又は幼
児及びその保
護者が相互の
交流を行う場
所を開設して
子育てについ
ての相談等を
実施[児童福祉
法(努力義務)] 

２ 家庭・地域や学
校における取組
《文部科学省》<
市町村等> 
・ 訪問型家庭教

育相談体制充
実事業 

地域の子育
て経験者等が
学校等と連携
して家庭等を
訪問して支援
を実施 

３ 発生予防のた
めの広報・啓発
《法務省》<法務
局等> 
・ 子どもの人権

を含む各種啓
発活動を実施 
[人権教育・啓
発推進法] 

【早期発見】 
※ 児童虐待を受けたと思わ
れる児童を発見した者は児
童相談所又は市町村に速や
かに通告する義務[児童虐
待防止法] 

学校やその教職員、児童
福祉施設やその職員、病院
や医師等児童の福祉に業務
上関係のある団体や関係者
は児童虐待の早期発見に努
める義務[児童虐待防止法]

１ 保育所における取組《厚
生労働省》<市町村等> 

 ・ 児童虐待を受けたと思
われる児童を発見した場
合は児童相談所又は市町
村に速やかに通告するよ
う指導[手引] 

２ 小・中学校における取組
《文部科学省》<都道府県教
委等> 
・ 児童虐待を受けたと思
われる児童を発見した場
合は、児童相談所又は市
町村に速やかに通告する
よう指導[通知] 
速やかな通告等のため

に、児童生徒に対する相
談等を行うスクールカウ
ンセラー等を配置し、学
校における被虐待児童へ
の対応等を整理した文部
科学省作成の研修教材を
活用 

３ 医療機関における取組
《厚生労働省》
・ 虐待の問題を医療機関
が発見した場合には、速
やかに市町村や児童相談
所に通告されるよう（連
携）体制を整備[手引] 

４ 早期発見に係る広報・啓
発<国・都道府県等> 
・ 児童虐待に係る通告義
務等について広報・啓発
を実施[児童虐待防止法
(努力義務)] 

その一環として児童虐
待防止推進月間を推進<
内閣府、厚生労働省> 

５ 人権相談等の実施《法務
省》<法務局等> 
・ 法務局・地方法務局に
おいて「子どもの人権110
番」、「子どもの人権 SOS
ミニレター」、「インター
ネット人権相談（SOS－e
メール）」を実施 

【早期対応から保護・支援】
１ 児童相談所及び市町村における対応体制《厚生労働省》

<都道府県・市町村> 
・ 平成 17 年度から、ⅰ）児童福祉司の配置基準は、人
口５～８万人当たり一人[児童福祉法施行令]、ⅱ）市町
村は児童虐待相談対応を開始し、人材の確保等の必要な
措置を講じ、都道府県等は担当者の研修など市町村への
支援を実施[児童福祉法] 

・ 児童相談所は、ⅰ）市町村に対する技術的援助や助言、
ⅱ）専門的な支援が必要なケースに対応、市町村は比較
的軽微なケースに対応することで、役割を分担[市町村
援助指針] 

２ 小・中学校における対応体制《文部科学省》<都道府県
教委等> 
・ いじめ、児童虐待などの課題に対し、社会福祉等の
専門的な知識・技術を用いて児童生徒の置かれた様々
な環境に働きかけて支援を実施するためのスクールソ
ーシャルワーカーを配置 

３ 安全確認の実施《厚生労働省》<都道府県・市町村> 
・ ⅰ）児童相談所は 48 時間以内に実施することが望ま
しい[運営指針](※)、ⅱ）市町村は状況に応じ速やかに
実施[市町村援助指針]。また、都道府県知事は、必要に
応じ立入調査、保護者等への出頭要求のほか、臨検又は
捜索を実施[児童虐待防止法] 

  ※ 厚生労働省は、平成 22 年９月に都道府県等に対し、
安全確認は 48 時間以内を原則とするよう通知 

４ 児童及び保護者に対する援助等《厚生労働省》<国・都
道府県等> 

 (1) 一時保護所の整備 
児童相談所は、児童の安全を確保するため、児童相談

所付設の一時保護所において保護を実施（原則２か月）
[児童福祉法] 

(2) 保護者に対する援助 
児童相談所及び市町村は、アセスメント（調査）を行

い援助指針（援助方針）を決定。児童相談所は援助指針
に基づき保護者のニーズに応じた支援、法に基づく指導
（行政処分）、勧告等を実施[児童福祉法及び児童虐待防
止法] 

(3) 児童相談所と児童養護施設等との連携等 
児童養護施設等に入所した児童に対する支援に際し、

児童相談所と施設とは十分連携を図ることとされ、児童
相談所は援助指針の提供等を実施[運営指針] 

(4) 死亡事例等の検証 
国及び地方公共団体は死亡事例等の重大事例につい

て分析、検証を実施[児童虐待防止法] 
(5) 社会的養護体制の整備 
ア 児童養護施設等の整備 
・ 児童を保護する必要があると認める場合、都道府

県等は、乳児院又は児童養護施設（軽度の情緒障害
を有する児童については情緒障害児短期治療施設）
への入所措置、里親への委託措置等を実施[児童福
祉法] 

・ 国は、施設の整備・小規模化、個別対応職員の配
置等を推進 

イ 里親委託の推進 
・ 都道府県等は里親登録及び里親への委託等を行っ

ており[児童福祉法]、国はこれを推進するために里
親支援機関事業を実施 

【関係機関の連携】《厚生労働省》<市町村等> 
要保護児童対策地域協議会：被虐待児童等の適切な保護・支援等を図るため関係機関等により構成され、実務者

会議(ケース進行管理等)、個別ケース検討会議(情報共有、役割分担決定等)等を開
催[児童福祉法(努力義務)] 

(注)１  《 》は関係府省、< >は実施主体、[ ]は根拠法令等である。なお、「手引」とは「子ども虐待対応の手引き」、「市町村援助指針」と

は「市町村児童家庭相談援助指針」、「運営指針」とは「児童相談所運営指針」のことである。 
２ 都道府県設置の福祉事務所も児童虐待の通告先とされているが、福祉事務所における対応体制がなく児童相談所で一元的に対応している

都道府県も多いことなどから、本政策評価においては福祉事務所における取組を評価の対象としなかったため、本体系図にも含めていない。

図表２－①        児童虐待の防止等に関する政策の体系 
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(2) 施策の目標等 

前述(1)のとおり、児童虐待の防止等に関する政策については、それに特化

した明確な政策体系はなく、政策目標及び指標がない状況にある。一方で、少

子化社会対策基本法（平成 15 年法律第 133 号）に基づく少子化社会対策大綱

（平成 16 年６月４日閣議決定）に基づき策定された子ども・子育て応援プラ

ン（平成 16 年 12 月 24 日少子化社会対策会議決定。おおむね 10 年後（26 年度）

を展望した「目指すべき社会の姿」を掲げ、それに向けて今後５年間に講ずる

施策と 21 年度の目標等が定められていた。）において、児童虐待の防止等に関

し、「目指すべき社会の姿」として「児童虐待で子どもが命を落とすことがな

い社会になる[児童虐待死の撲滅を目指す］」とされ、具体的施策として、図表

２－②のような施策とその数値目標が掲げられていた。 

 

図表２－② 子ども・子育て応援プランにおける具体的施策と数値目標 

具体的施策 
数値目標 

平成 16 年度 平成 21 年度 

○ 虐待防止ネットワークの設置 1,243 市町村 全市町村 

○ 乳児健診未受診児など生後４か月までに全
乳児の状況の把握 

― 
 

全市町村 
 

○ 育児支援家庭訪問事業の推進 ― 全市町村 

○ 地域における子育て支援の拠点の整備 2,954 か所 6,000 か所 

○ 児童相談所の夜間対応等の体制整備 ― 全都道府県・指定都市 

○ 虐待対応のための協力医療機関の充実 ― 全都道府県・指定都市 

○ 個別対応できる一時保護所の環境改善 ― 全都道府県・指定都市 

○ 児童家庭支援センターの整備 51 か所 100 か所 

○ 情緒障害児短期治療施設の整備 ― 全都道府県 

○ 施設の小規模化の推進 299 か所 845 か所 

○ 里親の拡充 
・ 入所等措置された児童の里親への委託率
・ 専門里親登録者総数 

 
8.1％（15 年度） 
146 人（15 年度） 

 
15％ 
500 人 

○ 自立援助ホームの整備 
                     

26 か所 60 か所 
（都道府県・指定都市に１か所程度）

    （注）子ども・子育て応援プランに基づき当省が作成した。 

 

その後、少子化社会対策大綱の後継の大綱として子ども・子育てビジョン（平

成 22 年１月 29 日閣議決定）が策定された（同日の閣議決定によって、少子化

社会対策大綱は廃止された。）。同ビジョンにおける児童虐待の防止等に関する

施策と 26 年度の数値目標は図表２－③のとおりであり、目指すべき社会への

政策４本柱と 12 の主要施策の１つである「特に支援が必要な子どもが健やか

に育つように」の中で、「児童虐待を防止するとともに、里親やファミリーホ

ームの促進、施設のケア単位の小規模化など家庭的養護の拡充、虐待を受けた
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子どもへのきめ細やかな対応等により社会的養護の充実を図ります。」とされ

ている。 

 

図表２－③ 子ども・子育てビジョンにおける具体的施策と数値目標 

項   目 現状（平成 20 年） 目標（平成 26 年度）

社会的養護の充実   

里親の拡充   

里親等委託率 10.4％ 16％ 

専門里親登録者数 495 世帯 800 世帯 

養育里親登録者数 
（専門里親登録者数を除く） 

5,805 世帯 
（H21.10） 

8,000 世帯 

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム） ― 140 か所 

児童養護施設 567 か所 610 か所 

小規模グループケア 446 か所 800 か所 

地域小規模児童養護施設 171 か所 300 か所 

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム） 54 か所 160 か所 

ショートステイ事業 613 か所 870 か所 

児童家庭支援センター 71 か所 120 か所 

情緒障害児短期治療施設 32 か所 47 か所 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護
児童対策地域協議会）の調整機関に専門
職員を配置している市町村の割合 

58.3％ 80％（市はすべて配置） 

個別対応できる児童相談所一時保護所の
環境改善 

35 か所（H21.4） 
全都道府県・指定都

市・児童相談所設置市

乳児家庭全戸訪問事業 1,512 市町村 
（H21.7） 

全市町村 

養育支援訪問事業 
 

996 市町村 
（H21.7） 

全市町村での実施を
目指す 

地域子育て支援拠点 7,100 か所（H21年度見込み）

（市町村単独分含む） 
10,000 か所 

（注）子ども・子育てビジョンに基づき当省が作成した。 

 

３ 施策推進のための国の行政のコストの概要 

国の児童虐待の防止等に関する各種施策に関連する予算をみると、図表２－④

のとおり、平成 23 年度は合計約 912 億円となっている（文部科学省及び厚生労

働省の予算については、関連する予算の中から児童虐待の防止等に関する事業費

のみを抜き出すことができないため、関連する予算額を計上した。）。 
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図表２－④ 児童虐待関係予算の推移 

（単位：億円） 

年度 

区分 
平成 19 20 21 22 23 

警  察  庁 1.1 1.1 1.1 1.3 1.2

法  務  省 1.7 1.9 2.3 2.2 1.9

文部科学省 83.8 73.7 （注２）158.7 （注２）137.2 （注２）98.1

厚生労働省 （注３）761.8 （注３）807.1 （注３）771.3 （注３）674.1 （注３）811.3

合   計 848.4 883.8 933.4 814.8 912.5

（注）１ 各府省の資料に基づき当省が作成した。 

２ 文部科学省の平成21年度以降の予算額については、複数の事業を一括し

て学校・家庭・地域の連携協力推進事業等として交付しており、その中か

ら児童虐待関係の予算額を抜き出せないため、同事業の総額を計上した。 

３ 厚生労働省では、児童虐待防止対策関係予算として、例えば、平成 23

年度予算額を 182 億 5,700 万円と公表しているが、この中には、乳児家庭

全戸訪問事業、養育支援訪問事業、一時保護所の環境改善、要保護児童対

策地域協議会の機能強化等に係る予算が含まれていないため、当省がこれ

らを含めて算出した予算額を計上した。 

ただし、この予算額の中には、例えば、平成 23 年度であれば、子育て

支援対策交付金、次世代育成支援対策施設整備交付金及び母子保健医療対

策等総合支援事業費が含まれているが、これらについては全て複数の事業

費を一括して交付しているものであり、そのうちの児童虐待の防止等に関

連する事業費のみを抜き出すことができないため、各予算の全額を算入し

た。 

４ 関係５府省のうち、内閣府は特段の予算措置を講じていない。 

 

（効率性の検討） 

  児童虐待の防止等に関する政策の効率性については、児童虐待の防止等に関

する予算を正確に把握することができなかったことや、本政策に係る便益を金

銭換算することが極めて困難なことから、評価を行うことはできなかった。 
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第３ 政策効果の把握の結果 

１ 児童虐待の発生予防 

  （要旨） 

① 児童虐待の発生状況をみると、児童相談所における虐待対応件数は平成 12

年度の１万 7,725 件から 22 年度は５万 5,154 件（宮城県、福島県及び仙台市

の件数を除いたもの）に、市町村におけるものは、市町村における虐待対応件

数の把握が開始された 19年度の４万 9,895 件から 21年度は５万 6,606 件にそ

れぞれ増加し続けている。特に、児童相談所における虐待対応件数は、平成 21

年度の４万 3,062 件（同年度の４万 4,211 件から宮城県、福島県及び仙台市の

件数を除いたもの）から 22 年度は５万 5,154 件（対前年度比 28.1％増）に急

増している。 

このように虐待対応件数が増加している要因について、当省の意識等調査結

果や、当省が開催した有識者研究会での意見を踏まえると、潜在していたもの

が顕在化していることに加え、児童虐待自体も増加していることがあると考え

られる。 

 

② 関係府省は、児童虐待の発生予防のみを目的とするものではないが、児童虐

待の発生予防にも資する取組として、次のようなものを行っている。 

厚生労働省は、育児の孤立化を防止し、児童虐待の発生予防にも資する取組

として、ⅰ）生後４か月を迎えるまでの乳児（満１歳に満たない者）のいる全

ての家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問事業、ⅱ）同事業等により養育支援が特

に必要と判断される家庭を訪問する養育支援訪問事業、ⅲ）乳児又は幼児（満

１歳から小学校就学の始期に達するまでの者）及びその保護者が相互の交流を

行う場所を開設する地域子育て支援拠点事業の各事業を、いずれも市町村を実

施主体として実施している。 

また、文部科学省は、家庭の教育力の向上を図り、児童虐待の発生予防にも

資する取組として、地域の子育て経験者等が学校等と連携して家庭や企業を訪

問して支援を行う訪問型家庭教育相談体制充実事業を、市町村等を実施主体と

して実施していた（平成 21 年度をもって廃止）。 

このほか、法務省は、子どもの人権を含む各種啓発活動を実施している。 

 

③ これらの取組のうち、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の２事業

について、前者の対象が原則として生後４か月を迎えるまでの乳児のいる家庭

であることを踏まえ、両事業の実施状況と０歳から３歳未満の児童の虐待対応
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件数（注）の増減状況を分析した。その結果、平成 21 年度に両事業を実施して

いない 53 市町村では、虐待対応件数が減少しているもの（13 市町村 24.5％）

より増加しているもの（16 市町村 30.2％）が多いのに対し、同年度から両事

業を実施した 20 市町村では、虐待対応件数が増加しているもの（６市町村

30.0％）より減少しているもの（９市町村 45.0％）が多かった。 

（注）福祉行政報告例では、虐待対応件数を「０～３歳未満」、「３～学齢前」という年齢

区分で集計しているため、本分析においては、生後４か月までの乳児が含まれる「０

～３歳未満」の虐待対応件数を用いた。 

 

平成 20 年度における両事業の実施状況と虐待対応件数の増減状況について

同様の分析をした結果でも、同様の傾向がみられた。 

また、当省の意識等調査結果では、乳児家庭全戸訪問事業について児童福祉

司の 97.7％及び市町村担当者の 98.2％が、養育支援訪問事業について児童福

祉司の 70.3％及び市町村担当者の 89.4％が「知っており、今後も引き続き取

り組むべきであると思う」と回答している。 

以上のことから、両事業には、３歳未満の児童虐待の発生予防に係る取組と

しての有効性は認められる。 

しかし、平成 22 年７月１日現在で、全国 1,750 市町村のうち、両事業を実

施しているものは 1,001 市町村（57.2％）にとどまっている。 

また、全戸を訪問するとされている乳児家庭全戸訪問事業については、当省

が訪問率を把握することができた 656 市町村中 81 市町村（12.3％）において

訪問率が 80％未満となっていた。 

一方、両事業を平成 21 年度から実施した 20 市町村における３歳から 18 歳

未満の児童の虐待対応件数をみると、これらの児童は乳児家庭全戸訪問事業の

訪問対象ではないこともあり、減少しているところ（５市町村（25.0％））よ

りも増加しているところ（12 市町村（60.0％））が多くみられたことから、両

事業の実施のみでは、虐待対応件数の大幅な減少は見込めず、児童虐待の発生

予防対策としては不十分であると考えられる。 

 

④ なお、地域子育て支援拠点事業、訪問型家庭教育相談体制充実事業及び子ど

もの人権を含む各種啓発活動については、児童虐待の発生予防の取組としての

明確な効果を把握することができなかった。 

 

⑤ また、前述①のとおり、虐待対応件数が毎年度増加し続けていることについ

ては、児童虐待自体が増加しているという側面と、潜在していたものが顕在化
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している側面が考えられるが、児童虐待の発生を予防できているかという観点

で虐待対応件数の増加について考えた場合、潜在していた児童虐待が顕在化し

ているという側面についても、児童虐待自体が発生しているということに変わ

りはなく、更なる発生予防対策が必要であると考えられる。 

 

⑥ 当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、児童虐待による死亡事例は乳児（そ

の中でも生後間もない時期）が多くを占めていることを受け、平成 23 年７月、

通知（注）を発出し、妊娠・出産・育児期における保健・医療・福祉の連携体

制の整備や妊娠等に関する相談窓口の整備等について、都道府県、指定都市、

中核市、保健所設置市及び特別区に要請している。 

（注）「妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健・医療・福祉の

連携体制の整備について」（平成 23 年７月 27 日雇児総発 0727 第４号・雇児母発 0727

第３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長及び母子保健課長通知）及び「妊娠

期からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の整備について」（平成 23 年７月 27

日雇児総発 0727 第１号・雇児福発 0727 第１号・雇児母発 0727 第１号厚生労働省雇

用均等・児童家庭局総務課長、家庭福祉課長及び母子保健課長通知） 

 

  (1) 制度の概要 

厚生労働省は、育児の孤立化や育児不安を防止し、児童虐待の発生予防にも

資する取組として、ⅰ）乳児家庭全戸訪問事業、ⅱ）養育支援訪問事業及びⅲ）

地域子育て支援拠点事業の各事業を、いずれも市町村を実施主体として実施し

ている。各事業の内容は以下のとおりである。 

ⅰ）乳児家庭全戸訪問事業は、子育ての孤立化を防ぐために、原則として生後

４か月を迎えるまでの乳児のいる全ての家庭を訪問し、不安や悩みを聞き、

子育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対

しては適切なサービスが受けられるようにするなど、広く一般を対象とした

子育て支援事業であり、平成 19 年度から実施されてきた。その後、平成 21

年４月から施行された改正児童福祉法により、新たに、法律上の事業と位置

付けられ、その際、市町村にこれを実施する努力義務が課せられた。 

 

ⅱ）養育支援訪問事業は、乳児家庭全戸訪問事業の実施結果等により、養育支

援が特に必要であると認められた家庭に対し、保健師・助産師・保育士等が

訪問して、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な

養育の実施を確保することを目的とする事業であり、平成 16 年度から実施

されてきた。平成 21 年４月からは、乳児家庭全戸訪問事業と同様、法律上

の事業となり、市町村にこれを実施する努力義務が課せられた。 
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ⅲ）地域子育て支援拠点事業は、乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を

行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助

を行うことにより、子育ての不安感等を緩和し、児童の健やかな育ちを促進

することを目的とする事業である。平成 21 年４月からは、乳児家庭全戸訪

問事業及び養育支援訪問事業と同様、法律上の事業となり、市町村にこれを

実施する努力義務が課せられた。 

 

また、文部科学省は、家庭の教育力の向上を図り、児童虐待の発生予防にも

資する取組として、地域の子育て経験者等で構成する訪問型家庭教育支援チー

ムが学校等との連携により家庭や企業を訪問して、親が児童に対して行うしつ

けなどの家庭教育に関する情報や学習機会の提供、相談対応などの支援を行う

訪問型家庭教育相談体制充実事業を、市町村や市町村教育委員会等を実施主体

として実施していた（平成 21 年度からの新規事業であるが、同年をもって廃

止）。 

このほか、法務省は、児童虐待の発生予防にも資する取組として、人権啓発

に係るシンポジウム、講演会等を開催するなどして、子どもの人権を含む各種

啓発活動を実施している。 

 

(2) 把握する内容及び手法 

乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び地域子育て支援拠点事業は、

育児の孤立化防止を目的としており、児童福祉法上、全ての市町村に実施の努

力義務が課せられていることから、児童虐待の発生予防に寄与するものである

と考えられる。特に、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業は、市町村

の保健師等が家庭を訪問して積極的に働き掛ける事業であることから、その寄

与度は一層大きいと考えられる。 

一方、訪問型家庭教育相談体制充実事業は、家庭の教育力の向上を図ること

を目的としており、実施を希望する市町村等を国が支援するものであることか

ら、児童虐待の発生予防への寄与度は、育児の孤立化防止を目的とした上記３

事業より小さいと考えられる。 

そこで、本政策評価では、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業を中

心に、育児の孤立化防止が図られれば児童虐待の発生が抑えられるかとの観点

から、これらの事業の実施による虐待対応件数の増減状況を把握・分析した。 

なお、子どもの人権を含む各種啓発活動については、適当な指標がなかった

ために効果の測定ができず、発生予防における効果は把握できなかった。 
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  (3) 把握結果 

   ア 児童虐待の発生状況 

児童相談所及び市町村における虐待対応件数をみると、図表３－(1)－①

のとおり、児童相談所では、児童虐待防止法が制定された平成 12 年度の１

万 7,725 件から 22 年度は５万 5,154 件（宮城県、福島県及び仙台市は、東

日本大震災の影響で集計ができなかったため、これらの件数を除いたもの）

に、市町村では、市町村における虐待対応件数の把握が開始された 19 年度

の４万 9,895 件から 21 年度は５万 6,606 件にそれぞれ増加し続けている。

特に、児童相談所における虐待対応件数は、平成 21 年度の４万 3,062 件（同

年度の４万 4,211 件から宮城県、福島県及び仙台市の件数を除いたもの）か

ら 22 年度は５万 5,154 件（対前年度比 28.1％増）に急増している。 

 

図表３－(1)－① 児童相談所及び市町村における虐待対応件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ 平成 22 年度は、宮城県、福島県及び仙台市の件数を除いたものである。 

 

このように虐待対応件数が増加している要因については、 

ⅰ）当省の意識等調査結果において、図表３－(1)－②のとおり、児童福祉

司の 81.1％及び市町村担当者の 80.1％が児童虐待は「増えてきている」

とし、その理由として、図表３－(1)－③のとおり、「児童虐待に対する関

係者、近隣住民等の認知度・理解度が上昇したため、児童虐待の通告が増

えているから」とするものが、児童福祉司の回答では 50.9％と最も多く、

市町村担当者の回答でも 31.0％と二番目に多くなっており、関係者等にお

いて虐待を受けたと思われる児童を発見した場合は、速やかに児童相談所

等へ通告するという意識が高くなっている面があると考えられること 

ⅱ）当省の意識等調査結果において、図表３－(1)－②のとおり、児童福祉

司の 81.1％及び市町村担当者の 80.1％が児童虐待は「増えてきている」

とし、その理由として、図表３－(1)－③のとおり、「児童虐待の発生要因

件数／年度 



- 16 - 

が増えたため、児童虐待を行う保護者が増えているから」とするものが、

市町村担当者の回答では57.8％と最も多く、児童福祉司の回答でも40.3％

と二番目に多くなっており、児童虐待自体が増えている面があると考えら

れること 

ⅲ）当省が開催した有識者研究会においても、親の孤立が進み、イライラし

ている親が増えているとのアンケート調査結果があることや、小・中学校

の教員から被虐待児童が増えているとの意見が聞かれることなどから、通

告するという意識が高くなっていることに加え、実証データはないものの、

実感として児童虐待自体も増えているとの意見があったこと 

から、関係者、近隣住民等の認知度・理解度の上昇によって、潜在していた

ものが顕在化していることに加え、児童虐待自体も増加していることの両方

の側面があるものと捉えることができる。 

 

図表３－(1)－② 児童虐待の増減に関する実感 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

図表３－(1)－③ 児童虐待が増加していると実感する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 
   ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

増えてきている

81.1 

80.1 

変化していない

17.3 

18.4 

減ってきている

0.4 

0.5 

無回答

1.2 

1.0 

児童福祉司

（ｎ＝688）

市町村担当者

（ｎ＝1,429）

（％）

あなたの実感として、児童福祉行政に携わってからこれまでの間、児童虐待は増えてきている

と思いますか、減ってきていると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。

保護者の

理解度等

が不十分

4.7 

7.9 

国等の各種施

策が効果を上

げていない

2.2 

1.2 

児童虐待の発生要

因が増加したため

40.3 

57.8 

認知度等の上昇

により通告件数

が増加したため

50.9 

31.0 

その他

1.8 

1.6 

無回答

0.2 

0.5 

児童福祉司

（ｎ＝554）

市町村担当者

（ｎ＝1,125）

（％）

（上記問で「増えてきていると感じる」と回答された方に））

「増えてきている」と実感している理由はなんですか。特に当てはまると思う選択肢を一つ

お選びください。
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なお、子ども虐待対応の手引き（平成 11 年３月 29 日児企第 11 号厚生省

児童家庭局企画課長通知）において、図表３－(1)－④のとおり、児童虐待

の発生要因が示されており、保健・医療・福祉等の関係者が予防的な支援を

行うに当たっては、それらの要因を持ち、養育支援を必要としている家庭で

あるかどうかを判断し、早期に支援につなげることが大切であるとされてい

る。 

 

図表３－(1)－④ 児童虐待に至るおそれのある要因（リスク要因） 

１ 保護者側のリスク要因 

 ・ 妊娠そのものを受容することが困難（望まぬ妊娠、若年の妊娠） 

・ 被虐待経験 

・ 育児に対する不安やストレス（保護者が未熟等）           等 

２ 子ども側のリスク要因 

・ 乳児期の子ども 

・ 未熟児 

・ 障害児                              等 

３ 養育環境のリスク要因 

 ・ 未婚を含む単身家庭、内縁者や同居人がいる家庭、子連れの再婚家庭 

・ 親族や地域社会から孤立した家庭 

・ 生計者の失業や転職の繰り返し等で経済不安のある家庭        等 

（注）子ども虐待対応の手引きに基づき当省が作成した。 

 

   イ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業 

調査した26都道府県内の1,076市町村において、乳児家庭全戸訪問事業、

養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業及び訪問型家庭教育相談体制充

実事業の４事業全てを平成20年度又は21年度から実施したところはなかっ

たため、発生予防に係る４事業をまとめて、事業実施による虐待対応件数の

増減状況を分析することはできなかった。 

また、４事業のうち最も寄与度が小さいと考えられる訪問型家庭教育相談

体制充実事業を除き、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び地域子

育て支援拠点事業の３事業全てを平成 20 年度から実施した市町村はなく、

３事業をまとめて分析することもできず、さらに、21 年度から３事業全てを

実施した市町村も１市町村のみであることから、有意な分析はできなかった。 

そこで、４事業のうち、児童虐待の発生予防に大きく寄与すると考えられ

る乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の２事業について、地域子育

て支援拠点事業の影響を考慮した上で検証する必要があると考え、平成 20

年度及び 21 年度において、地域子育て支援拠点事業を実施しておらず、２

事業を 21 年度から実施した市町村を確認したが、該当する市町村数は５と
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少なく、有意な分析はできなかったため、20 年度及び 21 年度において、地

域子育て支援拠点事業を実施している市町村について分析した。その結果、

図表３－(1)－⑤のとおり、平成 21 年度に両事業を実施していない 53 市町

村では、虐待対応件数が減少しているもの（13 市町村 24.5％）より増加し

ているもの（16 市町村 30.2％）が多いのに対し、同年度から両事業を実施

した 20 市町村では、虐待対応件数が増加しているもの（６市町村 30.0％）

より減少しているもの（９市町村 45.0％）が多かった。 

なお、本分析に当たっては、乳児家庭全戸訪問事業の対象が原則として生

後４か月を迎えるまでの乳児のいる家庭であることを踏まえ、福祉行政報告

例で把握している被虐待者の年齢別にみた虐待対応件数のうち、０歳から３

歳未満の児童のものを用いて分析を行った。 

 

図表３－(1)－⑤ 平成21年度における各事業の実施状況と市町村の虐待対
応件数の増減（20 年度と 21 年度を比較） 

                             （単位：市町村、％） 

区    分 増加 変化なし 減少 計 

21 年度から両事業を実施 
6

(30.0)
5

(25.0)
9 

(45.0) 
20

(100)

21 年度現在で両事業を未実施 
16

(30.2)
24

(45.3)
13 

(24.5) 
53

(100)

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 虐待対応件数は、市町村で対応したもののうち、被虐待児の年齢が０歳か

ら３歳未満のものを用いて分析した。 
３ 地域子育て支援拠点事業を平成 20 年度から 21 年度にかけて引き続き実施

している市町村について分析した。 

４ ( )内は全体に占める割合である。 

 

平成 20 年度における両事業の実施状況と虐待対応件数の増減状況につい

て同様の分析をした結果でも、図表３－(1)－⑥のとおり、同様の傾向がみ

られた。 
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図表３－(1)－⑥ 平成20年度における各事業の実施状況と市町村の虐待対
応件数の増減（19 年度と 20 年度を比較） 

                            （単位：市町村、％） 

区    分 増加 変化なし 減少 計 

20 年度から両事業を実施 
2

(16.7)
2

(16.7)
8 

(66.7) 
12

(100)

20 年度現在で両事業を未実施 
30

(34.9)
29

(33.7)
27 

(31.4) 
86

(100)

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 虐待対応件数は、市町村で対応したもののうち、被虐待児の年齢が０歳か

ら３歳未満のものを用いて分析した。 
３ 地域子育て支援拠点事業を平成 19 年度から 20 年度にかけて引き続き実施

している市町村について分析した。 

４ ( )内は全体に占める割合である。割合については、四捨五入による表記

のため、合計が 100 にならない場合がある。 

 

また、当省の意識等調査結果では、図表３－(1)－⑦のとおり、乳児家庭

全戸訪問事業について児童福祉司の 97.7％及び市町村担当者の 98.2％が、

図表３－(1)－⑧のとおり、養育支援訪問事業について児童福祉司の 70.3％

及び市町村担当者の 89.4％が「知っており、今後も引き続き取り組むべきで

あると思う」と回答している。 

 

図表３－(1)－⑦ 乳児家庭全戸訪問事業の有効性 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

知らない

1.0 

0.4 

有効でない

0.9 

1.1 

今後も取り組むべき

97.7 

98.2 

無回答

0.4 

0.3 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1,429)

（％）

「乳児家庭全戸訪問事業」について、「(ⅰ) 知らない」、「(ⅱ) 知っているが、有効でない

と思う」、「(ⅲ) 知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」のうち当てはまる選

択肢を一つお選びください。
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図表３－(1)－⑧ 養育支援訪問事業の有効性 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

   ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

以上のことから、両事業には、３歳未満の児童虐待の発生予防に係る取組

としての有効性は認められる。 

 

しかし、両事業の実施状況をみると、平成 22 年７月１日現在で、全国 1,750

市町村のうち、乳児家庭全戸訪問事業を実施しているものは 1,561 市町村

（89.2％）、養育支援訪問事業を実施しているものは 1,041 市町村（59.5％）

であり、これらの事業を実施していない市町村がみられた。その中には、こ

れらの事業を平成 21 年７月１日現在では実施していたにもかかわらず 22 年

７月１日現在では実施を取りやめた市町村が、乳児家庭全戸訪問事業で 32

市町村、養育支援訪問事業で 92 市町村みられた。 

なお、子ども・子育てビジョンでは、平成 26 年度までに、乳児家庭全戸訪

問事業については「全市町村で実施」を、養育支援訪問事業については「全

市町村での実施を目指す」を目標としている。 

 

図表３－(1)－⑨ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施率の
推移 

（単位：％） 

区   分 平成 19 年度 20 年度 21 年７月１日 22 年７月１日

乳児家庭全戸訪問事業 58.2 72.2 84.1 89.2

養育支援訪問事業 42.9 45.3 55.4 59.5

（注）厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

また、当省の意識等調査結果では、上記の図表３－(1)－⑦及び３－(1)－

⑧のとおり、児童福祉法で市町村に実施の努力義務が課せられている両事業

知らない

27.2 

7.5 

有効でない

2.0 

2.3 

今後も取り組むべき

70.3 

89.4 

無回答

0.4 

0.8 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1,429)

（％）

「養育支援訪問事業」について、「(ⅰ) 知らない」、「(ⅱ) 知っているが、有効でないと思う」、

「(ⅲ) 知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」のうち当てはまる選択肢を一つお選び

ください。
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について、市町村担当者のうち、乳児家庭全戸訪問事業については 0.4％（有

効回答 1,429 市町村中 57 市町村）、養育支援訪問事業については 7.5％（同

107 市町村）が事業を「知らない」と回答している。 

 

平成 22 年７月１日現在で、全国 1,750 市町村のうち、両事業を実施してい

るものは、図表３－(1)－⑩のとおり、1,001 市町村（57.2％）にとどまって

おり、560 市町村（32.0％）では乳児家庭全戸訪問事業は実施していてもそ

の継続支援としての養育支援訪問事業が行われていない。 

 

図表３－(1)－⑩ 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施状況
（平成 22 年７月１日現在） 

（単位：市町村、％） 

区   分 
養育支援訪問事業 

計 
実施 未実施 

乳児家庭全戸
訪問事業 

実施 1,001(57.2) 560(32.0) 1,561(89.2)

未実施 40( 2.3) 149( 8.5) 189(10.8)

計 1,041(59.5) 709(40.5) 1,750( 100)

（注）厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

さらに、全戸を訪問するとされている乳児家庭全戸訪問事業の訪問率につ

いては、当省の調査で把握することができた 656 市町村をみると、図表３－

(1)－⑪のとおり、81 市町村（12.3％）において訪問率が 80％未満となって

いた。 

 

図表３－(1)－⑪ 乳児家庭全戸訪問事業の訪問率（平成 21 年度） 

（単位：市町村、％） 

訪 問 率 30％台 40％台 50％台 60％台 70%台 80％台 90％台 100％ 計 

市町村数 

（割合） 

2 

(0.3) 

4 

(0.6) 

14

(2.1)

22

(3.4)

39

(5.9)

128

(19.5)

251 

(38.3) 

196 

(29.9) 

656

(100)

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ ( )内は全体に占める割合である。 

   ３ 訪問率は、家庭訪問数／対象全家庭数で計算した。 

 

厚生労働省は、乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業を実施してい

ない市町村に対し、様々な機会を通じて実施を促していくことが必要である

として、市町村が事業を進める上での参考となるよう、工夫された取組を紹

81(12.3)
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介した「乳児家庭全戸訪問事業等の取組を推進するための事例集」を作成し、

平成 22 年 12 月 22 日に公表している。 

 

一方、前述の図表３－(1)－⑤のとおり、０歳から３歳未満の児童の虐待

対応件数をみると、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の両事業を

平成 21 年度から実施した市町村では虐待対応件数が減少しているところが

多いが、３歳から 18 歳未満の児童の虐待対応件数をみると、これらの年齢

の児童は乳児家庭全戸訪問事業の訪問対象ではないこともあり、図表３－

(1)－⑫のとおり、増加しているところが多くみられたことから、両事業の

実施のみでは、虐待対応件数の大幅な減少は見込めず、児童虐待の発生予防

対策としては不十分であると考えられる。 

 

図表３－(1)－⑫ 平成 21 年度から両事業を実施した 20 市町村における虐
待対応件数の増減（20 年度と 21 年度を比較） 

（単位：市町村、％） 

区    分 増加 変化なし 減少 計 

０～３歳未満児童の虐待対応件数 6(30.0) 5(25.0) 9(45.0) 20(100)

３～18 歳未満児童の虐待対応件数 12(60.0) 3(15.0) 5(25.0) 20(100)

 
３～学齢前児童の虐待対応件数 10(50.0) 3(15.0) 7(35.0) 20(100)

就学後の児童の虐待対応件数 11(55.0) 3(15.0) 6(30.0) 20(100)

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 地域子育て支援拠点事業を平成 20 年度から 21 年度にかけて引き続き実施し

ている市町村について分析した。 
 

   ウ 地域子育て支援拠点事業 

     地域子育て支援拠点事業の全国の実施状況は、図表３－(1)－⑬のとおり、

実施箇所数は毎年度増加傾向にある。 

なお、子ども・子育てビジョンでは、平成 26 年度までに地域子育て支援

拠点を１万か所（市町村単独分を含む。）整備することを目標としている。 

 

図表３－(1)－⑬ 地域子育て支援拠点事業の実施箇所数の推移 

（単位：箇所） 

区  分 平成 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

実施箇所数 4,409 4,889 5,199 5,521

（注）１ 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 
   ２ 本表の実施箇所数は、国庫補助交付決定ベースのものである。 

 

地域子育て支援拠点事業の実施による虐待対応件数の増減状況について、

乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の両事業の影響を考慮した上
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で検証する必要があると考え、まず、平成 20 年度及び 21 年度において、両

事業のいずれも実施しておらず、地域子育て支援拠点事業を 21 年度から実

施した市町村を確認したが、該当する市町村数は２と少なく、有意な分析は

できなかった。 

また、平成 20 年度及び 21 年度において、両事業のいずれも実施している

市町村や、いずれかを実施している市町村のうち、地域子育て支援拠点事業

を 21 年度から実施した市町村を確認したが、該当する市町村数は、最大で

も３、最小では０であり、いずれも該当する市町村数が少なく、有意な分析

はできなかった。 

なお、当省の意識等調査結果では、地域子育て支援拠点事業については、

図表３－(1)－⑮のとおり、児童福祉司の 69.9％、市町村担当者の 90.3％が

「知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」と回答している。 

 

図表３－(1)－⑮ 地域子育て支援拠点事業の有効性 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

   ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

   エ 訪問型家庭教育相談体制充実事業 

訪問型家庭教育相談体制充実事業は平成 21 年度からの新規事業であり、

同年度は全国 108 市町村等で実施されていた。そのうち、当省の調査対象 26

都道府県内で実施していることを把握できた市町村は 63 市町村であった。

これらの市町村について、児童虐待の発生予防に係る厚生労働省の３事業

（乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び地域子育て支援拠点事業。

以下同じ。）の影響を考慮した上で、訪問型家庭教育相談体制充実事業の効

果を検証する必要があると考え、以下の分析を行った。 

まず、平成 20 年度及び 21 年度において、３事業をいずれも実施していな

い市町村を確認したが、３事業はいずれも児童福祉法で実施の努力義務が市

知らない

22.5 

5.7 

有効でない

6.5 

3.1 

今後も取り組むべき

69.9 

90.3 

無回答

1.0 

0.8 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1,429)

（％）

「地域子育て支援拠点事業」について、「(ⅰ) 知らない」、「(ⅱ) 知っているが、有効でな

いと思う」、「(ⅲ) 知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」のうち当てはまる

選択肢を一つお選びください。
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町村に課せられていることもあり、該当する市町村は１市町村のみであった

ため、有意な分析はできなかった。 

次に、平成 20 年度及び 21 年度において、３事業のうち、１事業のみを実

施している市町村や２事業を実施している市町村を確認したが、該当する市

町村数は、最大でも７、最小では０であり、いずれも該当する市町村数が少

なく、有意な分析はできなかった。 

さらに、平成 20 年度及び 21 年度において、３事業全てを実施している市

町村を確認したところ、該当する市町村は 14 市町村であり、これらの市町

村について、訪問型家庭教育相談体制充実事業を実施すると、市町村で対応

した虐待対応件数が減少するかを分析した。その結果、本事業は、家庭の教

育力の向上を主たる目的とした事業であることもあって、特段の傾向はみら

れず、虐待対応件数が増加したところが６市町村（42.9％）、変化していな

いところが３市町村（21.4％）、減少したところが５市町村（35.7％）であ

り、虐待対応件数が増加しているところと減少しているところがほぼ同数で

あるなど、児童虐待の発生予防の取組としては、明確な効果を把握すること

はできなかった。 

なお、同事業は、乳児家庭全戸訪問事業や地域子育て支援拠点事業とは異

なり、対象児童を年齢別に限定してないことから、福祉行政報告例で把握し

ている虐待対応件数を年齢別に用いた分析は行っていない。 

 

   オ 子どもの人権を含む各種啓発活動 

法務省では、毎年 12 月４日から 10 日までの一週間を人権週間と定め、全

国各地におけるシンポジウム、講演会、座談会、映画会等の開催や、テレビ・

ラジオなど各種マスメディアを利用した集中的な啓発活動を行うとともに、

市民参加型の方式を取り入れつつ、幅広い各種の人権啓発活動を総合的に実

施する人権啓発フェスティバルを平成９年度から開催（平成 22 年度は盛岡

市及び大阪市）するなどして、子どもの人権を含む各種啓発活動を実施して

いる。 

これらの啓発活動に関しては、児童虐待の発生予防にどれだけの効果があ

ったかを測る適当な指標がなく、その測定はできなかったが、当省の意識等

調査結果では、図表３－(1)－⑯のとおり、児童福祉司の 64.1％、市町村担

当者の 72.7％が「知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」

と回答している。 
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図表３－(1)－⑯ 子どもの人権を含む各種啓発活動の有効性 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

   ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

以上のとおり、児童虐待の発生予防に係る取組として、厚生労働省では、乳

児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び地域子育て支援拠点事業を、文部

科学省では、訪問型家庭教育相談体制充実事業（平成 21 年度をもって廃止）

を、法務省は子どもの人権を含む各種啓発活動をそれぞれ実施しているが、そ

の中でも児童虐待の発生予防に大きく寄与すると考えられる乳児家庭全戸訪

問事業及び養育支援訪問事業の２事業について、３歳未満の児童虐待に対する

有効性は認められるが、両事業を実施していない市町村や、全戸を訪問すると

されている乳児家庭全戸訪問事業を実施していても訪問率が低調な市町村が

みられた。 

また、前述のとおり、両事業の実施のみでは児童虐待の発生予防対策として

は不十分であると考えられることに加え、虐待対応件数が毎年度増加し続けて

いることについては、児童虐待自体が増加しているという側面と、潜在してい

たものが顕在化している側面が考えられるが、児童虐待の発生を予防できてい

るかという観点で虐待対応件数の増加について考えた場合、潜在していた児童

虐待が顕在化しているという側面についても、児童虐待自体が発生しているこ

とに変わりはなく、更なる発生予防対策が必要であると考えられる。 

 

当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、児童虐待による死亡事例は乳児（そ

の中でも生後間もない時期）が多くを占めていることを受け、平成 23 年７月、

「妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健・医療・福

祉の連携体制の整備について」及び「妊娠期からの妊娠・出産・子育て等に係

る相談体制等の整備について」を発出し、妊娠・出産・育児期における保健・

医療・福祉の連携体制の整備や妊娠等に関する相談窓口の整備等について、都

道府県、指定都市、中核市、保健所設置市及び特別区に要請している。 

知らない

15.3 

13.6 

有効でない

20.1 

12.7 

今後も取り組むべき

64.1 

72.7 

無回答

0.6 

1.0 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1,429)

（％）

「子どもの人権を含む各種啓発活動」について、「(ⅰ) 知らない」、「(ⅱ) 知っているが、有効で

ないと思う」、「(ⅲ) 知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」のうち当てはまる選

択肢を一つお選びください。
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２ 児童虐待の早期発見 

(1) 関係機関における早期発見に係る取組 

（要旨） 

 児童虐待防止法第６条第１項により、児童虐待を受けたと思われる児童を発

見した者は、速やかに、これを市町村、児童相談所等に通告しなければならな

いとされている。 

また、同法第５条第１項により、特に、学校やその教職員、児童福祉施設や

その職員、病院や医師等児童の福祉に業務上関係のある団体や関係者は、児童

虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなけ

ればならないとされている。 

 

ア 保育所及び小・中学校における取組 

(ｱ) 保育所における取組 

厚生労働省が定めた保育所保育指針（平成 20 年厚生労働省告示第 141

号）においては、保育所は児童の心身の状態等を観察し、虐待が疑われる

場合には、速やかに市町村又は児童相談所に通告し、適切な対応を図るこ

ととされている。 

児童相談所及び市町村における虐待対応件数のうち、被虐待児童が学齢

期（小学生及び中学生の期間。以下同じ。）前であるものの件数は、平成

19 年度の４万 2,075 件から 21 年度は４万 6,816 件に、保育所からの通告

件数も 19 年度の 5,440 件から 21 年度は 6,115 件に増加している。 

しかし、児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか判断に迷った

結果通告しなかったものが、調査した 17 保育所のうち５保育所において８

事例みられた。また、調査した 17 保育所が平成 19 年度から 21 年度までに

通告した 47 件のうち、詳細を把握した児童虐待事例（25 事例）中、速や

かな通告がなされていると考えられるものは 22 事例（88.0％、16 保育所）

にとどまっており、残る３事例（12.0％、３保育所）は、保育所が児童虐

待のおそれを認識してから通告までに長期間（１か月以上）を要している

ものであった。通告しなかった又は通告までに長期間を要した理由として、

当該保育所は児童虐待の確証が得られなかったこと等を挙げており、児童

虐待の確証がなくても児童虐待のおそれを発見した場合は通告しなければ

ならないという児童虐待防止法の趣旨が徹底されていないと考えられる。

また、当省の意識等調査結果では、保育所において児童虐待又はそのお

それを発見した場合に、速やかに児童相談所や市町村に相談、情報提供す

ることに対して、「抵抗がないと感じる」又は「どちらかといえば抵抗がな
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いと感じる」と回答している保育所担当者は 72.8％にとどまっている。 

 

(ｲ) 小・中学校における取組 

  ａ 小・中学校における通告等の状況 

文部科学省は、「学校等における児童虐待の防止に向けた取組の推進

について」（平成 18 年６月５日 18 初児生第 11 号文部科学省初等中等教

育局児童生徒課長通知）において、都道府県教育委員会等に対し、小・

中学校において児童虐待の疑いがある場合には、確証がないときであっ

ても、早期発見の観点から、児童相談所等の関係機関へ連絡、相談をす

るなど、日頃からの連携を十分に行うことなどを求めている。 

児童相談所及び市町村における虐待対応件数のうち、被虐待児童が学

齢期であるものの件数は、平成 19 年度の４万 4,794 件から 21 年度は４

万 9,612 件に、学校からの通告件数も 19 年度の１万 2,102 件から 21 年

度は１万 3,244 件に増加している。 

しかし、児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか判断に迷っ

た結果通告しなかったものが、調査した 42 小・中学校のうち６小・中

学校において 15 事例みられた。また、調査した 42 小・中学校が平成 19

年度から 21 年度までに通告した 209 件のうち、詳細を把握した児童虐

待事例（75 事例）中、速やかな通告がなされていると考えられるものは

68 事例（90.7％、40 小・中学校）にとどまっており、残る７事例（9.3％、

６小・中学校）は、小・中学校が児童虐待のおそれを認識してから通告

までに長期間（１か月以上）を要しているものであった。通告しなかっ

た又は通告までに長期間を要した理由について、当該小・中学校では、

前述(ｱ)の保育所と同様の理由を挙げている。 

また、当省の意識等調査結果では、小・中学校において児童虐待又は

そのおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所や市町村に相談、情

報提供することに対して、「抵抗がないと感じる」又は「どちらかとい

えば抵抗がないと感じる」と回答している小・中学校担当者は 71.7％に

とどまっている。 

一方、当省の政策評価の途上で、文部科学省は、生徒の虐待が疑われ

ながら、学校が児童相談所等に通告していなかった事例が発生したこと

を受け、平成 22 年８月に、「児童虐待の防止等のための学校、教育委員

会等の対応の徹底について（通知）」（平成 22 年８月 13 日 22 初児生第

20 号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）を発出し、都道府県

教育委員会等に対し、児童虐待の疑いがある場合には、確証がないとき



- 28 - 

であっても、速やかに児童相談所等に通告しなければならないこと等に

ついて、改めて学校等への周知を要請している。しかし、文部科学省は、

小・中学校におけるその後の速やかな通告の実施状況については、点

検・確認を行っていない。 

 

ｂ 研修教材の活用等の状況 

文部科学省は、平成 21 年５月に学校における児童虐待への対応等を

整理した研修教材を作成し、都道府県教育委員会を通じて市町村教育委

員会等に配布するとともに、同省のホームページで公表して、教育委員

会等における活用を促しているとしている。 

そこで、平成 21 年６月から 22 年３月までの間に児童虐待事例が発生

した 16 小・中学校（23 事例）における研修教材の活用状況と、児童虐

待のおそれを認識してから通告までに長期間（１か月以上）要した事例

の発生状況との関係を確認したところ、研修教材を活用していない小・

中学校においては、児童虐待のおそれを認識してから通告までに長期間

要した事例が発生しているが、活用している小・中学校においては、事

例が発生していない状況がみられた。 

また、当省が開催した有識者研究会において、研修教材の内容は学校

における児童虐待の早期発見等に有効と思われるとの意見があったほ

か、当省の意識等調査結果においても、研修教材について小・中学校担

当者の 50.3％が「知っており、今後も引き続き活用する」と回答して

おり、「知っているが、有効でないと思う」（6.8％）を大きく上回って

いる。 

しかし、調査した 24 市町村教育委員会のうち７市町村教育委員会及

び研修教材の活用状況が把握できた 36 小・中学校のうち 25 小・中学校

においては、研修教材を活用しておらず、また、当省の意識等調査結果

においても、研修教材について、小・中学校担当者の 41.0％が「知ら

ない」と回答している。 

一方、当省の政策評価の途上で、文部科学省は平成 22 年３月から 23

年３月までの都道府県及び政令指定都市の教育委員会における研修の

実施状況等を調査した上で、「児童虐待の防止等のための学校、教育委

員会等の的確な対応に関する状況調査結果について（通知）」（平成 23

年３月４日 22 初児生第 65 号 文部科学省初等中等教育局児童生徒課長

通知）を発出し、都道府県教育委員会等に対し、初任者研修等において

児童虐待防止等に関する内容を必ず盛り込むことや、研修教材の活用の



- 29 - 

促進、学校における校内研修の促進等により、全ての教職員に児童虐待

の防止等への適切な対応に必要な知識等を周知するよう研修の充実を

図ることを要請している。 

 

ｃ スクールカウンセラーの配置等の状況 

文部科学省は、平成７年度から、児童生徒の臨床心理に関して高度に

専門的な知識・経験を有するスクールカウンセラー等（スクールカウン

セラーに準ずる者を含む。以下「ＳＣ」という。）を学校等に配置する

ためのスクールカウンセラー等活用事業を実施しており、ＳＣの配置人

数は、平成 19 年度 5,761 人から 21 年度 6,140 人に増加している。 

調査した 42 小・中学校におけるＳＣの活用状況を確認したところ、

ＳＣが児童へのカウンセリングを実施する等の活動を行っていること

は確認できたが、ＳＣの活動により児童虐待の通告につながったと考え

られる事例は２事例であり、児童虐待対応におけるＳＣの配置による効

果については十分把握できなかった。 

しかし、当省の意識等調査結果では、小・中学校担当者の 80.5％が

児童虐待の防止等のためのＳＣの配置は「有効」又は「どちらかといえ

ば有効」と回答している。 

 

イ 医療機関における取組 

① 医療機関からの通告による児童相談所及び市町村における虐待対応件数

は、平成 19 年度の 2,632 件から 21 年度は 2,794 件に増加しており、医療

機関からの通告による虐待対応件数が全体の虐待対応件数に占める割合は

３％前後となっている。医療機関から速やかな通告が行われているか否か

の実態については、当省の調査では把握できなかった。 

 

② 当省が開催した有識者研究会において、医療機関における早期発見等を

促進させるためには、院内チームの設置が有効であると考えられる旨の意

見があった。 

調査した９医療機関（注１）における平成 21 年度の通告状況をみると、児

童虐待対応を目的とした院内チーム（注２）を設置している７機関における

児童虐待通告件数は平均５件であり、院内チームを設置していない２機関

における平均通告件数 2.5 件の２倍となっている。また、院内チームを設

置している医療機関からは、児童相談所等への通告等において組織的な対

応が可能になった等のメリットが挙げられている。 
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（注１）いずれも小児科を有する病床 200 以上の医療機関 

（注２）医療機関における児童虐待防止と治療、関係機関との連携を図るための医

療機関内における様々な診療科や多様な専門職種により構成されるチーム

 

厚生労働省では、平成 21 年７月に開催された児童相談所長会議におい

て、院内チームの活動内容等の周知を行っている。また、平成 22 年度には、

厚生労働科学研究費補助金による研究により、院内チームの設置に関する

調査が行われたほか、同調査の結果を踏まえ、平成 23 年５月に院内チーム

運営マニュアル等が作成された。さらに、同年６月には、同省の検討会で

あるチーム医療推進会議において、「チーム医療推進のための基本的な考え

方と実践的事例集」をまとめ、その中で「他機関との連携による虐待予防・

支援チーム」を現場における実践事例として示している。 

 

ア 制度の概要 

 児童虐待防止法第６条第１項により、児童虐待を受けたと思われる児童を

発見した者は、速やかに、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若

しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事

務所若しくは児童相談所に通告しなければならないとされている。 

児童虐待防止法第５条第１項により、学校、児童福祉施設、病院その他児

童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、

医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待

を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなけれ

ばならないとされている。 

また、「「児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」の施行に

ついて（通知）」（平成 16 年８月 13 日雇児発第 0813002 号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知、16 文科生第 313 号文部科学省生涯学習政策局長及び

初等中等教育局長通知）において、平成16年の児童虐待防止法の改正により、

通告の対象が「児童虐待を受けた児童」から「児童虐待を受けたと思われる

児童」に拡大され、「これにより虐待の事実が必ずしも明らかでなくても、一

般の人の目から見れば主観的に児童虐待があったと思うであろうという場合

であれば通告義務が生じる」とされている。 

 

(ｱ) 保育所及び小・中学校における取組 

ａ 保育所における取組 

厚生労働省は、市町村児童家庭相談援助指針（平成 17 年２月 14 日雇

児発 214002 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び子ども虐待
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対応の手引きにより、都道府県、政令指定都市及び児童相談所設置市を

通じて市町村等に対し、保育所との連携を密にするよう要請するととも

に、躊躇
ちゅうちょ

せずに通告する意識を繰り返し保育所に周知していくことが重

要であるとしている。 

また、保育所保育指針において、保育所は児童の心身の状態等を観察

し、虐待が疑われる場合には、速やかに市町村又は児童相談所に通告し、

適切な対応を図ることとされている。 

 

ｂ 小・中学校における取組 

文部科学省は平成 18 年６月に「学校等における児童虐待の防止に向

けた取組の推進について」を発出し、都道府県教育委員会等に対し、ⅰ）

学校の教職員は、児童虐待の早期発見・対応に努める必要があり、この

ため、日頃から幼児児童生徒の状況の把握に努めるとともに、幼児児童

生徒がいつでも相談できる雰囲気を醸成すること、ⅱ）児童虐待の疑い

がある場合には、確証がないときであっても、早期発見の観点から、児

童相談所等の関係機関へ連絡、相談をすることなどを求めている。 

また、文部科学省は、平成 22 年１月の東京都江戸川区における事件

を受け、都道府県教育委員会等に対し、「児童虐待防止に向けた学校等

における適切な対応の徹底について」（平成 22 年１月 26 日 21 初児生第

29 号文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知）を発出し、前述の

18 年６月の通知内容について改めて指導の徹底を依頼するとともに、教

職員用研修教材の積極的な活用を図るなどして児童虐待対応に関する

教職員研修の充実を図ることなどを求めている。 

さらに、文部科学省は、早期の発見と速やかな通告の促進等のために、 

ⅰ）平成 21 年５月に学校における児童虐待への対応等を整理した研修

教材（「児童虐待防止と学校」）を作成し、都道府県教育委員会を経由

して市町村教育委員会等に配布するとともに同省のホームページで

公表しており、 

ⅱ）平成７年度からスクールカウンセラー等活用事業を実施し、公立の

小・中・高等学校及び公立中等教育学校へ児童生徒の臨床心理に関し

て高度に専門的な知識・経験を有するＳＣの配置を進めている（費用

負担の割合は国が３分の１、都道府県等が３分の２）。 

加えて、文部科学省は「生徒指導、家庭教育支援及び児童健全育成に

係る取組の積極的な相互連携について（依頼）」（平成 22 年９月 16 日 22

生参学５号、22 初児生第 26 号、22 雇児育発第 0916 第 1 号文部科学省
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生涯学習政策局男女共同参画学習課長、初等中等教育局児童生徒課長、

厚生労働省雇用均等･児童家庭局育成環境課長通知）を発出し、都道府

県教育委員会等に対し、いじめや不登校、児童虐待等の問題の未然防止

や早期対応のためには、学校等における児童生徒の状況の把握や専門的

人材、児童健全育成関係者等との連携も重要であるとして、生徒指導を

担う教職員との情報共有や、支援チームへのＳＣ等の活用等が図られる

よう努めることを要請している。 

 

(ｲ) 医療機関における取組 

児童虐待防止法第５条第１項により、医師等の児童の福祉に職務上関係

のある者は、児童虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待

の早期発見に努めなければならないとされている。 

また、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」の第２次

報告（社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門

委員会。平成 18 年３月 30 日）では、医療機関においては、様々な診療科

や多様な専門職種による児童虐待防止と治療のための院内チームを構築

し、地域関係機関との連携を図る必要があると指摘されている。 

 

イ  把握する内容及び手法 

学校やその教職員等児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を発見し

やすい立場にあることから、これらの機関における取組は、児童虐待の早期発

見に大きく寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、保育所、小・中学校及び医療機関における早期発

見に係る取組により、これらの機関からの通告件数が増加しているか、また、

速やかな通告が行われているかという観点から、実地調査及び意識等調査等に

より把握・分析した。 

 

ウ 把握結果 

(ｱ) 保育所及び小・中学校における取組 

   ａ 保育所における取組 

被虐待児童が０歳から学齢期前の虐待対応件数は、図表３－(2)－ア－

①のとおり、児童相談所では平成 19 年度の１万 7,149 件から 21 年度１万

8,555 件に、市町村では 19 年度の２万 4,926 件から 21 年度２万 8,261 件

にいずれも増加している。 

また、保育所からの通告件数は、児童相談所及び市町村の合計では、平
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成 19 年度 5,440 件、20 年度 5,590 件、21 年度 6,115 件と増加している。 

 

図表３－(2)－ア－① 被虐待児童が０歳から学齢期前の虐待対応件数及び
保育所からの通告件数  

（単位：件） 

                     年 度 

区 分 
平成 19 20 21 

児童相談所 17,149 17,939 18,555

 うち、保育所からの通告件数 800 829 787

市 町 村 24,926 26,088 28,261

 うち、保育所からの通告件数 4,640 4,761 5,328

合 計 42,075 44,027 46,816

 うち、保育所からの通告件数 5,440 5,590 6,115

(注)１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 
２  厚生労働省が市町村の虐待対応件数の経路別件数及び年齢別件数を把握して 
いるのは平成 19 年度以降であるため、19 年度以降の件数を計上した（以下、
本項目について同じ。）。 

３ 「保育所からの通告件数」には、保育所に通所している被虐待児童の兄弟等
で学齢期以降の児童を保育所が通告した件数も含まれるが、保育所からの通告
は保育所に通所する学齢期前の児童に係るものが大半と考えられるため、被虐
待児童が０歳から学齢期前の虐待対応件数の内数として記載した。 

 

 しかし、調査した 17 保育所において、児童虐待のおそれを認識したが通告

するかどうか判断に迷った結果通告しなかった事例が８事例（５保育所）み

られた。また、調査した 17 保育所が平成 19 年度から 21 年度までに通告した

47 件のうち、詳細を把握した児童虐待事例（25 事例）中、速やかな通告がな

されていると考えられるものは 22 事例（88.0％、16 保育所）にとどまって

おり、残る３事例（12.0％、３保育所）は、保育所が児童虐待のおそれを認

識してから通告までに長期間（１か月以上）要している。通告しなかった又

は通告までに長期間要したことについて保育所では、図表３－(2)－ア－②及

び３－(2)－ア－③のような理由を挙げている。 

 

図表３－(2)－ア－② 児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか判
断に迷った結果通告しなかった理由 

                       （単位：件） 

理 由 件数 

継続的な児童虐待の事実が認められないため 3 

児童虐待の確証がないため 2 

過去における児童相談所の対応に不信感があったため 2 

児童が嫌がっていなかったため 1 

計 8 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 平成 19 年度から 21 年度までの数値である。 
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図表３－(2)－ア－③ 児童虐待のおそれを認識してから通告までに長期間
要した理由及び通告するまでの期間 

（単位：件） 

理 由 件数 
通告までに

要した期間 

児童虐待の確証がないため 1 
10 か月以上 

11 か月未満 

通告による保護者との関係の悪化を恐れたため 1 ３か月半 

不明 1 ２か月半 

計 3 ― 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 平成 19 年度から 21 年度までの数値である。  
   ３ 通告までに要した期間に幅があるのは、児童虐待のおそれを認識した時期 

が正確に把握できなかったことによる。 
 

また、当省の意識等調査結果では、図表３－(2)－ア－④のとおり、保育

所において児童虐待又はそのおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所

や市町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、「抵抗

がないと感じる」又は「どちらかといえば抵抗がないと感じる」と回答した

保育所担当者は 72.8％にとどまっている。 

 

   図表３－(2)－ア－④ 保育所担当者における通告に対する意識 

   （注）当省の意識等調査結果による。 

 

保育所において児童虐待又はそのおそれを発見した場合に、速やかに児童

相談所や市町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、

「抵抗があると感じる」又は「どちらかといえば抵抗があると感じる」と回

答した保育所担当者（14.6％）が、そのように感じた理由としては、図表３

－(2)－ア－⑤のとおり、「保育所は、保護者との関係が悪化することを恐れ

る傾向にあるから」と「保育所は、保育所内で事実を把握し、誤報の可能性

がなくなってから、通告すべきだとの考えであり、その前段階での相談、情

報提供は控える傾向にあるから」との回答が最も多く、ともに 70.7％となっ

抵抗があると

感じる

1.1 

どちらかといえば

抵抗があると

感じる

13.5 

どちらとも

いえない

11.8 

どちらかといえば

抵抗がないと

感じる

23.7 

抵抗がないと

感じる

49.1 

分からない

0.2 

無回答

0.6 
総数(n=1408)

（％）

あなたの保育所においては、児童虐待又は児童虐待のおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所や市区町

村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、抵抗があると感じますか。

当てはまる選択肢を一つお選びください。
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ており、上記の通告までに長期間要した理由と同様の理由が挙げられている。 

 

   図表３－(2)－ア－⑤ 保育所担当者における通告に抵抗があるとした理由 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 
   ｂ 小・中学校における取組 

(a) 小・中学校における通告等の状況 

被虐待児童が学齢期の虐待対応件数は、図表３－(2)－ア－⑥のとおり、

児童相談所では平成19年度の２万1,388件から21年度は２万3,124件に、

市町村では 19年度の２万 3,406件から 21年度は２万 6,488件にいずれも

増加している。 

また、学校からの通告件数は、児童相談所及び市町村の合計では、平成

21 年度は 19 年度に比べて増加している。 

 
図表３－(2)－ア－⑥ 被虐待児童が学齢期の虐待対応件数及び学校から

の通告件数 
（単位：件） 

           年 度

区 分 
平成 19 20 21 

児童相談所 21,388 22,075 23,124

 うち、学校からの通告件数 4,884 4,454 4,858

市 町 村 23,406 24,455 26,488

 うち、学校からの通告件数 7,218 7,335 8,386

合 計 44,794 46,530 49,612

 うち、学校からの通告件数 12,102 11,789 13,244

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 
２ 学校からの通告件数には、学校に通学している被虐待児童の兄弟等で学齢 
期前の児童を学校が通告した件数も含まれるが、学校からの通告は学校に通 
学する学齢期の児童に係るものが大半と考えられるため、被虐待児童が学齢 
期の虐待対応件数の内数として記載した。 

70.7 

70.7 

5.4 

2.0 

9.8 

0 20 40 60 80 100

（％）

総数(n=205)

（保育所においては、児童虐待又は児童虐待のおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所や市区町村児

童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、「抵抗があると感じる」又は「どちらかといえば

抵抗があると感じる」と回答された方に） 

あなたは、なぜそのように思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を二つまでお選びください。 

 
保育所は、保護者との関係が悪化することを恐れる傾向にある
から 
 
保育所は、保育所内で事実を把握し、誤報の可能性がなくなっ
てから、通告すべきだとの考えであり、その前段階での相談、
情報提供は控える傾向にあるから 
 

保育所自体がどう対応して良いか分からないから 

 

保育所は、可能な限り保育所内の保育士等だけで対応する方が
適切な対応が行えるとの考えがあるから 

 

その他 
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しかし、児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか判断に迷った

結果通告しなかったものが６小・中学校において 15 事例みられた。また、

調査した 42 小・中学校が平成 19 年度から 21 年度までに通告した 209 件

のうち、詳細を把握した児童虐待事例（75 事例）中、速やかな通告がなさ

れていると考えられるものは 68 事例（90.7％、40 小・中学校）にとどま

っており、残る７事例（9.3％、６小・中学校）は、小・中学校が児童虐

待のおそれを認識してから通告までに長期間（１か月以上）を要しており、

これらについて小・中学校では、図表３－(2)－ア－⑦及び３－(2)－ア－

⑧のような理由を挙げている。   

 

図表３－(2)－ア－⑦ 児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか
判断に迷った結果通告しなかった理由 

 （単位：件） 

理   由 件数 

児童虐待の確証がないため ７ 

児童虐待の状況が解消される見込みであっため ５ 

継続的な児童虐待の事実が認められなかったため ２ 

地域でのサポートが効果的と考えたため １ 

計 15 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 平成 19 年度から 21 年度までの数値である。 

 

図表３－(2)－ア－⑧ 児童虐待のおそれを認識してから通告までに長期
間要した理由 

 （単位：件） 

理   由 件数 通告までに要した期間 

児童虐待の確証がないため 
３ 

３か月以上４か月未満 
約１年 
約１年４か月 

児童の心理状態を考慮したため １ １か月以上２か月未満 

児童が虐待者をかばう状況が続いたため １ 約３か月 

不明 ２ 
約２か月 
３か月以上４か月未満 

計 ７ ― 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 平成 19 年度から 21 年度までの数値である。 

 

また、当省の意識等調査結果では、図表３－(2)－ア－⑨のとおり、小・

中学校において児童虐待又はそのおそれを発見した場合に、速やかに児童

相談所や市町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、

「抵抗がないと感じる」又は「どちらかといえば抵抗がないと感じる」と

回答した小・中学校担当者は 71.7％にとどまっている。 
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     図表３－(2)－ア－⑨ 小・中学校担当者における通告に対する意識 

（注）当省の意識等調査結果による。 
 

小・中学校において児童虐待又はそのおそれを発見した場合に、速やか

に児童相談所や市町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに

対して、「抵抗があると感じる」又は「どちらかといえば抵抗があると感

じる」と回答した小・中学校担当者（15.1％）が、そのように感じた理由

としては、図表３－(2)－ア－⑩のとおり、「学校は、校内で事実を把握し、

誤報の可能性がなくなってから、通告すべきだとの考えであり、その前段

階での相談、情報提供は控える傾向にあるから」との回答が 73.4％と最

も多く、上記の通告までに長期間要した理由と同様の理由が挙げられてい

る。 

 

図表３－(2)－ア－⑩ 小・中学校担当者における通告に抵抗があるとした
理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 
 

当省の政策評価の途上で、文部科学省は、生徒の虐待が疑われながら、

抵抗があると

感じる

2.2 

どちらかといえば

抵抗がある

と感じる

12.9 

どちらとも

いえない

11.8 

どちらかといえば

抵抗がない

と感じる

24.6 

抵抗がない

と感じる

47.1 

分からない

0.2 

無
回
答

1.1 
総数(n=1950)

あなたの学校においては、児童虐待又は児童虐待のおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所や

市区町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、抵抗があると感じますか。当ては

まる選択肢を一つお選びください。
（％）

73.4 

57.7 

4.8 

2.7 

10.6 

0.3 

0 20 40 60 80 100

… （％）

総数(n=293)

（小・中学校において、児童虐待又は児童虐待のおそれを発見した場合に、速やかに児童相談所や市区

町村児童虐待対応の担当課に相談、情報提供することに対して、「抵抗があると感じる」又は「どちら

かといえば抵抗があると感じる」と回答された方に）

あなたは、なぜそのように思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を二つまでお選びください。

学校は、校内で事実を把握し、誤報の可能性がなくなって
から、通告すべきだとの考えであり、その前段階での相
談、情報提供は控える傾向にあるから

学校は、保護者との関係が悪化することを恐れる傾向にあ

るから

学校自体がどう対応して良いか分からないから

学校は、可能な限り学校内の教職員等だけで対応する方が

適切な対応が行えるとの考えがあるから

その他

無回答
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学校が児童相談所等に通告していなかった事例が発生したことを受け、平

成 22 年８月に、「児童虐待の防止等のための学校、教育委員会等の対応の

徹底について（通知）」を発出し、都道府県教育委員会等に対し、児童虐

待の疑いがある場合には、確証がないときであっても、速やかに児童相談

所等に通告しなければならないこと等について、改めて学校等への周知を

要請している。しかし、文部科学省は、小・中学校におけるその後の速や

かな通告の実施状況については、点検・確認を行っていない。 

 

(b) 研修教材の活用等の状況 

文部科学省は、平成 21 年５月に学校における児童虐待対応のための研

修教材を作成し、都道府県教育委員会等を通じて学校に同教材を配布等し

ている。そこで、平成 21 年６月から 22 年３月までの間に児童虐待事例が

発生した 16 小・中学校（23 事例）における研修教材の活用状況と、児童

虐待のおそれを認識してから通告までに長期間要した事例の発生率との

関係を確認したところ、図表３－(2)－ア－⑪のとおり、研修教材を活用

していない小・中学校においては、児童虐待のおそれを認識してから通告

までに長期間要した事例が発生しているが、活用している小・中学校にお

いては、当該事例は発生していない状況がみられた。 

 

図表３－(2)－ア－⑪ 平成 21 年６月から 22 年３月までの間に児童虐待
事例が発生した学校における研修教材の活用状況 

（単位：校、件、％） 

区 分 

学校数 左記学校における事例数 

 うち、通告までに１

か月以上要したもの
 うち、通告までに１

か月以上要したもの

活用している ５(100) ０ (0.0) ８(100) ０ (0.0)

活用していない 11(100) ３(27.3) 15(100) ３(20.0)

計 16(100) ３(18.8) 23(100) ３(13.0)

（注）当省の調査結果による。 
    

当省が開催した有識者研究会において、研修教材の内容は学校における

児童虐待の早期発見等に有効と思われるとの意見があったほか、当省の意

識等調査結果でも、研修教材について、小・中学校の教職員等の 50.3％が

「知っており、今後も引き続き活用する」と回答しており、「知っている

が、有効でないと思う」（6.8％）を大きく上回っている。 

しかし、調査した 28 市町村教育委員会のうち、研修教材の活用状況が

把握できた 24 市町村教育委員会中７市町村教育委員会では研修教材を管



- 39 - 

内の学校へ配布・貸与していない又は市町村教育委員会主催の研修で使用

していない状況がみられた。 

また、学校においては研修教材を教職員に周知又は校内研修で使用する

などして活用し、児童虐待対応についての理解を深めることが望ましいと

考えられるが、調査した 42 小・中学校のうち、研修教材の活用状況が把

握できた 36 小・中校学中 25 小・中学校において研修教材を活用していな

い状況がみられた。 

さらに、当省の意識等調査結果では、研修教材について、小・中学校の

教職員等の 41.0％が「知らない」と回答している。 

一方、当省の政策評価の途上で、文部科学省は、平成 22 年３月から 23

年３月までの都道府県教育委員会等における研修の実施状況等を調査し

ており、 

ⅰ）図表３－(2)－ア－⑫のとおり、全国の都道府県教育委員会等が実施

する小・中学校等への初任者研修において研修教材を活用している、又

は活用する予定のあるものは、14 都道府県教育委員会等にとどまってい

ること 

ⅱ）図表３－(2)－ア－⑬のとおり、都道府県教育委員会等が実施する小・

中学校等の初任者研修で児童虐待の防止等に関する内容を盛り込んで

いるものは、61.7％にとどまっていること 

等を踏まえ、「児童虐待の防止等のための学校、教育委員会等の的確な対

応に関する状況調査結果について（通知）」を発出し、都道府県教育委員

会等に対し、初任者研修等において児童虐待防止等に関する内容を必ず盛

り込むことや、研修教材の活用の促進、学校における校内研修の促進等に

より、全ての教職員に児童虐待の防止等への適切な対応に必要な知識等を

周知するよう研修の充実を図ることを要請している。 

図表３－(2)－ア－⑫ 都道府県及び政令指定都市の教育委員会におけ
る研修教材の活用状況 

（単位：教育委員会） 
研修の種類 都道府県教委 指定都市教委 計 

初任者研修 14 0 14
10 年経験者研修 8 0 8
生徒指導担当教員に対する研修 34 0 34
教頭研修 34 4 38
校長研修 34 0 34
上記以外の研修 27 8 35

（注）１ 文部科学省の調査結果に基づき当省が作成した。 
   ２ 本表は、小・中・高等・特別支援学校の教員及び養護教諭を対象とす

る研修を実施する際、研修教材「児童虐待防止と学校」を活用し、又は
活用する予定があると回答した教育委員会の数を計上した（H22.3.24～
H23.3.31）。 
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図表３－(2)－ア－⑬ 都道府県及び政令指定都市の教育委員会が実施す
る各種研修において児童虐待の防止等に関する内容
を盛り込んでいるもの 

（単位：教育委員会、％）       

研修の種類 学校 
都道府県教委 政令指定都市教委

回答数 割合 回答数 割合 

初任者研修 

小学校 29 61.7 14 73.7

中学校 29 61.7 14 73.7

高等学校 28 59.6 9 47.4

特別支援学校 30 63.8 11 57.9

10 年経験者研修 

小学校 29 61.7 10 52.6

中学校 29 61.7 10 52.6

高等学校 26 55.3 8 42.1

特別支援学校 26 55.3 8 42.1

生徒指導担当教
員に対する研修 

小学校 29 82.9 12 85.7

中学校 31 79.5 13 86.7

高等学校 26 65.0 6 60.0

特別支援学校 27 79.4 9 100.0

教頭研修 

小学校 23 53.5 11 64.7

中学校 23 53.5 10 58.8

高等学校 17 39.5 10 83.3

特別支援学校 18 41.9 11 78.6

校長研修 

小学校 26 59.1 14 100.0

中学校 25 56.8 13 100.0

高等学校 18 40.9 11 100.0

特別支援学校 20 45.5 12 100.0

（注）１ 文部科学省の調査結果に基づき当省が作成した。 
   ２ 初任者研修及び 10 年経験者研修の割合については、都道府県及び政令指 

定都市教育委員会の総数で除して算出した。 
   ３ 生徒指導担当教員に対する研修については平成 22 年度の、教頭研修及び 

校長研修の割合については 21 年度の、各研修の実施自治体数で除して算出
した。 

 

(c) スクールカウンセラーの配置等の状況 

文部科学省は、不登校、児童虐待などの問題について、児童生徒や教職

員からの相談対応などをするために、児童生徒の臨床心理に関して高度に

専門的な知識・経験を有するＳＣを全公立小・中学校に配置することを推

進している。その配置人数については平成 19 年度 5,761 人、20 年度 6,037

人、21 年度 6,140 人となっている。また、ＳＣの配置校数の推移について

は、図表３－(2)－ア－⑭のとおり、中学校はほぼ横ばいであるが、小学

校及び高等学校は増加している。 
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図表３－(2)－ア－⑭ ＳＣの配置校数の推移 

               （単位：校、％） 

年 度

区 分 
平成 19 20 21 

小学校数 22,093 21,892 21,686

 
うち、ＳＣ配置校数 

1,988

(9.0)

3,134 

(14.3) 

5,694

(26.3)

中学校数 10,077 10,028 9,965

 
うち、ＳＣ配置校数 

8,839

(87.7)

8,452 

(84.3) 

8,795

(88.3)

高等学校数 3,218 3,187 3,148

 
うち、ＳＣ配置校数 

633

(19.7)

677 

(21.2) 

927

(29.4)

教育委員会等数 ― ― 34

（注）１ 文部科学省の資料及び学校基本調査により当省が作成した。 
    ２ 教育委員会等へのＳＣの配置は平成 21 年度から開始された。 
    ３ 学校種類等別の配置人数は不明である。 
    ４ 一人が複数校を担当することもあるため、配置人数と配置校数は一致し 

ない。 
    ５ 小・中学校は公立学校、高等学校は公立の全日制の学校数を計上した。 

 

調査した 42 小・中学校におけるＳＣの児童虐待対応事例（11 小・中学

校、24 事例）においては、ＳＣが児童へのカウンセリングを実施する等の

活動を行っていることは確認できたが、ＳＣの活動により児童虐待の通告

につながったと考えられる事例は、ⅰ）教員等では児童生徒から児童虐待

に係る話を聞き出せなかったが、ＳＣが本人とのカウンセリングを重ねた

結果、児童虐待を把握した事例、ⅱ）児童が体調不良を訴えてきた日がＳ

Ｃの勤務日であったことから、ＳＣの意見を聞き、それを判断材料とする

ことで児童相談所に通告することができたとする事例の２事例（２小・中

学校）のみであり、児童虐待対応におけるＳＣの配置による効果は十分把

握できなかった。 

しかし、当省の意識等調査結果では、図表３－(2)－ア－⑮及び３－(2)

－ア－⑯のとおり、ＳＣについて小・中学校担当者の 80.5％が「有効」又

は「どちらかといえば有効」と回答している状況が見られ、そのうち 66.7％

が、配置の充足度は「不十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答し

ており、調査した小・中学校においてもＳＣの増員を望む意見が聞かれた。 
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  図表３－(2)－ア－⑮ ＳＣの有効性について 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

      ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない。 
 

図表３－(2)－ア－⑯ ＳＣの配置について 

 
（注）当省の意識等調査結果による。 

 

(ｲ) 医療機関における取組 

① 医療機関からの通告による虐待対応件数は、図表３－(2)－ア－⑰のとお

り、児童相談所及び市町村の合計では、平成 19 年度 2,632 件、20 年度 2,870

件、21 年度 2,794 件と、21 年度は 20 年度に比べて減少しているものの 19

年度と比べて増加しており、また、各年度の全国の虐待対応件数に占める医

療機関からの通告件数の割合は３％前後となっている。 

医療機関から速やかな通告が行われているか否かの実態については、当省

の調査では把握できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

十分だと思う

2.9 

どちらかといえば

十分だと思う

16.8 

どちらともいえない

13.7 

どちらかといえば

不十分だと思う

37.6 

不十分だと思う

29.1 

無回答

0.0 総数(n=1569)

（％）

(児童虐待の防止等のために、ＳＣを配置することは「有効であると思う」又は「どちらかといえば有効であると

思う」と回答された方に)

児童虐待の防止等のために、ＳＣは十分に配置されていると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びくださ

い。

有効である

と思う

49.1 

どちらかといえば

有効であると思う

31.4 

どちらとも

いえない

9.7 

どちらかといえば

有効でないと思う

6.2 

有効でない

と思う

1.6 

配置されていない

ので分からない

1.6 

無回答

0.4 

総数(n=1951)

（％）

児童虐待の防止等のために、スクールカウンセラー等（スクールカウンセラーに準ずる者を含む。以下「Ｓ

Ｃ」と表記します。）を配置することは有効であると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。
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図表３－(2)－ア－⑰ 全国の虐待対応件数及び医療機関からの通告件数    
（単位：件、％） 

           年 度

区 分 
平成 19 20 21 

児童相談所 40,639 42,664 44,211

 
うち、医療機関からの通告件数 

1,683
(4.1)

1,811 
(4.2) 

1,745
(3.9)

市 町 村 49,895 52,282 56,606

 
うち、医療機関からの通告件数 

949
(1.9)

1,059 
(2.0) 

1,049
(1.9)

合 計 90,534 94,946 100,817

 
うち、医療機関からの通告件数 

2,632
(2.9)

2,870 
(3.0) 

2,794
(2.8)

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

② 当省が開催した有識者研究会において、院内チームは医療機関における早

期発見等に資するものであるとの意見があり、調査した 36 都道府県等の中

には、図表３－(2)－ア－⑱のとおり、院内チーム設置促進のための取組を

行っている例がみられた。 

 

図表３－(2)－ア－⑱ 都道府県等における院内チーム設置促進に係る取組例 

都道府県等 取組内容 

東京都 

・ 平成 19 年度から医師、看護師、医療ソーシャルワーカーに対して児

童虐待の対応と病院内での組織力強化を目的とした研修を実施すると

ともに、児童相談所が管内の医療機関に院内チームの設置を支援 

・ 今後、児童虐待の組織的対応を図ろうとする病院及び既に組織的対応

を実践している病院のため、「チームで行う児童虐待対応―病院のため

のスタートアップマニュアル―」（平成 21 年３月）を作成し、都内医療

機関へ配布するとともに、ＨＰにおいて公表 

愛知県 

「医療機関用 子どもの虐待対応マニュアル」（平成 12 年 12 月作成、19

年３月改訂。県内医療機関へ配布、ＨＰにおいて公表）の中で、院内チー

ム構築のポイント等を記載 

名古屋市 

「事例から学ぶ虐待防止ネットワーク 医療機関用子どもの虐待防止マ

ニュアル」（平成 12 年 11 月作成。市内の医療機関へ配布）の中で、医療

機関外部と内部のネットワークの重要性を示す中で、院内チームについて

記載 

（注）当省の調査結果による。 

 

 当省が調査した 11 医療機関のうち、児童虐待通告件数（注）を把握できた９

機関における平成 19 年度から 21 年度までの児童虐待通告状況をみると、図表

３－(2)－ア－⑲のとおり、院内チームを設置している７機関における児童虐待

通告件数は平均５件であり、院内チームを設置していない２機関における平均

通告件数 2.5 件の２倍となっている。 

   （注）「通告」には、児童相談所及び市町村への通告のほか警察等への連絡を含む。 
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図表３－(2)－ア－⑲ 調査対象医療機関における通告等の状況          

（単位：件） 

区  分 医療機関数

通告等件数 

 
平 19 

年度 

20

年度 

21

年度

院内チームを設置している医療機関 ７機関 
計 21 43 35

平均 3.0 6.1 5.0

院内チームが未設置の医療機関 ２機関 
計 0 1 5

平均 0.0 0.5 2.5

（注）１ 当省の調査結果による。 

    ２ いずれも小児科を有する病床 200 以上の医療機関である。 

    ３ 「通告等件数」は、児童相談所及び市町村への通告のほか警察等への連絡を含

む。 

 

また、東京都の調査によると、図表３－(2)－ア－⑳のとおり、院内チーム

を設置している病院においては、未設置病院に比べて児童相談所への通告件数

等が多いとの結果が出ている（「都内病院における児童虐待対応の現状」（平成

21 年３月東京都福祉保健局少子社会対策部））。 

 

図表３－(2)－ア－⑳ 東京都の調査による都内病院における児童虐待対応の
状況（平成 19 年度） 

                                 （単位：医療機関、件） 

院内 

チーム 
医療機関数 

児童相談所への

平均通告件数 

子ども家庭支援センタ

ーへの平均通告件数 

警察への平均通報

件数 

設置 23 2.7 2.3 0.6

未設置 104 1.0 0.8 0.1

倍率 ― 2.7 2.9 6.0

（注）１ 東京都の調査結果に基づき当省が作成した。 

２ 「倍率」は、院内チーム未設置機関を１とした場合の、院内チーム設置機関に

おける数値である。 

 

さらに、院内チームの設置のメリット等について、調査した医療機関からは

次のような意見も聞かれた。 
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図表３－(2)－ア－㉑ 調査医療機関から聴取した院内チーム設置の経緯、メ
リット等 

 

事

例

１ 

従前はスタッフが個人として対応していたものを、組織で対応することになった。

また、判断の基準などが明確化されているため、担当の医師やソーシャルワーカー

等のスタッフがいない場合でも事案に対応できるようになった。さらに、委員会設

置以降、院内のスタッフの認識も高まってきたため、児童虐待を発見しやすくなり、

対応も迅速になった。 

事

例

２ 

 被虐待児童が病院に来院することが多くなり、科ごとの個別対応が困難な状態に

あったため、院内チームを立ち上げ、対応についての一定のルールを確立させ、院

内への周知を図った。  

事

例

３ 

職員が個人として児童虐待に関わるのではなく、病院として組織的対応を行うこ

とで、ケース検討の迅速な実施や、関係機関とのネットワークの確立が図られる等

の利点がある。 

（注）当省の調査結果による。 

 

医療機関における院内チームについては、厚生労働省の「今後の児童家庭相

談体制のあり方に関する研究会報告書」（平成 18 年４月 28 日）において、先

駆的な医療機関においては、様々な診療科や多様な専門職種による児童虐待予

防と治療のための院内チームを構築し、協議とアセスメントの手順を定めて対

応しているところもあり、こうした取組を更に進める必要があるとした上で、

国においては、医療機関における児童虐待事例の具体的取扱いについての詳細

なマニュアルを作り、示していくことも必要であると指摘している。 

厚生労働省では、院内チームの設置について、平成 21 年７月に開催された児

童相談所長会議において、児童相談所と院内チームの連携を促進するために、

病院における児童虐待防止等の取組例として院内チームの活動内容の周知を行

っている。 

また、平成 22 年度には、厚生労働科学研究費補助金成育疾患克服等次世代育

成基盤研究事業「子どもの心の診療に関する診療体制確保、専門的人材育成に

関する研究」において、院内チームの設置に関する調査が行われ、同調査の結

果を踏まえ、平成 23 年５月に院内チーム運営マニュアル等が作成された。さら

に、平成 23 年６月には、厚生労働省の検討会であるチーム医療推進会議におい

て、「チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例集」をまとめ、そ

の中で「他機関との連携による虐待予防・支援チーム」を現場における実践事

例として示している。 

なお、平成 21 年の臓器の移植に関する法律（平成９年法律第 104 号）の一部

改正において、虐待を受けて死亡した児童から臓器が提供されることがないよ

う必要な措置を講ずることとされたことを踏まえ、「「臓器の移植に関する法

律」の運用に関する指針（ガイドライン）」において、18 歳未満の児童からの
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臓器提供を行う施設に必要な体制として、虐待を受けた児童への対応のために

必要な院内体制が整備されていること、児童虐待対応に関するマニュアル等が

整備されていることを要件としている。 

 

（参考） 

死亡時画像診断（Ai：Autopsy imaging）の活用による児童虐待の見逃し防止の

推進 

 

厚生労働省は、異状死や診療行為に関連した死亡の死因究明に資するため、平

成 22 年６月「死因究明に資する死亡時画像診断の活用に関する検討会」を立ち上

げて、死亡時画像診断（Ai）の活用方法等を検討し、平成 23 年７月に「死因究明

に資する死亡時画像診断の活用に関する検討会報告書」を公表している。 

同報告書によると、「小児の身体的虐待事例の場合、加害者の多くはその保護

者であり、解剖に同意することは考えにくく、また、外傷を負った原因について

医療従事者に申告することは考えにくい。このため、頭蓋内出血や特徴的な骨折

像の検出が可能である死亡時画像診断を家庭内事故も含めた不慮の死亡例に対し

て行うことは、死因の究明だけでなく虐待事例の見逃し防止という観点からも有

用性が高いと言える。」とされており、児童虐待の見逃しの防止についても効果

が期待されている。 

なお、厚生労働省は、平成 22 年度から Ai の施設・設備の整備を補助する死亡

時画像診断システム整備事業を実施している。 

また、日本医師会の「医学における死亡時画像診断（Ai）の活用に関する検討

委員会」が平成 22 年３月に公表した、「医療・医学における死亡時画像診断（Ai）

の活用について」においては、小児の場合、親の心情的側面から解剖が拒否され、

死因が究明されないことは多く、一方、Ai は非破壊的であるから親の理解を得ら

れやすく、Ai まで拒否する親は虐待の可能性が高いと見なし得るとの考えなどか

ら、小児の死亡（平成 20 年において、０～14 歳の小児の死亡数は 4,820 人）に

ついて、全件で Ai を実施すべきとされている。 
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(2) 早期発見に係る広報・啓発 

（要旨） 

児童虐待防止法第４条第４項により、国及び地方公共団体は、児童虐待に

係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に努めなければならな

いとされている。また、通告を促進させるため、同法第７条により、通告を

受けた児童相談所等の職員等は、その職務上知り得た事項であって当該通告

をした者を特定させるものを漏らしてはならないとされている。 

近隣・知人からの通告による児童相談所及び市町村における虐待対応件数

は、平成 19 年度の１万 647 件から 21 年度は１万 4,311 件と増加している。

厚生労働省及び内閣府が主唱者となり、毎年度実施している児童虐待防止

推進月間について、当省の意識等調査結果では、児童福祉司の 65.8％が「知

っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」と回答している。 

また、調査した 36 都道府県等（都道府県、政令指定都市及び児童相談所設

置市をいう。以下同じ。）及び 39 市町村の全てで児童相談所等の連絡先を記

載したリーフレット等を作成するなど児童虐待の防止等に係る広報・啓発活

動を実施しており、その中にはマグネットシート等の持続性の高い媒体を使

用するなどの工夫をしているものもみられた。 

しかし、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（社会保障

審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会（以下「事

例検証委員会」という。））の第６次報告（平成 22 年７月）では、通告したこ

とが虐待者に知られてしまうことをおそれて通告を躊躇
ちゅうちょ

する住民がいるとし

て、通告した人の秘密が守られることを周知する必要があると指摘されてい

るが、ⅰ）厚生労働省が実施している児童相談所全国共通ダイヤルのアナウ

ンスの中には連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨のコメントが入っ

ておらず、ⅱ）調査した 36 都道府県等及び 39 市町村が作成しているリーフ

レット等の中には連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨の記載がない

もの（４都道府県等、４市町村）がみられた。 

 

ア 制度の概要 

児童虐待防止法第４条第４項により、国及び地方公共団体は、児童虐待の

防止に資するため、児童の人権、児童虐待が児童に及ぼす影響、児童虐待に

係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に努めなければなら

ないとされている。 

同法第６条第１項により、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者

は、速やかに、市町村や児童相談所に通告しなければならないとされ、通告
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を促進させるため、同法第７条により、通告を受けた市町村、都道府県の設

置する福祉事務所又は児童相談所の所長、所員その他の職員及び当該通告を

仲介した児童委員は、その職務上知り得た事項であって当該通告をした者を

特定させるものを漏らしてはならないとされている。 

また、厚生労働省及び内閣府が主唱者となり、平成 16 年度から、児童虐

待防止法が施行された 11 月に「児童虐待防止推進月間」を実施しており、

期間中は厚生労働省が中心となり、集中してポスターやリーフレットの作

成・配布、児童虐待の防止等をテーマとしたフォーラムの開催等を行ってい

る。 

 

イ 把握する内容及び手法 

早期発見に係る広報・啓発は、児童虐待防止法上、国及び地方公共団体に

実施の努力義務が課せられており、その実施は、関係者や近隣住民の認知

度・理解度を向上させるものであることから、児童虐待の早期発見等に寄与

すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、早期発見に資する広報・啓発が的確に実施され、

近隣・住民からの通告件数が増加しているかとの観点から、実地調査及び意

識等調査により把握・分析した。 

 

ウ 把握結果 

近隣・知人からの通告による虐待対応件数は、図表３－(2)－イ－①のと

おり、児童相談所では平成 19 年度の 5,756 件から 21 年度は 7,615 件に、市

町村でも 19 年度の 4,891 件から 21 年度は 6,696 件に増加している。 

 

図表３－(2)－イ－① 近隣・知人からの通告による虐待対応件数   
（単位：件） 

年 度 

区 分 
平成 19 20 21 

児童相談所 5,756 6,132 7,615

市町村 4,891 5,494 6,696

合計 10,647 11,626 14,311

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

厚生労働省は、毎年 11 月に実施される児童虐待防止月間において、ポス

ター（平成 23 年度約 20 万枚）、リーフレット（同約 260 万枚）及び児童相

談所全国共通ダイヤル紹介カード（同約 260 万枚）を作成し、都道府県等に

配布するとともに、児童虐待防止推進全国フォーラムを開催（22 年度は広島
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県広島市）するなどして、児童虐待の防止等の広報・啓発を行っている。 

当省の意識等調査結果では、図表３－(2)－イ－②のとおり、児童虐待防

止推進月間の推進については児童福祉司の 65.8％、市町村担当者の 73.3％

が「知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」と回答してい

る。 

 

    図表３－(2)－イ－② 児童虐待防止推進月間の推進の有効性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

また、調査した 36 都道府県等及び 39 市町村全てで児童相談所等の連絡先

を記載したリーフレット等を作成するなど児童虐待の防止等に係る広報・啓

発活動を実施しており、その中には図表３－(2)－イ－③のとおり、マグネ

ットシート等の持続性の高い媒体を使用するなどの工夫をしているものも

みられた。 

 

図表３－(2)－イ－③ 都道府県等及び市町村における広報・啓発の工夫例 

事    例

リーフレット等に児童虐待を示す具体的な兆候をチェック項目として例示してい

るもの（２都道府県等及び５市町村）。（例：衣服がひどく汚れている等） 
持続性の高い媒体を使用した広報・啓発を実施しているもの。 

・ マグネットシートに通告先電話番号を掲載・配布（２市町村） 

・ オレンジリボンが描かれたエコバッグを配布（１都道府県等） 

・ クリアファイルに通告先電話番号を掲載・配布（２都道府県等） 

・ ＪＲの時刻表（携帯用）の広告欄に通告先電話番号を掲載（１都道府県等） 
（注）当省の調査結果による。 

 

しかし、事例検証委員会の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等に

ついて」の第６次報告（平成 22 年７月）において、通告義務があることを

知らない住民や通告先を知らない住民、通告したことが虐待者に知られてし

知らない

1.7 

0.6 

有効でない

31.5 

24.9 

今後も取り組むべき

65.8 

73.3 

無回答

0.9 

1.2 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1,427)

（％）

「児童虐待防止推進月間の推進」について、「(ⅰ) 知らない」、「(ⅱ) 知っているが、有効で

ないと思う」、「(ⅲ) 知っており、今後も引き続き取り組むべきであると思う」のうち当ては

まる選択肢を一つお選びください。



- 50 - 

まうことをおそれて通告を躊躇
ちゅうちょ

する住民がいるとして、通告先について住民

に対して分かりやすく示すこと、通告した人の秘密が守られることを周知す

ることなどが指摘されているが、後者についてⅰ）厚生労働省が平成 21 年

10 月から運用を開始している児童相談所全国共通ダイヤルのアナウンスの

中には、連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨のコメントが入ってお

らず、ⅱ）調査した 36 都道府県等及び 39 市町村が作成しているリーフレッ

ト等の中には連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨の記載がないも

の（４都道府県等４市町村）がみられた。 
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(3) 人権相談等の実施 

（要旨） 

法務省では、法務局及び地方法務局（以下「法務局等」という。）において

児童虐待等の人権問題に関する相談に応じており、その中で、児童からの人権

問題に関する相談については、「子どもの人権 110 番」、「子どもの人権 ＳＯＳ

ミニレター」及び「インターネット人権相談（ＳＯＳ-ｅメール）」により、相

談体制を整備しているとしている。 

全国の法務局等における人権侵犯事件の処理件数のうち、児童に対する暴

行・虐待事案に関する件数は、平成 19 年の 600 件から 22 年は 771 件と増加し

ている。 

調査した 27 法務局等における子どもの人権 110 番の相談件数のうち、児童

虐待に係る件数は平成 19 年の 440 件から 21 年は 474 件となっているが、子ど

もの人権ＳＯＳミニレター事業及びインターネット人権相談の相談件数のう

ち児童虐待に係る件数は、同法務局等において個別の集計を行っていなかった

ため、把握することができなかった。 

また、これらの相談を通じて、法務局等から児童相談所等に通告した件数は

不明であること等から、人権相談等による児童虐待の早期発見についての効果

は把握できなかったが、法務局等においては、内規により児童虐待のおそれの

ある事案を察知した場合、児童相談所等に速やかに通告することとしているこ

とから、法務局等において児童虐待に係る案件の相談等を行うことは児童虐待

の早期発見に寄与していると考えられる。 

 

ア 制度の概要 

法務省では、「人権相談取扱規程」（昭和 59 年法務省訓令第３号）等に基

づき、法務局等や公共施設等における常設・特設の人権相談所やインターネ

ット相談窓口を開設するなど、様々な手段により、差別や虐待等の人権問題

に関する相談に応じている。 

その中で、児童からの人権問題に関する相談については、ⅰ）児童の人権

問題に関する専用の無料電話回線「子どもの人権 110 番」、ⅱ）身近な人に

相談できない児童のいじめ等に関する悩み事の相談に応じるために配布す

る「子どもの人権ＳＯＳミニレター」（便箋兼返信用封筒）、ⅲ）インターネ

ットによる児童の人権相談「インターネット人権相談（ＳＯＳ-ｅメール）」

により、相談体制を整備しているとしている。 

このような人権相談において、人権侵害の疑いがある事案を把握した場合

は、「人権侵犯事件調査処理規程」（平成 16 年法務省訓令第２号）に基づき、
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速やかに救済手続を行い、調査の結果、人権侵犯の事実が認められたときは

必要な措置を講ずることとされており、人権相談と救済手続の連動した取組

の一環として、児童虐待と思われる事案を認知した場合には、児童相談所等

に速やかに通告し、また、児童相談所や児童の就学先と連携して調査を行い、

事案に応じてアフターケアにも携わるなどの取組を行っているとしている。 

この取組については、「児童虐待に関する取組の強化について（依命通知）」

（平成13年 12月 25日法務省権調第 679号 法務省人権擁護局調査救済課長

及び人権啓発課長通知）により、児童虐待のおそれがある事案を察知した場

合には、児童相談所等に速やかに通告する義務があることを各職員に示し、

児童虐待の早期発見について指導を強化しているとしている。 

 

イ  把握する内容及び手法 

法務局等における人権相談等のうち、子どもに関する人権相談等は、児童

虐待の早期発見の機会の端緒となるものであり、児童虐待の早期発見等に寄

与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、法務局等における児童虐待に係る人権相談等か

ら児童相談所等に通告された件数が増加しているかとの観点から、実地調査

により把握・分析した。 

 

ウ  把握結果 

全国の法務局等における人権侵犯事件の処理件数のうち、児童に対する暴

行・虐待事案に関する件数は、平成 19 年 600 件、20 年 627 件、21 年 725 件、

22 年 771 件と増加している。 

当省が調査した27法務局等における子どもの人権110番の相談件数は図表

３－(2)－ウ－①のとおり、平成 19 年の１万 5,274 件、20 年１万 4,217 件、

21 年１万 5,324 件であり、このうち児童虐待に係る件数はそれぞれ 440 件、

476 件、474 件となっている。 

また、当省が調査した 27 法務局等における子どもの人権ＳＯＳミニレター

事業及びインターネット人権相談件数（ＳＯＳ－e メール）の相談件数は図

表３－(2)－ウ－①のとおりであるが、このうち児童虐待に係る件数は、同法

務局等において個別の集計を行っていなかったため、把握することができな

かった。 

 

 

 



- 53 - 

図表３－(2)－ウ－① 子どもの人権ＳＯＳミニレター事業及びインターネ
ット人権相談の相談件数 

                                 （単位：件） 

年

区 分 
平成 19 20 21 

子どもの人権 110 番 15,274 14,217 15,324

 うち、児童虐待に係る件数 440 476 474

子どもの人権ＳＯＳミニレター事業 13,167 9,753 10,016

インターネット人権相談 138 390 963

（注）１ 当省の調査結果による。 
 ２ 「子どもの人権ＳＯＳミニレター事業」及び「インターネット人権相談」の

うち、児童虐待に係る件数は不明である。 

 

上記の子どもの人権 110 番、子どもの人権ＳＯＳミニレター、インターネ

ット人権相談及び人権侵犯事件の処理件数のうち、児童相談所等に通告され

た件数は不明であること等から、人権相談等による児童虐待の早期発見につ

いての効果は把握できなかったが、法務局等において児童虐待のおそれのあ

る事案を察知した場合、児童相談所等へ速やかに通告することとされている

ことから、法務局等において児童虐待に係る案件の相談等を行うことは児童

虐待の早期発見に寄与していると考えられる。 
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３  児童虐待の早期対応から保護・支援 

  (1) 児童相談所及び市町村における対応体制等 

ア 虐待対応件数等の報告 

（要旨） 

厚生労働省は、社会福祉行政の実態を数量的に把握し、その運用上の基礎資

料を得ることを目的として、都道府県等に対し、児童相談所及び市町村におけ

る虐待対応件数等に係る各種データの報告を求めており、この結果を福祉行政

報告例として公表している。 

また、厚生労働省は、同報告を求めるに当たり、福祉行政報告例記入要領及

び審査要領（以下「記入要領等」という。）を示している。 

当省が、児童相談所及び市町村における虐待対応件数等の報告状況につい

て、10 都道府県等に確認したところ、以下のとおり、適切な報告を行ってい

る都道府県等はみられなかった。 

① 児童虐待相談を受理した場合に１件と計上する「虐待対応件数」と、指導

や措置等複数の対応をした場合はその合計数を計上する「対応件数のうち児

童虐待相談の件数」（以下「対応の種類別件数」という。）の２種類の報告の

違いを認識せず、いずれかの方法で双方を計上し、それぞれ同一の件数を報

告しているもの（10 都道府県等） 

② 報告の対象外である過年度からの継続事例を含めて報告しているもの（児

童相談所分は２都道府県等、市町村分は３都道府県等） 

③ 報告の対象外である児童虐待事例以外の件数を含めて報告しているもの

（児童相談所分は５都道府県等、市町村分は７都道府県等） 

 

このように、虐待対応件数等に係る各種データが的確に報告されていないの

は、上記①については、都道府県等が記入要領等を十分に理解していないこと

によるものと考えられる。また、②及び③については、記入要領等に十分な記

載がないことにより、都道府県等の誤解を招いているものと考えられる。 

 

  (ｱ) 制度の概要 

厚生労働省は、社会福祉行政の実態を数量的に把握し、その運用上の基礎資

料を得ることを目的として、都道府県等に対し、児童相談所及び市町村におけ

る虐待対応件数等に係る各種データの報告を求めており、この結果を福祉行政

報告例として公表している。 

また、厚生労働省は、同報告を求めるに当たり、記入要領等を示している。 
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虐待対応件数は、１件につき複数の計上は行わず、児童虐待相談を受理後、

当該事例に対する対応方針が決定した段階で１件と計上することを基本とし、

通告を受けて児童の安全を確認した結果、児童虐待事例ではなかったものは除

くこととされている。 

対応の種類別件数は、例えば、継続指導と施設入所措置等、複数の対応をし

た場合は、その合計数を報告することとされている。 

 

(ｲ) 把握する内容及び手法 

児童虐待の発生状況を的確に把握することは、児童虐待防止に関する各種施

策を講ずる上での前提である。そこで、本政策評価では、都道府県等が虐待対

応件数等についてどのような件数を計上・報告しているのかについて、実地調

査により、把握・分析した。 

   

(ｳ) 把握結果 

児童相談所及び市町村における虐待対応件数及び対応の種類別件数の推移

は、図表３－(3)－ア－①のとおりである。 

 

   図表３－(3)－ア－① 児童相談所及び市町村における虐待対応件数及び対応
の種類別件数の推移（直近５年度分） 

（単位：件） 

区    分 平成 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

児童相談所 
虐待対応件数 37,323 40,639 42,664 44,211 55,154

対応の種類別件数 37,656 41,310 43,291 44,877 － 

市町村 
虐待対応件数 未集計 49,895 52,282 56,606 － 

対応の種類別件数 48,457 51,618 53,020 57,299 － 

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ 平成 22 年度の虐待対応件数は、児童相談所については、宮城県、福島県及び仙

台市の件数を除いたものである。 

 

当省が 10 都道府県等の児童相談所及び市町村における虐待対応件数等の報

告状況を調査した結果、以下のとおり、適切な報告を行っている都道府県等は

みられなかった。 

① 「虐待対応件数」と「対応の種類別件数」の２種類の報告の違いを認識せ

ず、いずれかの方法で双方を計上し、それぞれ同一の件数を報告しているも

の。このうち、「虐待対応件数」の方法で双方を計上しているものが児童相

談所分は３都道府県等、市町村分は２都道府県等、「対応の種類別件数」の
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方法で双方を計上しているものが児童相談所分、市町村分いずれも７都道府

県等となっており、10 都道府県等全てが、双方のいずれかに誤った報告をし

ていた。 

② 過年度からの継続事例を除いた件数の報告が求められているにもかかわ

らず、これを含めて報告しているもの（児童相談所分は２都道府県等、市町

村分は３都道府県等） 

③ 通告を受けて児童の安全を確認した結果、児童虐待事例ではなかったもの

を除いた件数の報告が求められているにもかかわらず、これを含めて報告し

ているもの（児童相談所分は５都道府県等、市町村分は７都道府県等） 

 

このように、虐待対応件数等に係る各種データが的確に報告されていないの

は、上記①については、都道府県等が記入要領等を十分に理解していないこと

によるものと考えられる。また、②及び③については、記入要領等に十分な記

載がないことにより、都道府県等の誤解を招いているものと考えられる。
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イ 児童相談所及び市町村における対応体制 

   （要旨） 

(ｱ) 児童相談所及び市町村における児童虐待対応担当者の配置 

① 児童虐待防止法第６条第１項により、児童虐待を受けたと思われる児童

を発見した者は、速やかにこれを市町村、児童相談所等に通告しなければ

ならないとされており、同法第８条第１項及び第２項により、通告を受け

た市町村や児童相談所は、児童の安全の確認やその他必要な措置を採るこ

ととされている。 

児童相談所で主に通告への対応を行う児童福祉司の配置について、厚生

労働省は、平成 16 年度に児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第 74 号）を

改正し、それまで「人口おおむね 10 万から 13 万までを標準」に１人とし

ていた基準を「人口おおむね５万から８万までを標準」に１人とする見直

しを行っている。また、その人件費は地方交付税の算定基準に組み込まれ

ており、標準団体（人口 170 万人）ベースでの措置人員は、平成 19 年度

28 人から 21 年度 30 人に増加しており、当省の政策評価の途上において

も、22 年度の 30 人から 23 年度には 32 人に増加している。 

一方、市町村の担当者についての配置基準はないものの、市町村児童家

庭相談援助指針（平成 17 年２月 14 日雇児発第 0214002 号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知）では、通告に的確に対応できるよう必要な職員

を確保することが重要とされている。 

 

② 全国の児童福祉司数及び虐待対応件数を平成11年度と22年度で比較す

ると、児童福祉司数が1,230人から2,400人と約２倍になっている一方で、

虐待対応件数は１万 1,631 件から５万 5,154 件（注）と約 4.7 倍になって

いる。 

（注）平成 22 年度の児童福祉司数及び虐待対応件数は、東日本大震災の影響で虐待

対応件数を集計できなかった宮城県、福島県及び仙台市を除いたものである。 

 

③ また、全国の市町村の担当者数及び虐待対応件数について、虐待対応件

数が把握され始めた平成 19 年度と 21 年度で比較すると、担当者数は

5,880 人から 6,842 人と約 1.2 倍に、虐待対応件数が４万 9,895 件から５

万 6,606 件と約 1.1 倍になっている。 

 

④ 調査した児童相談所及び市町村における平成 21 年度末現在のケース担

当者一人当たりの受持ち件数（注）の平均は、児童福祉司が 30.8 件、市
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町村担当者が 17.0 件となっていた。 

当省の意識等調査結果では、妥当と考える受持ち件数について、児童福

祉司は「10 件以上 20 件未満」と回答した者が 32.4％で最も多く、市町村

担当者では「10 件未満」と回答した者が 52.3％で最も多くなっていた。

（注）「受持ち件数」とは、児童虐待相談に限定したものであり、援助指針等を策定

し継続して援助を行っているもの、又は援助指針等が未策定で、今後援助が必

要なものをいう。 

 

(ｲ) 児童福祉司及び市町村担当者の資質向上のための対策等 

 ａ 研修の実施状況 

児童相談所運営指針（平成２年３月５日児発第 133 号厚生省児童家庭局

長通知）では、ⅰ）各職員は内部の職員又は外部の専門家による教育・訓

練・指導を受ける機会を積極的に活用すること等により資質向上に努める

こと、ⅱ）児童相談所は、都道府県等の児童福祉主管課と連携しながら、

職員に対する研修の実施、充実に努めること等とされている。 

また、市町村児童家庭相談援助指針では、「相談援助活動に携わる職員

は、相談援助活動に必要な専門的態度、知識技術を獲得していることが必

要であり、少なくとも、相談機関は研修のほか児童相談所や外部の専門家

からの助言・指導を受けることなどにより職員の専門性の向上に努めなけ

ればならない。」とされている。 

調査した40児童相談所及び39市町村の全てにおいて研修は実施されて

いたものの、当省の意識等調査結果では、児童福祉司の 60.4％及び市町

村担当者の 44.4％が研修は「不十分」又は「どちらかといえば不十分」

と回答しており、その理由としては、研修の実施回数が少なく参加機会に

恵まれないことが最も多く、次いで、職場内の日常の業務を通じて研修を

行う仕組みが確立されていないことが挙げられている。 

 

ｂ 児童福祉司及び市町村担当者の経験年数等 

調査した児童相談所における平成19年度から21年度までの虐待対応事

例の中から、児童相談所ごとに各年度 100 件（100 件に満たない場合は全

件）の事例を抽出し、ⅰ）当該事例を担当した児童福祉司の通算経験年数

（児童虐待防止法が施行された平成12年11月以降における児童虐待相談

対応に係る通算経験年数）と、ⅱ）初期アセスメント（調査）段階と各年

度末現在での児童虐待の程度の変化の関係をみたところ、児童福祉司の経

験年数が増えるに従って、児童虐待の程度が悪化した事例の割合が低下し

ている状況がみられた。 
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また、当省の意識等調査結果では、児童虐待対応において的確な判断が

できるために必要な経験年数について「３年以上」と回答した者が児童福

祉司で 41.6％、市町村担当者で 49.6％と最も多くなっていた。 

しかし、調査した 40 児童相談所及び 39 市町村における平成 21 年度の

職員経験年数をみると、児童福祉司の 56.7％、市町村担当者の 64.7％が

経験年数３年未満の者で占められていた。 

 

ｃ バーンアウト対策の実施状況 

調査した 40 児童相談所におけるバーンアウト対策の実施状況をみる

と、33 児童相談所（82.5％）においてメンタルヘルスカウンセリング等

のバーンアウト対策が講じられているが、未実施も７児童相談所（17.5％）

みられた。 

また、調査した 39 市町村のうち、バーンアウト対策の実施状況が把握

できた 37 市町村においては、20 市町村（54.1％）において何らかの対策

が講じられているが、未実施も 17 市町村（45.9％）みられた。 

   一方、当省の意識等調査結果では、児童福祉司の 67.3％、市町村担当

者の 52.5％が、バーンアウト対策は「不十分」又は「どちらかといえば

不十分」と回答しており、その理由としては、ⅰ）新任者が十分な知識や

スキルを持たないまま、事例を担当せざるを得ないこと、ⅱ）メンタルヘ

ルスカウンセリングが実施されていないこと等が挙げられている。 

     

   (ｱ) 制度の概要 

    ａ 児童相談所及び市町村における児童虐待対応担当者の配置 

児童虐待防止法第６条第１項により、児童虐待を受けたと思われる児童

を発見した者は、速やかにこれを市町村、児童相談所等に通告しなければ

ならないとされており、同法第８条第１項及び第２項により、通告を受け

た市町村や児童相談所は、児童の安全の確認やその他必要な措置を採るこ

ととされている。 

児童相談所は、児童福祉法第 12 条第２項により、児童に関する家庭そ

の他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応ずる

こと等の業務を行うこととされており、同法第 13 条第１項により、児童

相談所に児童福祉司を置かなければならない。児童福祉司の主な職務内容

は、児童相談所運営指針により、「ⅰ）子ども、保護者等から子どもの福

祉に関する相談に応じること、ⅱ）必要な調査、社会診断を行うこと、ⅲ）
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子ども、保護者、関係者等に必要な支援・指導を行うこと、ⅳ）子ども、

保護者等の関係調整（家族療法など）を行うこと」とされている。 

児童福祉司の配置基準については、平成 16 年度の児童福祉法施行令の

改正により、それまで「人口おおむね 10 万から 13 万までを標準」に１人

とされていたものを「人口おおむね５万から８万までを標準」に１人とす

る見直しが行われており、児童相談所運営指針では、「地域の実情を考慮

して必要に応じ、この標準を超えて配置することが望ましい。」とされて

いる。また、その人件費は地方交付税の算定基準に組み込まれている。 

一方、虐待対応件数の急増等により、緊急かつ高度に専門的な対応が求

められる中で、育児不安を背景に、身近な子育て相談に関するニーズも増

大してきたことから、平成 16 年に児童福祉法が改正され、17 年４月から

市町村が児童家庭相談に応じることが法律上明確化された。同改正では、

市町村は、児童福祉法による事務を適切に行うために必要な体制の整備に

努めるとともに、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上の

ために必要な措置を講じなければならないとされた。 

なお、これらの改正に併せて、児童虐待防止法も改正され、新たに、児

童虐待の通告先に市町村が加えられた。 

また、市町村担当者に関しては、その配置に関する基準は設けられてい

ないものの、市町村児童家庭相談援助指針では、児童家庭相談に的確に対

応できるよう、必要な職員を確保するとともに、児童家庭相談を担当する

職員及び組織としての責任者を明確にしておくことが重要であるとされ

ている。 

 

    ｂ 児童福祉司及び市町村担当者の資質向上のための対策等 

     (a) 研修の実施 

     児童相談所運営指針では、ⅰ）各職員は内部の職員又は外部の専門家

による教育・訓練・指導を受ける機会を積極的に活用し、また相互の指

導・訓練・教育、密接な連携・協力により資質向上に努めること、ⅱ）

児童相談所は、都道府県等の児童福祉主管課と連携しながら、職員に対

する研修の実施、充実に努めること、ⅲ）職員は内部の研修のほか、各

種研修会・研究会・学会等への積極的参加、施設等における研修等によ

り、新しい援助技法の獲得等に努めること等とされている。 

また、市町村児童家庭相談援助指針では、「相談援助活動に携わる職

員は、相談援助活動に必要な専門的態度、知識技術を獲得していること

が必要であり、少なくとも、相談機関は研修のほか児童相談所や外部の
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専門家からの助言・指導を受けることなどにより職員の専門性の向上に

努めなければならない。」とされていることに加え、「職員自身も自己研

鑽をし、専門性の向上に努めなければならない。」とされている。 

 

(b) 児童福祉司及び市町村担当者の経験年数等 

児童福祉司及び市町村担当者の経験年数に関し、児童相談所運営指針

等における記載は特にない。 

地域における児童家庭相談体制の強化・充実に向けた在り方を展望す

るために、平成 17 年２月から厚生労働省雇用均等・児童家庭局長の主

宰により開催されていた「今後の児童家庭相談体制のあり方に関する研

究会」が 18 年４月に取りまとめた報告書では、児童相談所職員の人事

配置・人事異動に関し、「現場においては、児童福祉司に必要な専門性

を確保するためには、５年から 10 年程度の経験が必要であり、さらに、

指導的立場に立てる職員を育成するためには、より多くの経験が必要と

の声も多くある。」とし、併せて「人事配置・人事異動のあり方につい

ても、各自治体において、積極的な検討がなされることが望まれる。」

としている。 

 

(c) バーンアウト対策の実施 

児童福祉司及び市町村担当者のバーンアウト対策に関し、児童相談所

運営指針等における記載は特にない。 

当省が開催した有識者研究会では、児童福祉司等が受け持つ児童虐待

事例等の件数が多いことや、児童虐待事例では保護者への援助等が難し

い事例が少なくないことから、すぐに異動を希望する者も少なくないと

して、メンタルヘルスカウンセリング等の重要性が指摘されたところで

ある。 

 

   (ｲ) 把握する内容及び手法 

虐待対応件数が増加している中で、児童相談所及び市町村の対応体制を整

備することは、児童虐待への対応に関する業務を的確に実施することに寄与

すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、児童相談所の児童福祉司及び市町村の児童虐待

対応担当者について、件数の増加に見合った量と質の確保がなされているか

との観点から、実地調査及び意識等調査により把握・分析した。 
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   (ｳ) 把握結果 

    ａ 児童相談所及び市町村における児童虐待対応担当者の配置 

① 全国の児童相談所の児童福祉司数は、図表３－(3)－ア－②のとおり、

平成 11 年度の 1,230 人から 22 年度には 2,400 人（東日本大震災の影響

で虐待対応件数を集計できなかった宮城県、福島県及び仙台市を除いた

もの）と約２倍の増加となっている一方で、虐待対応件数は、１万 1,631

件から５万 5,154 件と約 4.7 倍に増加している。 

 

図表３－(3)－ア－② 全国の児童相談所における虐待対応件数等の推移 
（単位：件、人） 

年 度 

区 分 

 
17 18 19 20 21 22 

虐待対応件数 
11,631 34,472 37,323 40,639 42,664 44,211 55,154

(100) (296.4) (320.9) (349.4) (366.8) (380.1) (474.2)

児童福祉司数 
1,230 

(100) 

1,989

(161.7)

2,139

(173.9)

2,263

(184.0)

2,358 

(191.7) 

2,428 

(197.4) 

2,400

(195.1)

（注）１ 虐待対応件数は福祉行政報告例（厚生労働省）、児童福祉司数は厚生労働

省の資料に基づき当省が作成した。 

２ （ ）内は平成 11 年度を 100 とした指数である。 

 

また、児童福祉司一人当たりの管轄人口は、平成 23 年度の平均が４

万 9,139 人であり、児童相談所を設置している 69 都道府県等のうち、

５万人未満が40都道府県等、５万人以上８万人未満が29都道府県等で、

全ての都道府県等で配置基準を満たしていた。 

 

さらに、児童福祉司の人件費については、地方交付税の算定基準に組

み込まれており、標準団体（人口 170 万人）ベースでの措置人員は、図

表３－(3)－ア－③のとおり、平成 19 年度 28 人から 21 年度 30 人に増

加しており、当省の政策評価の途上においても、22 年度の 30 人から 23

年度は 32 人に増加している。 

 

図表３－(3)－ア－③ 児童福祉司の措置人員（人口 170 万人ベース）
の推移 

（単位：人） 

年 度 平成 19 20 21 22 23 

措置人員 28 29 30 30 32

（注）当省自治財政局の算定結果による。 

 

 

≈

≈

平成 11 ≈
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② 全国の市町村における担当者数は、図表３－(3)－ア－④のとおり、

平成19年度の5,880人から21年度は6,842人と約1.2倍の増加となっ

ており、虐待対応件数は、統計数値が把握され始めた 19 年度の４万

9,895 件から 21 年度には５万 6,606 件と約 1.1 倍に増加している。 

 

図表３－(3)－ア－④ 全国の市町村における虐待対応件数等の推移 
（単位：件、人、％） 

     年  度 

区  分 
平成 19 20 21 

虐待対応件数 49,895(100) 52,282(104.8) 56,606(113.5)

市町村担当者数  5,880(100)  6,830(116.2)  6,842(116.4)

（注）１ 虐待対応件数は、福祉行政報告例（厚生労働省）、担当者数は厚生労働省

の資料に基づき当省で作成した。 

２ （ ）内は平成 19 年度を 100 とした指数である。 

 

③ 調査した児童相談所及び市町村のうち、平成 21 年度末におけるケー

ス担当者一人当たりの児童虐待事例の受持ち件数を把握できた 21 児童

相談所及び 25 市町村の状況をみると、図表３－(3)－ア－⑤のとおり、

児童福祉司では 30.8 件、市町村担当者では 17.0 件となっている。 

 

図表３－(3)－ア－⑤ ケース担当の児童福祉司及び市町村担当者一人
当たりの受持ち件数（平成 21 年度） 

（単位：所、人、件） 

区 分 対象数

ケース担当の児

童福祉司等数

(a) 

年度末における

受持ち件数 

(b) 

一人当たりの受

持ち件数 

(b/a) 

児童相談所 21 262 8,066 30.8

市町村 25 142 2,407 17.0

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「受持ち件数」とは、児童虐待相談に限定したものであり、援助指針

等を策定し継続して援助を行っているもの、又は援助指針等が未策定で、

今後援助が必要なものをいう。 

なお、「児童虐待防止制度改正後の運用実態の把握・課題整理及び制度

のあり方に関する調査研究」（平成 18 年、日本子ども家庭総合研究所）

によれば、児童虐待以外を含めた児童福祉司一人当たりの受持ち件数は

平均 107 件である。 

 

       当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－ア－⑥のとおり、児童福

祉司及び市町村担当者が妥当と考える受持ち件数について、児童福祉司

は「10 件以上から 20 件未満」と回答した者が 32.4％で最も多く、市町

村担当者では「10 件未満」と回答した者が 52.3％で最も多く、担当者

が妥当と考える件数と実際の受持ち件数には差がみられた。 
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図表３－(3)－ア－⑥ 児童福祉司及び市町村担当者が妥当と考える受
持ち件数 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場

合がある。 

 

ｂ 児童福祉司及び市町村担当者の資質向上のための対策等 

(a) 研修の実施状況 

調査した40児童相談所及び39市町村における研修の実施状況をみる

と、全ての児童相談所又は市町村において、自ら研修を実施し、又は他

機関が行う研修に職員を派遣している。 

一方、当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－ア－⑦のとおり、

児童虐待に関する研修について、「不十分」又は「どちらかといえば不

十分」とする児童福祉司が 60.4％、市町村担当者が 44.4％となってい

る。 

 

図表３－(3)－ア－⑦ 児童虐待に関する研修は十分と思うか 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

十分だと思う

1.5 

2.1

どちらかと

いえば十分

だと思う

14.6 

15.6 

どちらとも

いえない

20.1 

32.5 

どちらかと

いえば不十分

だと思う

28.3 

27.1 

不十分

だと思う

32.1 

17.3 

分からない

2.2 

3.6 

無回答

1.3 

1.8 

児童福祉司総

数(n=686)

市町村担当者

(n=1426)

（％）

現在、国や地方公共団体やあなたが勤務する児童相談所（市町村）が、実施している研修

は、質、量共に十分であると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。

10件未満

30.2 

52.3

10件以上

～20件未満

32.4 

29.3 

20件以上

～30件未満

21.2 

12.4 

30件以上

～40件未満

7.8 

3.2 

40件以上

～50件未満

4.4 

1.5 

50件以上

～60件未満

1.6 

0.3 

60件以上

0.1

0.2 

無回答

2.2 

0.7 

児童福祉

司総数

(n=688)

市町村担

当者総数

(n=1429)

（％）

あなたは、児童福祉司（市町村担当者）が常時受け持つ児童虐待事例の件数

は、児童福祉司一人当たり何件程度が妥当だと思いますか。
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また、その理由は、図表３－(3)－ア－⑧のとおり、「研修の実施回数

が少なく、研修に参加する機会に恵まれないため」が児童福祉司で

51.2％、市町村担当者で 60.7％と最も多く、次いで「職場内で日常の業

務を通じて研修を行うＯＪＴ（On-the-Job Training（注））の仕組みが

確立していないため」が児童福祉司で 46.4％、市町村担当者で 39.0％

となっている。 

（注）実際の職場において、職場の上司や先輩等が、具体的な業務を通じて、仕

事に必要な知識や技術等を計画的かつ継続的に指導し、指導を受ける者に対

して知識や技術等を習得させる一連の行為のこと。 
 

図表３－(3)－ア－⑧ 児童虐待に関する研修が不十分だと思う理由 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

さらに、調査した 40 児童相談所のうち、32 児童相談所（80.0％）で

は、児童福祉司等職員への研修について何らかの課題があるとしており、

その内容は、図表３－(3)－ア－⑨のとおり、「業務多忙のため、研修参

加が困難」（26 児童相談所、81.3％）が最も多く、次いで「予算的制約

があり、十分な研修が困難」（15 児童相談所、46.9％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

51.2 

46.4 

22.0 

13.8 

19.8 

7.7 

0 20 40 60 80 100

（％）

（「どちらかといえば不十分だと思う」又は「不十分だと思う」と回答された方に）

あなたは、なぜそう思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を二つまでお選びく

ださい。

60.7

上段：児童福祉司総数（n=414）

下段：市町村担当者総数(n=631)

34.2

13.6 

12.0 

39.0

0.5 

職場内で日常の業務を通じて研修を行う OJT（On-the-job 

Training）の仕組みが確立していないため 

児童虐待に関する研修の実施回数が少なく、研修に参加す

る機会に恵まれないため 

複雑化している児童虐待事例の実態に研修プログラムが

合わなくなってきているため 

そもそも研修の内容や教材が業務の実態に合っていない

ため 

その他

無回答
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図表３－(3)－ア－⑨ 児童相談所の指摘する研修についての課題 
（単位：所、％） 

区  分 児童相談所数(％)

課題ありとした児童相談所数 32     

 

業務多忙のため、研修参加が困難     26（81.3）

予算的制約があり、十分な研修が困難   15（46.9）

専任の研修担当職員が未配置のため、十分な実施が困難   8（25.0）

研修体系が未確立のため、適切なプログラムの実施が困難   8（25.0）

その他   1（ 3.1）

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 複数回答のため、課題ごとの児童相談所数の合計は、回答した児童相談

所数と一致しない。 

 

     (b) 児童福祉司及び市町村担当者の経験年数等 

① 調査した児童相談所における平成19年度から21年度までの虐待対

応事例の中から、児童相談所ごとに、各年度 100 件（100 件に満たな

い場合は全件）抽出し、ⅰ）当該事例を担当した児童福祉司の通算経

験年数（児童虐待防止法が施行された平成 12 年 11 月以降における児

童虐待相談対応に係る通算経験年数）と、ⅱ）初期アセスメント（調

査）段階と各年度末現在での児童虐待の程度の変化の関係をみたとこ

ろ、図表３－(3)－ア－⑩のとおり、児童福祉司の経験年数が増える

に従って、児童虐待の程度が悪化した事例の割合が低下している状況

がみられた。 

 

図表３－(3)－ア－⑩ 児童福祉司の通算経験年数と受持ち事例の状
況の変化 

（単位：件、％） 

    区 分 
通算経 

験年数 

悪化 変化なし 改善 合計 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

１年未満 32 1.8 547 31.4 1,161 66.7 1,740 100

１年以上３年未満 64 1.8 1,068 29.8 2,452 68.4 3,584 100

３年以上５年未満 18 1.3 440 31.4 942 67.3 1,400 100

５年以上 9 0.8 316 28.1 800 71.1 1,125 100

総計 123 1.6 2,371 30.2 5,355 68.2 7,849 100

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 児童虐待の程度の変化が把握できたのは、平成19年度33児童相談所、

20 年度 34 児童相談所、21 年度 37 児童相談所である。 

３ 事例として抽出したもののうち、状況の変化が不明のものは除いてい

る。 

４ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない

場合がある。 
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なお、市町村については、平成 17 年度から児童虐待相談対応を開

始しているため、経験の長い担当者が少なく、児童相談所と比較して、

児童虐待相談対応のノウハウが十分蓄積されていないと考えられる

ことから、経験年数と児童虐待の程度の変化との関係について分析は

行わなかった。 

 

② また、当省の意識等調査結果では、児童虐待相談対応において的確

な判断ができるために必要な経験年数について、図表３－(3)－ア－

⑪のとおり、ⅰ）児童福祉司は、「３年以上」と回答した者が 41.6％

と最も多く、次いで「５年以上」が 32.0％となっており、ⅱ）市町村

担当者は、「３年以上」と回答した者が 49.6％と最も多く、次いで「５

年以上」が 17.9％となっていた。 

 
   図表３－(3)－ア－⑪ 児童虐待対応において的確な判断ができるた

めに必要な経験年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

③ しかし、調査した 40 児童相談所及び 39 市町村における児童福祉司

及び市町村担当者の通算経験年数別の配置状況をみると、図表３－

(3)－ア－⑫及び３－(3)－ア－⑬のとおり、各年度において１年以上

３年未満の経験の者が最も多く、また、経験年数３年未満の者の割合

は、児童福祉司で６割近く、市町村担当者で６割以上を占めていた。 

 

 

 

 

 

 

１年未満

0.3

1.0

１年以上

4.4 

9.2 

２年以上

10.8 

17.6 

３年以上

41.6 

49.6 

４年以上

4.5 

1.9 

５年以上

32.0 

17.9 

その他

4.4 

2.0 

無回答

2.2 

0.8 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数

(n=1,428)

（％）

児童福祉司又は市区町村担当者が、児童虐待事例において適切な判断ができるためには、

あなたは、何年以上の経験年数が必要だと思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びくだ

さい。
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図表３－(3)－ア－⑫ 児童福祉司の通算経験年数別配置状況 
（単位：人、％） 

区 分 

通算経験年数 

平成 19 年度 20 年度 21 年度 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 

３年未満 407 59.2 412 59.1 397 56.7

 １年未満 147 21.4 158 22.7 131 18.7

１年以上３年未満 260 37.8 254 36.4 266 38.0

３年以上５年未満 145 21.1 134 19.2 147 21.0

５年以上 136 19.8 151 21.7 156 22.3

総計 688 100 697 100 700 100

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならな

い場合がある。 

 

図表３－(3)－ア－⑬ 市町村担当者の通算経験年数別配置状況 

          （単位：人、％） 

区 分 

通算経験年数 

平成 19 年度 20 年度 21 年度 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 

３年未満 156 65.3 178 66.9 174 64.7

 １年未満 56 23.4 68 25.6 61 22.7

１年以上３年未満 100 41.8 110 41.4 113 42.0

３年以上５年未満 44 18.4 51 19.2 53 19.7

５年以上 39 16.3 37 13.9 42 15.6

総計 239 100 266 100 269 100

（注）当省の調査結果による。 
 

なお、調査した 40 児童相談所における児童福祉司の通算経験年数

について採用職種別にみると、図表３－(3)－ア－⑭のとおり、専門

職として採用された者の方が通算経験年数が長い状況がみられた。 
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図表３－(3)－ア－⑭ 採用職種別の児童福祉司の通算経験年数 

（単位：人、％） 

      通算経験年数
区 分 

１年未満
１年以上 
３年未満 

３年以上 合計 

平成 
19 年度 

行政職 
人数 71 140 125 336
割合 21.1 41.7 37.2 100

専門職 
人数 73 119 156 348
割合 21.0 34.2 44.8 100

20 年度 
行政職 

人数 83 133 119 335
割合 24.8 39.7 35.5 100

専門職 
人数 71 121 165 357
割合 19.9 33.9 46.2 100

21 年度 
行政職 

人数 68 130 124 322
割合 21.1 40.4 38.5 100

専門職 
人数 62 133 177 372
割合 16.7 35.8 47.6 100

（注）１ 当省の調査結果による。 
２ 「専門職」とは、社会福祉司、臨床心理士等、保健・福祉の職域で任

用された者をいう。 

３ 他機関からの派遣職員等については除外している。  

４ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない

場合がある。 

 

(c) バーンアウト対策の実施状況 

① 財団法人こども未来財団が、平成 18 年に全国の児童相談所を対象

に実施した「児童虐待防止制度改正後の運用実態の把握・課題整理及

び制度のあり方に関する調査研究」によると、平成 14 年４月以降、

児童虐待への対応に伴うストレス等が原因と考えられる事由により

配置転換や休職に至った職員のいる児童相談所は、図表３－(3)－ア

－⑮のとおり、調査した 137 児童相談所の 34.3％に当たる 47 児童相

談所であったとされている。 

 
図表３－(3)－ア－⑮ バーンアウト発生状況 

（単位：所、％） 

区 分 該当者あり 該当者なし わからない 答えたくない 有効回答数

児童 

相談所数 

47

(34.3)

61

(44.5)

28

(20.4) 

1 

(0.7) 

137

(100)

（注）１ 「児童虐待防止制度改正後の運用実態の把握・課題整理及び制度の

あり方に関する調査研究」（財団法人こども未来財団）に基づき当省が

作成した。 

２ 「該当者」とは児童虐待対応に伴うストレス等が原因と考えられる

事由により配置転換や休職に至った者のことである。 

３ （ ）内は、有効回答数に占める割合である。 

４ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならな

い場合がある。 
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また、同調査研究では、「今回の調査は、該当（バーンアウト者が

発生している）する児童相談所数を尋ねたものであり、該当職員数は

聞いていないが、「各児童相談所に１～２割の割合で休職又は休職寸

前の職員がいる」という実地調査での発言を踏まえると、該当する職

員数はかなりの数に上るのではないかと推測される」として、児童相

談所職員のバーンアウトの状況は深刻であると指摘されている。バー

ンアウトの要因として、ⅰ）多忙を極め、十分なスーパービジョンや

ＯＪＴが受けられない中で自信喪失に陥り、ケースに対しても先の見

通しが持てず主体的な取組が困難となること、ⅱ）前述のような状況

にもかかわらず対応を誤るとたちまち痛烈な社会的批判にさらされ

かねないジレンマ、ⅲ）激務であるにもかかわらず社会的に評価され

ない不達成感等を挙げている。 

 

② 調査した 40 児童相談所において、平成 19 年度から 21 年度までに

児童虐待相談対応が原因でバーンアウトし、休職等に至った者の数は

図表３－(3)－ア－⑯のとおりであり、バーンアウト者の発生率は

1.4％ないし 2.1％となっている。 

 

図表３－(3)－ア－⑯ 児童相談所職員におけるバーンアウトの発生
状況 

（単位：所、人、％） 

区  分 平成 19年度 20 年度 21 年度 

ﾊﾞｰﾝｱｳﾄ者発生児童相談所数     8        8         9

ﾊﾞｰﾝｱｳﾄ者数 （a）     11        8        12

 うち 退職者 

   休職者 

   配置換者 

配慮が必要な者 

     1

        4

        4

        2

       0 

       1 

       6 

       1 

        0

        5

        4

        3

40 児童相談所の職員数 （b）        586        587       581

発生率(a/b)        1.9        1.4       2.1

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ バーンアウト者のうち「配慮が必要な者」とは、現に勤務している

が、何らかの精神的不調や不安を抱えているなど配慮が必要な状態に

ある者をいう。 

３ 児童相談所の職員数は、調査対象 40 児童相談所の職員のうち、児童

虐待相談対応担当者数を計上した。 

 

調査した 40 児童相談所におけるバーンアウト対策の実施状況をみ

ると、33 か所（82.5％）の児童相談所においてメンタルヘルスカウン

セリング等のバーンアウト対策が講じられている（注）が、未実施の
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児童相談所も７か所（17.5％）みられた。 

（注）バーンアウト対策が講じられている 33 児童相談所の中には、都道府県等

が全職員を対象として実施しているメンタルヘルスカウンセリング等を活

用しているとしているものも含む。 
バーンアウト発症後の配置転換、休職者発生時の臨時職員補充体制等、

事後的な対策のみを講じている児童相談所は、対策なしとして整理した。 

 

バーンアウト対策を講じていない７児童相談所について、その理由

をみると、図表３－(3)－ア－⑰のとおりとなっている。 

 

図表３－(3)－ア－⑰ バーンアウト対策を実施していない理由 
（単位：所、％） 

理 由 児童相談所数

具体的な対策は講じていないが、職員の負担に一定の配慮 2( 28.6)

その他（バーンアウト者が発生していない等） 3( 42.8)

不明 2( 28.6)

合計 7( 100 )

（注）当省の調査結果による。 

 

調査した 39 市町村のうち、バーンアウト者数を把握できた 38 市町

村において、平成 19 年度から 21 年度までに児童虐待相談対応が原因

でバーンアウトし、休職等に至った者の数は、図表３－(3)－ア－⑱

のとおりであり、バーンアウト者の発生率は 0.4％ないし 0.8％と児

童相談所に比べ低いものとなっている。 

 

図表３－(3)－ア－⑱ 市町村職員におけるバーンアウトの発生状況 
（単位：市町村、人、％） 

区  分 平成 19 年度 20 年度 21 年度 

ﾊﾞｰﾝｱｳﾄ者発生市町村数     1         1        2

ﾊﾞｰﾝｱｳﾄ者数 （a）         1         1        2

 うち 退職者 

   休職者 

        0

        1

        1 

        0 

       1

       1

38 市町村の職員数 （b）       234       260      260

発生率(a/b)       0.4       0.4      0.8

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 市町村の職員数は、調査対象 38 市町村の職員のうち、児童虐待相談

対応担当者数を計上した。 

 

また、調査した 39 市町村のうち、メンタルヘルスカウンセリング

等のバーンアウト対策の実施状況が把握できた 37 市町村における、

バーンアウト対策の実施状況をみると、約半数の 20 市町村（54.1％）
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において何らかの対策が講じられているが、未実施も 17 市町村

（45.9％）みられた。 

バーンアウト対策を講じていないとしている 17 市町村における未

実施理由は、図表３－(3)－ア－⑲のとおりである。 

 

図表３－(3)－ア－⑲ バーンアウト対策を実施していない理由 
（単位：市町村、％） 

理 由 市町村数 

現にバーンアウト者が発生していないなど、対策の必要性

を感じていない 
10（58.8） 

具体的な対策は講じていないが、職員の負担に一定の配慮 3（17.6） 

必要性は認識しており、実施に向け検討中 2（11.8） 

本人のメンタルヘルスケアに任せているため 1（ 5.9） 

不明 1（ 5.9） 

合計 17（ 100 ）

（注）当省の調査結果による。 

 

③ 当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－ア－⑳のとおり、児童

福祉司の 67.3％、市町村担当者の 52.5％が、バーンアウト対策は、「不

十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答している。 

 
図表３－(3)－ア－⑳ バーンアウト対策は十分か 

  
（注）当省の意識等調査結果による。 

 

バーンアウト対策が不十分だと思う理由については、図表３－(3)

－ア－㉑のとおり、ⅰ）児童福祉司は、「新任の児童福祉司が児童虐

待対応について、事前に十分な研修を受けられず、十分な知識やスキ

十分だと思う

0.6

1.0

どちらかと

いえば十分

だと思う

5.1

5.0 

どちらとも

いえない

19.6

26.8 

どちらかと

いえば不十分

だと思う

23

19.7 

不十分

だと思う

44.3

32.8 

分からない

6.1

12.6 

無回答

1.3

2.2 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1428)

（％）

あなたが勤務する市区町村におけるメンタルヘルスカウンセリング等のバーンアウト対

策について、あなたは、十分だと思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。
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ルを持たないまま、事例を担当せざるを得ないから」が 68.2％で最も

多く、ⅱ）市町村担当者は、「メンタルヘルスカウンセリングを実施

していないから」が 59.0％、次いで「新任の児童虐待相談対応担当者

が児童虐待対応について、事前に十分な研修を受けられず、十分な知

識やスキルを持たないまま、事例を担当せざるを得ないから」が

58.9％となっており、児童福祉司及び市町村担当者はいずれも、バー

ンアウト対策には、事前に十分な知識やスキルを涵養
か ん よ う

するための研修

を受けることが重要であると認識していることがうかがえる。 

 

図表３－(3)－ア－㉑ バーンアウト対策が不十分と考える理由 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

  

68.2 

43.1 

31.6 

31.2 

10.0 

0.0 

58.9 

15.5 

59.0 

22.1 

8.4 

0.5 

0 20 40 60 80 100

新任の児童福祉司が児童虐待対応について、事前

に十分な研修を受けられず、十分な知識やスキル

を持たないまま、事例を担当せざるを得ないから

過度の負担がかかっているとみられる児童

福祉司の受持件数が調整されていないから

メンタルヘルスカウンセリ

ングを実施していないから

児童福祉司等に欠員が出た場合に速やかに人員

が補充される仕組みが整備されていないから

その他

無回答

（％）

上段：児童福祉司 総数(n=462)

下段：市町村担当者 総数(n=747)

（「どちらかといえば不十分だと思う」又は「不十分だと思う」と回答された方に）

あなたは、なぜそのように思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を二つまでお選び

ください。



- 74 - 

   ウ 児童相談所と市町村の役割分担 

（要旨） 

厚生労働省は、児童虐待対応に係る児童相談所と市町村の役割分担につい

て、ⅰ）児童相談所は専門的な知識及び技術を必要とするケースへの対応や市

町村の後方支援をすること、ⅱ）市町村は自ら対応可能と考えられる比較的軽

微なケースへの対応を実施することを基本に、児童相談所と市町村の役割分

担・連携の具体的な在り方について十分調整を図ることを都道府県等及び市町

村に対して要請している。 

厚生労働省の調査では、1,750 市町村（平成 22 年４月現在）のうち、児童

相談所との役割分担の取決めはないものが 1,253 市町村（71.6％）となってお

り、残りの取決めがある市町村においても文書での取決めがあるものは 154 市

町村（8.8％）に過ぎない。 

 また、調査した 40 児童相談所、39 市町村及び９医療機関における平成 20

年度及び 21 年度の児童虐待対応事例の中には、児童相談所と市町村の役割分

担が明確になっていないことも原因となって児童相談所の対応が遅れたと考

えられるもの（１児童相談所で１件）がみられた。 

さらに、当省の意識等調査結果では、児童相談所と市町村の役割分担につい

て、「うまくいっている」又は「どちらかといえばうまくいっている」と回答

している児童福祉司（28.2％）に比べ、「うまくいっていない」又は「どちら

かといえばうまくいっていない」と回答している児童福祉司が多く（47.2％）、

その理由をⅰ）「市町村職員の意識統一が図られていないから」（64.6％）、ⅱ）

「役割分担について明文化されているが、記述があいまいで判断に迷うことが

あるから」（33.2％）、ⅲ）「役割分担について明文化されていないから」（13.8％）

等と回答している。 

 

(ｱ) 制度の概要 

都道府県等（児童相談所）と市町村の役割分担については、市町村児童家庭

相談援助指針において、次のように基本的な考えが示されている。 

ⅰ）都道府県等（児童相談所）は、市町村の対応について技術的援助や助言を

行うとともに、一般の国民等から直接通告や相談を受け、あるいは市町村で

は対応が困難なケースの送致を受け、立入調査や一時保護、児童福祉施設へ

の入所等の手段も活用しつつ、子どもやその保護者に対する専門的な支援を

実施する。 

ⅱ）市町村は、自ら対応可能と考えられる比較的軽微なケースへの対応や、自
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ら対応してきたケースについて行政権限の発動を伴うような対応が必要と

なった場合の児童相談所への連絡等の進行管理を実施する。 

また、同指針においては「「軽微」あるいは「専門的」と判断する具体的な

基準については、市町村や都道府県等の児童家庭相談体制にもよることから、

当面は、自ら対応することが困難であると市町村が判断したケースについては、

都道府県等（児童相談所）が中心となって対応することを基本に、都道府県等

（児童相談所）と市町村の役割分担・連携の具体的なあり方について十分調整

を図り、児童家庭相談への対応に万全を期すことが必要である。」とされてお

り、子ども虐待対応の手引きにおいても児童相談所と市町村がそれぞれの役割

を自覚して協力していかなければならないとされている。 

 

(ｲ) 把握する内容及び手法 

児童相談所と市町村の役割分担を明確化することは、児童虐待相談対応業務

を的確に実施することに寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、児童相談所と市町村の役割分担の適切な明確化が

図られ、児童虐待事例について円滑な対応がなされているかとの観点から、児

童相談所及び市町村における役割分担の状況について実地調査及び意識等調

査により把握・分析した。 

 

(ｳ) 把握結果 

事例検証委員会の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（第

５次報告）（平成 21 年７月）によれば、いまだ児童相談所と市町村の役割分担

が明確になっていない地方公共団体があるとして、「それぞれの機関が対応す

べき事例の程度、市町村から児童相談所に送致する基準、児童相談所から市町

村への移管の基準等を明確にすべきである」と指摘されている。  

また、地方公共団体における死亡事例検証の中においても、児童相談所と区

役所の役割分担が不十分で、それぞれの専門性を十分に生かした支援（例えば、

区役所は家族に寄り添う役割、児童相談所は一時保護を視野に入れた強制的な

介入を行う役割等）ができなかったことも課題の一つであると指摘している例

もみられた（「平成 22 年度児童虐待死亡事例検証報告書」（平成 23 年２月横浜

市児童虐待による重篤事例等検証委員会））。 

 

厚生労働省が実施した調査「市区町村の児童家庭相談業務等の実施状況等に

ついて（平成 22 年４月現在）」によれば、図表３－(3)－ア－㉒のとおり、児童

相談所と市町村との役割分担について、役割分担の取決めはないものが 1,253
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市町村（71.6％）となっており、残りの取決めがある市町村においても文書で

の取決めがあるものは 154 市町村（8.8％）となっている。 

 

   図表３－(3)－ア－㉒ 児童相談所と市町村の役割分担についての取決めの状
況 

(単位：市町村、％) 

市町村における取決めの状況 市町村数 

文書での取決めがある 154（  8.8）

文書はないが役割分担が決められている 343（ 19.6）

取決めはなく、個々の事例ごとに異なる対応となっている 1,253（ 71.6）

計 1,750（100） 

（注）「市区町村の児童家庭相談業務等の実施状況等について（平成 22 年４月現在）」に基 

づき当省が作成した。 

 

また、調査した 40 児童相談所、39 市町村及び９医療機関における平成 20 年

度及び 21 年度の児童虐待対応事例の中には、図表３－(3)－ア－㉓のとおり、

児童相談所と市町村との間の役割分担が明確になっていないことも原因となっ

て児童相談所の対応が遅れたと考えられるものがみられた。 

 

図表３－(3)－ア－㉓ 児童相談所と市町村の連携不十分と考えられる事例 

事        例 

市の母子保健担当課では、出生当時から要注意家庭と認識していたが、４月に生活保

護申請のため来所した際の母子の様子から児童虐待と認識した。その後、市の母子保健

担当課、児童虐待担当課がそれぞれ家庭訪問し、母親から「子どもを叩きたくなる」と

の話を聞き、翌５月に児童相談所へ相談。 

その後、同月に市が家庭訪問し、翌６月に市は本件を要保護児童対策地域協議会個別

ケース検討会議に付議。その２日後に市が家庭訪問し、母親から「子どもを叩いたりす

る」との話を聞いたことから、さらに２日後に児童相談所及び市が家庭訪問し、その翌

日に一時保護されている。 

しかし、市では、児童相談所との役割分担について取決めを行っていないことなどか

ら、５月に市から児童相談所へ相談してから、翌６月に児童相談所が家庭訪問するまで

の間、児童相談所による訪問等、児童相談所から母子に対する具体的な働き掛けが行わ

れなかった。 

（注）当省の調査結果による。 

 

当省が開催した有識者研究会では、本事例に関し、市町村は比較的軽微な事

例等への対応を行い、児童相談所は市町村で対応困難な事例等の対応を行うと

いう本来の役割分担について、現場が承知していないと考えられることから、

児童相談所と市町村の役割分担の明確化を推進するためには、具体的な事例に

基づいた事例集等を作成する必要があるとの指摘がなされている。 

当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－ア－㉔のとおり、児童相談所と
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市町村の児童虐待対応における役割分担がうまくいっているかとの問に対し

て、児童福祉司では「うまくいっていない」又は「どちらかといえばうまくい

っていない」と回答している者（47.2％）の方が多いのに対し、市町村担当者

では「うまくいっている」又は「どちらかといえばうまくいっている」と回答

している者の方（57.0％）が多く、児童福祉司と市町村担当者間で、役割分担

の現状に対する認識が相反している。 

また、「うまくいっていない」又は「どちらかといえばうまくいっていない」

と回答した児童福祉司は、図表３－(3)－ア－㉕のとおり、その理由について、

ⅰ）「市町村職員の意識統一が図られていないから」（64.6％）、ⅱ）「役割分担

について明文化されているが、記述があいまいで判断に迷うことがあるから」

（33.2％）、ⅲ）「役割分担について明文化されていないから」（13.8％）等と

回答している。 

 

図表３－(3)－ア－㉔ 児童相談所と市町村の役割分担がうまくいっているか 

（注）１ 当省の意識等調査結果による。 

    ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合があ 

る。 

 

 

 

 

うまくいって

いると思う

2.8 

11.9

どちらかといえば

うまくいっている

と思う

25.4 

45.1 

どちらとも

いえない

24.3 

24.8 

どちらかといえば

うまくいって

いないと思う

30.8 

13.3 

うまくいって

いないと思う

16.4 

4.6 

無回答

0.3 

0.2 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1429)

（％）

「市町村児童家庭相談援助指針｣（平成17年２月14日付雇児発第0214002号）において、児童相談所と市

町村の児童虐待対応における役割は、市町村が比較的軽微なケースへの対応、児童相談所が専門的支援を

必要とするケースへの対応とされていますが、あなたが実務を行うに当たって、役割分担はうまくいって

いると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。
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図表３－(3)－ア－㉕ 児童相談所と市町村の児童虐待対応における役割分担
がうまくいっていない理由 

（注）当省の意識等調査結果による。 

64.6 

33.2 

13.8 

3.4 

22.5 

0.9 

9.0 

40.2 

28.9 

30.5 

27.7 
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（％）

上段：児童福祉司 総数(n=325)

下段：市町村担当者 総数(n=256)

（「どちらかといえばうまくいっていないと思う」又は「うまくいっていないと思う」と回答された方に）

あなたは、なぜそう思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を二つまでお選びください。

 
市町村の児童虐待担当課の職員の意識統一が図ら

れていないから 

 
児童相談所と市町村の役割分担について明文化さ
れてはいるが、記述があいまいなため、判断に迷
うことがあるから 
 

児童相談所と市町村の役割分担について明文化さ

れていないから 

 

児童相談所の児童福祉司の意識統一が図られてい

ないから 

 

その他 

 

無回答 
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  (2) 小・中学校における対応体制 

（要旨） 

文部科学省は、学校だけでは解決が困難な児童生徒の問題に対処するため、

平成 20 年度から、児童相談所等の関係機関との連絡等を行うスクールソーシ

ャルワーカー（以下「ＳＳＷ」という。）を配置するためのスクールソーシャ

ルワーカー活用事業を実施している。 

 調査した 42 小・中学校のうち４小・中学校において、児童虐待事例に対し

ＳＳＷが対応を行った事例（12 件）がみられたが、活動の詳細が把握できな

かったため、ＳＳＷが関係機関との連携等の場面において有効に機能している

か分析することはできず、ＳＳＷの配置による効果は把握できなかった。 

 文部科学省の調査では、平成 21 年度にＳＳＷが対応した児童虐待事例のう

ち問題解決したものが 13.0％、好転したものが 23.9％みられたとされている。

 当省の意識等調査結果においても、児童虐待の防止等のためのＳＳＷの配置

について、小・中学校担当者の 65.5％は「有効」又は「どちらかといえば有

効」、18.1％は「配置されていないので分からない」と回答しており、また、

当省が開催した有識者研究会においても、ＳＳＷの活動は学校における児童虐

待対応に寄与すると考えられるとの意見があった。 

しかし、学校へのＳＳＷの配置（派遣）人数は事業開始初年度の平成 20 年

度 944 人であったが、21 年度は 552 人、22 年度は 614 人といずれも 20 年度に

比べ減少している。調査した都道府県等教育委員会では、平成 20 年度は委託

事業（国が全額負担）であったが、21 年度から補助事業（費用負担の割合は

国が３分の１、都道府県等が３分の２）となり、財政上の理由から事業の実施

を見合わせたとしているところもみられた。 

当省の政策評価の途上で、文部科学省では、ＳＳＷの活用の在り方について、

教育委員会や学校の理解と認識を深めるため、ＳＳＷの活動により効果的に支

援できた事例等を把握した上で、平成 22 年９月及び 23 年９月に、ＳＳＷの活

動による成果等を事例集として取りまとめ、都道府県等教育委員会に配布して

いる。 

    

ア 制度の概要 

文部科学省は、平成 20 年度から、「スクールソーシャルワーカー活用事業」

を開始し、学校だけでは解決が困難な児童生徒の問題に対処するため、児童

相談所等の関係機関との連絡等を行い、児童生徒の置かれた様々な環境に働

き掛けて支援を行うためのＳＳＷの配置を進めている。 
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   イ 把握する内容及び手法 

     小・中学校にＳＳＷを配置することで、児童虐待対応における学校と児童

相談所等の連携が緊密化することは、被虐待児童等に対し的確な指導・援助

を行うことに寄与すると考えられる。 

     そこで、本政策評価では、ＳＳＷは学校での児童虐待対応の際、児童相談

所等の関係機関との連携において有効に機能しているかとの観点から、ＳＳ

Ｗの配置状況、小・中学校における活動状況について実地調査及び意識等調

査により把握・分析した。 

 

ウ 把握結果 

① 調査した 42 小・中学校のうち、ＳＳＷが配置されていた 13 小・中学校

中４小・中学校において、児童虐待に対しＳＳＷが対応を行った事例（12

件）がみられたが、これらの事例におけるＳＳＷの活動の詳細が把握でき

なかったため、ＳＳＷが関係機関との連携等の場面において有効に機能し

ているか分析することはできず、ＳＳＷの配置による効果は把握できなか

った。 

 

② 文部科学省が毎年度実施しているＳＳＷの支援状況に係る調査によれば、

図表３－(3)－イ－①のとおり、平成 21 年度にＳＳＷが対応した児童虐待

事例 1,186 件の中には、ＳＳＷの活動により問題解決したものが 154 件

（13.0％）、支援中であるが好転したものが 284 件（23.9％）みられたとさ

れている。 

 

図表３－(3)－イ－① 児童虐待事例に対するＳＳＷによる支援状況 
（単位：件、％） 

区  分 平成 20 年度 21 年度 

問題解決 124(11.1) 154(13.0)

支援中だが好転 294(26.3) 284(23.9)

支援中 620(55.5) 634(53.5)

その他 79 (7.1) 114 (9.6)

計 1,117(100) 1,186(100) 

（注）文部科学省のＳＳＷ活用事業の実施状況等調査結果に基づき当省が作成した。 

 

③ 当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－イ－②のとおり、児童虐待の

防止等のためのＳＳＷの配置について、小・中学校担当者の 65.5％は、「有

効」又は「どちらかといえば有効」と回答し、18.1％は「配置されていな

いので分からない」と回答している。 
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図表３－(3)－イ－② ＳＳＷの有効性について 
 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

また、当省が開催した有識者研究会においても、ＳＳＷの活動は学校に

おける児童虐待対応に寄与すると考えられるとの意見があった。 

 

④ 学校へのＳＳＷの配置（派遣）人数は事業開始初年度の平成 20 年度は

944 人であったが、21 年度は 552 人に減少し、22 年度は 614 人となってお

り、ＳＳＷが配置されている都道府県等及び市町村数についても、20 年度

の 391 か所から、21 年度には 250 か所へと減少している。 

ＳＳＷの配置（派遣）人数が減少している理由については、調査した都

道府県等教育委員会の中には、平成 20 年度は委託事業（国が人件費等を

全額負担）であったが、21 年度からは補助事業（費用負担の割合は国が３

分の１、都道府県等が３分の２）となり、財政上の理由から事業実施を見

合わせたとするところがみられた。 

  また、当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－イ－③のとおり、児

童虐待の防止等のためのＳＳＷの配置について「有効」又は「どちらかと

いえば有効」と回答した小・中学校担当者（65.5％）のうち 83.7％が配置

の充足度について「不十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

有効で

あると思う

37.2 

どちらかとい

えば有効であ

ると思う

28.3 

どちらとも

いえない

13.1 

どちらかとい

えば有効でな

いと思う

2.2 

有効でない

と思う

0.9 

配置されて

いないので

分からない

18.1 

無回答

0.3 
総数(n=1950)

（％）

児童虐待の防止等のために、スクールソーシャルワーカー（以下「ＳＳＷ」と表記します。）を配置

することは有効であると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。
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図表３－(3)－イ－③ ＳＳＷの配置について 

 
（注）当省の意識等調査結果による。 

 

⑤ 文部科学省では、平成 20 年 12 月にＳＳＷの活用方法等をまとめた活動

事例集を作成し、教育委員会等に配布した上でホームページで公表してい

る。 

また、当省の政策評価の途上で、文部科学省は、ＳＳＷの活用の在り方

について、教育委員会や学校の理解と認識を深めるため、平成 22 年９月

には 21 年度の学校現場におけるＳＳＷの活動事例（51 都道府県等 112 事

例）を、23 年９月にも同様に 22 年度のＳＳＷの活動事例（50 都道府県等

97 事例）を把握して、活動事例集を作成し、教育委員会等に配布している。

その中には、児童虐待対応に係るＳＳＷの効果的な活動事例が平成 21 年

度に 22 事例、22 年度に 19 事例みられ、その一例として図表３－(3)－イ

－④のような活動の例がみられた。 

 

図表３－(3)－イ－④ ＳＳＷによる効果的な活動の例 

母親のネグレクトにより欠席、遅刻が多く、服装の乱れや教師への反抗的な態度の

あった生徒について、児童相談所が学校からの通告を受けて介入したが、母親が拒否

したため支援がなされない状況にあった。そこで、ＳＳＷが働きかけ、学校と関係機

関の担当者によるケース会議の実施、学校による当該生徒への学習支援、当該生徒が

通う児童館との情報共有などを行うとともに、母親を市町村の福祉部局のワーカーに

つないだ。こうした支援が継続的になされた結果、当該生徒は欠席、遅刻がなくなり、

無事高校に合格することができた。 

（注）文部科学省の資料に基づき当省が作成した。 

  

十分だと思う

0.6 

どちらかといえば

十分だと思う

5.2 

どちらとも

いえない

10.4 

どちらかといえば

不十分だと思う

25.2 

不十分だと思う

58.5 

無回答

0.1 総数(n=1275)

（％）

(児童虐待の防止等のために、ＳＳＷを配置することは「有効であると思う」又は「どちらかといえば有効であると思

う」と回答された方に)

児童虐待の防止等のために、ＳＳＷは十分に配置されていると思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。
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(3) 安全確認の実施 

  （要旨） 

児童虐待防止法第８条第１項及び第２項により、児童相談所及び市町村は、

児童虐待に係る通告を受けたときは、当該児童の安全の確認を行うための措置

を講ずることとされている。子ども虐待対応の手引きにおいても、「通告・相

談を受理した児童相談所や市町村等は、虐待を受けた子どもの生命を守り、安

全を確保することを最優先として対応することが必要である。」とされている。

 児童相談所における安全確認について、厚生労働省は、従来は時間的目安を

設けていなかったが、児童相談所における迅速かつ的確な対応を確保する観点

から、平成 19 年１月に児童相談所運営指針の見直しを行い、通告受理後 48 時

間以内に実施することが望ましいとするとともに、そのための休日等における

体制の確保も求めている。 

 また、市町村における安全確認については、市町村児童家庭相談援助指針に

おいて、速やかに、緊急性など個々の事例の状況に応じて、安全確認の実施時

期、方法、児童相談所への送致の要否等の対応方針を決定し、実施するとされ

ている。 

① 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村において、平成 19 年度から 21 年度

までに受け付けた児童虐待事例を各年度それぞれ 100 件（100 件に満たない

場合は全件）抽出し、このうち、通告受付日から安全確認までに要した日数

を把握することができた 4,924 件（児童相談所）及び 2,899 件（市町村）を

みると、児童相談所では 4,442 件（90.2％）、市町村では 2,651 件（91.4％）

は２日以内に安全確認が実施されていた。 

しかし、安全確認までに３日以上要したものも一部みられ、その理由とし

て、児童相談所及び市町村は、家庭を訪問しても不在であることや面会を拒

否されることを挙げている。また、当省の調査結果では、児童相談所におけ

る安全確認件数に占める３日以上要したものの割合が、受付日が月曜日から

木曜日までの場合はいずれも 10％未満であったのに対し、金曜日は 13.9％、

土曜日は 18.1％、日曜日は 11.8％と高くなっていたことから、土日の体制が

十分ではないと考えられる。 

 

② 当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、虐待の通告のあった児童に対す

る安全確認の徹底を図るため、平成 22 年８月、通知（注）を都道府県等に対

して発出し、児童虐待への対応に徹底を期するよう要請している。また、平

成 22 年９月、児童虐待の通告のあった児童に対する安全確認の徹底を図る
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ため、「虐待通告のあった児童の安全確認の手引き」（平成 22 年９月 30 日雇

児総発 0930 第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）を作成

して都道府県等に対して通知している。その中で、児童相談所が実施する安

全確認は原則 48 時間以内に実施することとされ、家庭を訪問しても不在の

場合や面会を拒否される場合への対応における着眼点や工夫例等を示すと

ともに、土日祝日などの閉庁日においても体制を確保することが必要である

としている。 

しかし、平成 22 年８月の通知及び同年９月の手引きは市町村を対象にして

おらず、また、厚生労働省は、児童相談所におけるその後の安全確認の実施

状況について、点検・確認を行っていない。 

（注）「児童の安全確認の徹底について」（平成 22 年８月２日雇児総発 0802 第１号厚生

労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）、「居住者が特定できない事案における

出頭要求等について」（平成 22 年８月 26 日雇児総発 0826 第１号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局総務課長通知） 

 

   ア 制度の概要 

(ｱ) 安全確認 

     児童虐待防止法第８条第１項及び第２項により、児童相談所及び市町村

は、児童虐待に係る通告を受けたときは、必要に応じ近隣住民、学校の教

職員、児童福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、当該児童の安全の

確認を行うための措置を講ずることとされている。 

子ども虐待対応の手引きにおいても、「通告・相談を受理した児童相談

所や市町村等は、虐待を受けた子どもの生命を守り、安全を確保すること

を最優先として対応することが必要である。」とされている。 

児童相談所における安全確認について、厚生労働省は、従来は時間的目

安を設けていなかったが、児童相談所における迅速かつ的確な対応を確保

する観点から、平成 19 年１月に児童相談所運営指針の見直しを行い、安

全確認は通告受理後 48 時間以内に実施することが望ましいとするととも

に、そのための休日等における体制の確保も求めている。 

また、市町村における安全確認については、市町村児童家庭相談援助指

針において、児童虐待の通告を受けた場合であって、安全確認が必要と判

断される事例については、速やかに、緊急性など個々の事例の状況に応じ

て、安全確認の実施時期、方法、児童相談所への送致の要否等の対応方針

を決定し、実施するとされている。 
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(ｲ) 出頭要求等 

立入調査については、児童福祉法第 29 条において、必要があると認め

るときは、都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）が

その職員等に児童の居所等への立入調査をさせることができると規定さ

れており、児童虐待防止法第９条第１項においても、児童虐待が行われて

いるおそれがあると認めるときの立入調査が規定されている。さらに、平

成 19 年に児童虐待防止法が改正され、同法第８条の２に「出頭要求」、第

９条の２に「再出頭要求」、第９条の３に「臨検、捜索」が追加され、安

全確認に向けて、段階的な措置が規定された。また、これらの執行に際し

ては、児童虐待防止法第 10 条により、必要に応じ、警察署長に対し援助

を求めることができるとされている。 

それぞれの措置の内容は以下のとおり。 

ⅰ）出頭要求 

都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）は、児童

虐待が行われているおそれがあると認めるときは、当該児童の保護者に

対し、当該児童を同伴して出頭することを求め、児童相談所の職員等に

必要な調査又は質問をさせることができる（児童虐待防止法第８条の

２）。 

ⅱ）立入調査 

都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）は、必要

があると認めるときは、児童相談所の職員等をして、児童の住所若しく

は居所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要な調査又は質問をさせ

ることができる（児童福祉法第 29 条）。 

また、都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）は、

児童虐待が行われているおそれがあると認めるときは、児童相談所の職

員等をして、児童の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさ

せることができる（児童虐待防止法第９条）。立入調査は、出頭要求を

経ることなく実施することも可能である。 

ⅲ）再出頭要求 

都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）は、保護

者が正当な理由なくⅰ）の出頭要求又はⅱ）の立入調査を拒否した場合

において、児童虐待が行われているおそれがあると認めるときは、当該

保護者に対し、当該児童を同伴して出頭することを求め、児童相談所の

職員等に必要な調査又は質問をさせることができる（児童虐待防止法第

９条の２）。 
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ⅳ）臨検、捜索 

都道府県知事（権限が委任されている場合は児童相談所長）は、保護

者がⅲ）の再出頭要求の求めに応じない場合において、児童虐待が行わ

れている疑いがあるときは、当該児童の安全の確認を行い、又はその安

全を確保するため、当該児童の住所又は居所の所在地を管轄する地方裁

判所等の裁判官があらかじめ発する許可状により、児童相談所の職員等

に児童の住所若しくは居所に臨検させ、又は当該児童の捜索をさせるこ

とができる（児童虐待防止法第９条の３）。 

ⅴ）警察への援助要請 

児童相談所長は、児童の安全の確認等を行おうとする場合において、

必要があると認めるときは、警察署長に対し援助を求めることができる

（児童虐待防止法第 10 条）。 

 

イ 把握する内容及び手法 

通告を受けた児童相談所等が迅速に安全確認を行うことは、虐待を受けた

児童や保護者に対する指導･援助を行う上で重要な対応と考えられる。そこ

で、本政策評価では、全国の児童相談所及び市町村における安全確認、出頭

要求等の実施状況を把握・分析するとともに、調査した 40 児童相談所及び

39 市町村において、平成 19 年度から 21 年度までに受け付けた児童虐待事例

を各年度それぞれ 100 件（100 件に満たない場合は全件）抽出し、通告受付

日から安全確認までに要した日数を把握・分析した。 

 

   ウ 把握結果 

(ｱ) 安全確認 

① 全国の児童相談所における安全確認の実施件数は、図表３－(3)－ウ

－①のとおり、平成 17 年度３万 859 件から 21 年度３万 8,759 件と増加

し続けている。 

 

図表３－(3)－ウ－① 全国の児童相談所における安全確認の実施件数等 
（単位：件） 

区 分 平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

安全確認件数 
30,859 

(100) 

32,818 

(106.3) 

35,476 

(115.0) 

36,255 

(117.5) 

38,759 

(125.6) 

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ （ ）内は、平成 17 年度を 100 とした指数である。 
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調査した 40 児童相談所で平成 19 年度から 21 年度までに受け付けた

児童虐待事例の中から、児童相談所ごとに各年度 100 件（100 件に満た

ない場合は全件）抽出し、このうち、通告受付日から安全確認までに要

した日数を把握することができた 4,924 件をみると、図表３－(3)－ウ

－②のとおり、3,579 件（72.7％）は通告を受け付けた当日に安全確認

が実施されており、２日以内に安全確認が実施されたものが 4,442 件

（90.2％）となっていた。 

一方で、安全確認までに３日以上を要したものが、482 件（9.8％）み

られ、その中には、30 日以上要したものも 26 件（0.5％）みられた。 

 

図表３－(3)－ウ－② 受付から安全確認までの所要日数（児童相談所） 
（単位：件、％） 

区 分 ０日 １日 ２日 ３～９日 10～19 日 20～29 日 30 日以上 計 

件数 

（割合）

3,579 

(72.7) 

611

(12.4)

252

(5.1)

337

 (6.8)

82

(1.7)

37 

(0.8) 

26 

(0.5) 

4,924

(100)

（注）当省の調査結果による。 

 

② 全国の市町村における安全確認の実施件数は、平成 20 年度３万 1,591

件から 21 年度３万 5,866 件と増加している。なお、平成 19 年度以前の

件数については、福祉行政報告例では集計されておらず、不明である。 

調査した 39 市町村で平成 19 年度から 21 年度までに受け付けた児童

虐待事例の中から、市町村ごとに各年度 100 件（100 件に満たない場合

は全件）抽出し、このうち、通告受付日から安全確認までに要した日数

を把握することができた 2,899 件をみると、図表３－(3)－ウ－③のと

おり、2,224 件（76.7％）は通告を受け付けた当日に安全確認が実施さ

れており、２日以内に安全確認が実施されたものが 2,651 件（91.4％）

となっていた。 

一方で、安全確認までに３日以上要したものが 248 件（8.6％）みら

れ、その中には、30 日以上要したものも７件（0.2％）みられた。 

 

 

 

 

 

 

482（9.8） 4,442（90.2）
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図表３－(3)－ウ－③ 受付から安全確認までの所要日数（市町村） 

（単位：件、％） 

区 分 ０日 １日 ２日 ３～９日 10～19 日 20～29 日 30 日以上 計 

件数 

（割合）

2,224 

(76.7) 

324

(11.2)

103

(3.6)

164

(5.7)

59

(2.0)

18 

(0.6) 

7 

(0.2) 

2,899

(100)

（注）当省の調査結果による。 

 

なお、厚生労働省は、市町村における安全確認について、通告受理後

の時間的目安を示してはいないが、調査した 39 市町村のうち、安全確

認の実施に係る時間の設定状況を明確に把握することができた 24 市町

村をみると、18 市町村（75.0％）で時間設定があった。 

 

③ このように、安全確認までに時間を要した理由として、児童相談所及

び市町村は、家庭を訪問しても不在であることや面会を拒否されること

等を挙げている。また、調査した 40 児童相談所における 4,924 件につ

いて、児童相談所における受付日の曜日別に、安全確認までに要した日

数を確認したところ、いずれの児童相談所も、曜日に関わりなく安全確

認は 48 時間以内に行うとしているものの、図表３－(3)－ウ－④のとお

り、受付日が金曜日、土曜日又は日曜日の場合は、２日以内に休日を含

むため、月曜日から木曜日までの場合に比べて、安全確認までに３日以

上要した件数の割合が高かったことから、土日の体制が十分ではないと

考えられる。 

  

2,651（91.4） 248（8.6） 
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図表３－(3)－ウ－④ 児童相談所における受付日の曜日と安全確認まで
に要した日数 

（単位：件、％） 

区 分 ０日 １日 ２日 ３日以上 計 

月曜日 
638 

(71.4) 
126

(14.1)
46

(5.1)
84 

(9.4) 
894

(100)

火曜日 
608 

(69.0) 
118

(13.4)
88

(10.0)
67 

(7.6) 
881

(100)

水曜日 
652 

(70.0) 
153

(16.4)
53

(5.7)
73 

(7.8) 
931

(100)

木曜日 
721 

(74.3) 
160

(16.5)
9

(0.9)
80 

(8.2) 
970

(100)

金曜日 
764 

(82.7) 
22

(2.4)
10

(1.1)
128 

(13.9) 
924

(100)

土曜日 
106 

(56.4) 
12

(6.4)
36

(19.1)
34 

(18.1) 
188

(100)

日曜日 
90 

(66.2) 
20

(14.7)
10

(7.4)
16 

(11.8) 
136

(100)

計 
3,579 

(72.7) 
611

(12.4)
252

(5.1)
482 

(9.8) 
4,924
(100)

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 上段は件数、下段（ ）内は全体に占める割合である。 

３ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合
がある。 

 

なお、市町村における休日等の体制については、市町村児童家庭相談

援助指針において、担当区域の児童相談所に自動転送して児童相談所に

おいて対応するなど、必ずしも市町村自らが通告を受けなくても、児童

相談所と緊密に連携して適切な対応が執れるよう所要の体制を整備す

ることが必要であるとされている。 

 

④ 当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、平成 22 年７月に安全確認

が行えないまま２幼児が虐待死した事例が大阪市で発生したことを受

け、平成 22 年８月、「児童の安全確認の徹底について」及び「居住者が

特定できない事案における出頭要求等について」を都道府県等に対して

発出し、安全確認に徹底を期するよう要請している。また、同省は、平

成 22 年４月から６月までの間の児童相談所への児童虐待通告に対する

安全確認の実施状況等を調査し、同年８月 30 日現在で１万 2,920 件中

261 件（2.0％）について安全確認ができていないこと等を踏まえ、同年

９月、子ども虐待対応の手引きに規定する「通告・相談への対応」及び

「調査及び保護者・子どもへのアプローチ」を基に、対応における着眼

点や工夫例等を盛り込んだ「虐待通告のあった児童の安全確認の手引き」
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を作成し、都道府県等に対して通知している。同手引きにおいては、通

告を受理した児童相談所が実施する安全確認は、原則として 48 時間以

内とするとともに、ⅰ）家庭訪問時に不在である場合や長期にわたり接

触を拒んだ場合など安全確認ができない事例への対応における着眼点

や工夫例の紹介、ⅱ）土日祝日などの閉庁日においても体制を確保する

ことが必要であるとの内容が盛り込まれている。 

しかし、平成 22 年８月の通知及び同年９月の手引きは市町村を対象

にしておらず、また、厚生労働省は、児童相談所におけるその後の安全

確認の実施状況について、点検・確認を行っていない。 

 

(ｲ) 出頭要求等 

全国の都道府県等における出頭要求等の件数をみると、図表３－(3)－

ウ－⑤のとおり、ⅰ）立入調査については、平成 17 年度 243 件であった

ものが 21 年度には 148 件、ⅱ）警察への援助要請については、17 年度 320

件であったものが 21 年度には 230 件と減少している。また、平成 19 年に

児童虐待防止法が改正されて 20 年度から権限が付与された出頭要求につ

いては、20 年度 44 件、21 年度 29 件、臨検、捜索については、20 年度１

件、21 年度に４件となっている。 

 

図表３－(3)－ウ－⑤ 出頭要求等の件数の推移 
（単位：件） 

区 分 平成 17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

出頭要求 44 29 
72

立入調査 243 238 199 148 148 

再出頭要求 2 4 7

臨検、捜索 1 4 2

援助要請 320 340 342 255 230 － 

（注）１ 平成 17 年度から 21 年度までの件数は、福祉行政報告例（厚生労働省）

に基づき当省が作成した。 

   ２ 平成 22 年度の件数については、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

調べの速報値である。 

 

また、全国 67 都道府県等別に、平成 21 年度におけるそれぞれの措置の

実績をみると、出頭要求の実績がないものが 50 都道府県等（74.6％）、立

入調査の実績がないものが 41 都道府県等（61.2％）、臨検、捜索の実績が

ないものが 65 都道府県等（97.0％）、警察への援助要請の実績がないもの
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が 20 都道府県等（29.9％）となっている。 

これら出頭要求等については、個々の事例において出頭要求等の必要性

についての検証が行えなかったことから、施策の効果を把握することはで

きなかった。 
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 (4) 児童及び保護者に対する援助等 

     ア 一時保護所の整備 

  （要旨） 

児童福祉法第 33 条により、児童相談所長は、児童虐待等により児童を家庭

から一時的に引き離す必要がある場合、児童相談所等において児童を一時的

に保護することができるとされており、同法第 12 条の４により、児童相談所

に一時保護所を設けなければならないとされている。また、児童相談所運営

指針では、一時保護が必要な児童については、その年齢や一時保護を要する

背景も様々であることから、個別のケアが必要であり、混合処遇（注）の改善

が課題として指摘されているほか、一時保護期間が長期化する児童について

は、特に就学機会の確保に努めることとされている。 

（注）一時保護が必要な児童については、非行や児童虐待など様々な背景等を有する児

童がいるが、それらの児童を同一の空間で処遇すること。 

 

① 全国の一時保護所数は、平成 17 年４月１日現在の 112 か所から 23 年７月

１日現在では127か所に増加しており、一時保護者数も、17年度の１万8,195

人から 21 年度には１万 9,396 人に増加し、うち児童虐待を理由としたもの

も 6,442 人から 7,562 人に増加している。 

また、調査した 61 一時保護所の平成 21 年度における年間の平均入所率を

みると、90％未満のところが 51 か所（83.6％）と概して高くない状況がみ

られた。 

しかし、残りの 90％以上の 10 か所（16.4％）の中には 100％以上のとこ

ろも４か所（6.6％）みられた。 

 調査した 40 児童相談所における、平成 21 年度の一時保護の実施状況をみ

たところ、38 児童相談所（95.0％）においては、定員不足等を理由として

一時保護ができなかった状況はみられなかったが、残る２児童相談所におい

ては、一時保護所に余裕があれば一時保護したかったが実際にできなかった

又は遅れたもの（14 件、22 人）がみられた。 

当省の意識等調査結果でも、一時保護所に関する必要な取組について、児

童福祉司の 51.5％が「一時保護所の増設」と回答している。 

 

② 厚生労働省の調査結果では、平成 23 年４月１日現在の全国 69 都道府県等

に設置された一時保護所（126 か所）のうち、43 都道府県等の 61 一時保護

所（48.4％）において居室の改善等が行われたとされている。 

当省の調査において、混合処遇の状況が把握できた 37 児童相談所の 39 一
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時保護所のうち、過去一年間に虐待を受けた児童と非行児童等との混合処遇

を実施したことがあるとした一時保護所は、35 か所みられた。これらの児

童相談所では、一時保護を要する児童がいる一方で、混合処遇を避けようと

すれば一時保護することができないため、混合処遇をせざるを得ないとして

いる。 

当省の意識等調査結果では、一時保護所における必要な取組について、児

童福祉司の 56.5％が「被虐待児童とその他の児童との居室の区分け等によ

る混合処遇の改善」と回答している。 

 

③ 原則２か月以内とされている一時保護期間を超えて、児童虐待を理由とし

て一時保護された児童は、調査した 36 都道府県等の一時保護所 61 か所のう

ち、34 か所で 399 人みられた。一時保護している児童の中には、通学の際

の保護者の強引な引取り等によって再び児童虐待が行われるおそれがある

等、学校に通うことが難しい児童もいると考えられる。全国の一時保護児童

のうち、学齢期の児童の割合は 66.4％となっていることから、仮に、上記

399 人の 66.4％が学齢期の児童であるとすると、約 265 人の児童が、長期に

わたって通学できなかったと推測される。 

厚生労働省は、都道府県等に対し、平成 21 年４月に一時保護所の学習指

導員等に教員ＯＢ等を活用するなど、一時保護所の学習環境に配慮すること

を要請している。しかし、同省の調査では、児童相談所に児童指導員として

配置された教員ＯＢ等の人数は、平成 20 年 60 人、21 年 59 人、22 年 45 人、

23 年 32 人と減少しており、23 年７月１日現在における全国 69 都道府県等

の一時保護所 127 か所のうち、児童指導員として教員ＯＢ等が全く配置され

ていないところが 51 都道府県等（23 年４月１日現在）の 95 か所（74.8％）

みられた。 

 

(ｱ) 制度の概要 

児童福祉法第 33 条により、児童相談所長は、虐待等により児童を家庭から

一時的に引き離す必要がある場合、児童相談所において、あるいは児童福祉

施設等に委託して児童を一時的に保護することができるとされており、同法

第 12 条の４により、児童相談所に一時保護所を設けなければならないとされ

ている。一時保護の期間は、原則として２か月を超えてはならないが、児童

相談所長等が必要と認めれば、引き続き一時保護を行うことができるとされ

ている。 
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また、児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）第 35 条により、

一時保護所の設備及び運営については児童養護施設について定める児童福祉

施設最低基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）を準用することとされている。 

児童相談所運営指針においては、一時保護が必要な児童は、その年齢も乳

幼児から思春期まで、また一時保護を要する背景も非行、児童虐待あるいは

発達障害など様々であり、個別のケアが必要であるものの、依然として混合

処遇をする事態がみられることから、その改善が課題として指摘されている。

また、一時保護中の児童の学習機会の確保については、学習をするだけの精

神状況にない、あるいは学業を十分に受けていないために基礎的な学力が身

についていない児童もいることから、児童在籍校と緊密な連携を図り、取り

組むべき学習内容や教材などを送付してもらうなど、創意工夫した学習を展

開するとともに、一時保護期間が長期化する児童については、特に都道府県

又は市町村の教育委員会等と連携協力を図り、就学機会の確保に努めること

とされている。 

さらに、厚生労働省は、文部科学省と協議した上で都道府県等に対し「一

時保護施設における学習環境の充実について」（平成 21 年４月 1 日雇児総第

0401003 号厚生労働省雇用均等･児童家庭局総務課長通知）を発出し、一時保

護所の児童指導員等については、都道府県等の教育委員会と連携を図り、人

事交流等により、現職教員からの人材の受入れを進めることや、教員ＯＢを

活用するなど、極力、児童の学習環境に配慮した対応を行うよう要請してい

る。 

 

  (ｲ) 把握する内容及び手法 

一時保護される児童数が増える中、虐待を理由に一時保護される児童も増え

ていることから、一時保護所の増設や環境改善等は、被虐待児童を適切に援助

することに寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、一時保護所数や定員は足りているか、混合処遇の

改善や入所児童の教育機会の確保など、一時保護所の環境改善は進んでいるか

との観点から、一時保護所における児童の入所状況、混合処遇の改善状況等に

ついて実地調査及び意識等調査により把握・分析した。 

 

  (ｳ) 把握結果 

ａ 一時保護所の入所率の状況 

平成 17 年度以降の一時保護所数、一時保護児童数及びそのうち児童虐待

を理由とする児童数の推移をみると、図表３－(3)－エ－①のとおり一時保
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護所数は増加してきており、一定の整備は進められているが、一時保護者数

も、17 年度１万 8,195 人から 21 年度１万 9,396 人に増加しており、うち児

童虐待を理由としたものも 6,442 人から 7,562 人に増加している。 

 

図表３－(3)－エ－① 一時保護所数、一時保護児童数及びそのうち児童
虐待を理由とする児童数 

（単位：か所、人） 

    年 度 

区 分 
平成 17 18 19 20 21 22 23 

一時保護所数 112 113 117 120 125 125 127

一時保護者数 18,195 18,720 19,218 19,278 19,396 ― ―

 児童虐待を理

由としたもの 
6,442 7,139 7,503 7,682 7,562 ― ―

（注）１ 当省の調査結果及び福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成

した。 

２ 一時保護所数については、平成 17年度、18年度及び 20年度は４月現在、

19 年度及び 23 年度は７月現在、21 年度及び 22 年度は５月現在の数値であ

る。 

３ 一時保護者数とは、児童相談所における所内一時保護児童の受付件数の

ことである。 

 

また、当省が開催した有識者研究会において、入所率が 90％以上になると、

性別や年齢、兄弟であること等、児童の状況に応じた入所をさせるのに苦慮

するといった意見があった。調査した 36 都道府県等における一時保護所の

年間平均入所率を確認したところ、図表３－(3)－エ－②のとおり、90％以

上の一時保護所数の割合は平成 18 年度以降増加していたものの、21 年度は

減少し、16.4％と概して高くない状況がみられた。 

しかし、平成21年度における年間平均入所率が90％以上の10か所（16.4％）

の中には 100％以上のところも４か所（6.6％）みられた。 

 

図表３－(3)－エ－② 一時保護所における年間平均入所率 
（単位：か所、％） 

区  分 
 
年  度 

平均入所率
を把握でき
た一時保護
所数（a） 

100%以上の
一時保護所
数（b） 

90 ％ 以 上
100％未満の
一時保護所
数（c） 

90％以上の
一時保護所
数（d＝b＋
c） 

90%を上回
る 一 時 保
護 所 の 割
合（d/a） 

平成 17 52 5 4 ９ 17.3

    18 53 7 2 ９ 17.0

    19 57 7 4 11 19.3

    20 60 4 9 13 21.7

    21 61 4 6 10 16.4

（注）当省の調査結果による。 
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調査した 40 児童相談所において、平成 21 年度の一時保護の状況を確認し

たところ、38 か所においては適切に一時保護が行われていると考えられるが、

残りの２児童相談所において、一時保護所に余裕があれば一時保護したかっ

たができなかった又は遅れた事例が 14 事例（22 人）みられた。 

なお、上記の２児童相談所の一時保護所の平成 21 年度の年間平均入所率

は、96％及び 94％といずれも 90％を上回っており、児童の状況に応じた入

所に苦慮しているものと考えられる。 

 

当省の意識等調査結果では、児童福祉司に対し、一時保護所に関して必要

な取組を聞いたところ、「一時保護所の増設」と回答した者が 51.5％と２番

目に多く、一時保護所の増設は児童福祉司にとって改善の優先度が高い項目

となっている。 

  

ｂ 一時保護所における混合処遇の状況 

 子ども・子育て応援プランにおいては、個別対応できる一時保護所の環境

改善として、全都道府県・指定都市で虐待を受けた児童と非行児童との混合

処遇の状況等を改善することとされており、子ども・子育てビジョンにおい

ても全都道府県等で同様の改善を行うこととされている。これらの改善につ

いて、厚生労働省の調査結果では、平成 23 年４月１日現在で全国 69 都道府

県等に設置された一時保護所（126 か所）のうち、43 都道府県等の 61 か所

（48.4％）において対応済みとしている。 

当省が調査した 40 児童相談所のうち、一時保護所を設置しており、かつ、

虐待を受けた児童と非行児童等との居室の区分け状況について把握できた

37 児童相談所の 39 一時保護所において、過去一年間に、混合処遇を避けよ

うとすれば保護することができないため混合処遇を行ったことがあるもの

が 35 一時保護所みられた。 

当省の意識等調査結果でも、図表３－(3)－エ－③のとおり、児童福祉司

に対して、一時保護所における必要な取組を聞いたところ「被虐待児童とそ

の他の児童との居室の区分け等による混合処遇の改善」と回答した者が

56.5％と最も多く、児童福祉司にとっても改善の優先度が高い項目となって

いる。 
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図表３－(3)－エ－③ 一時保護所における必要な取組 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

ｃ 長期入所児童への就学機会の確保状況 

平成 21 年度において児童虐待を理由に２か月以上一時保護所に保護され

た児童数は、調査した 36 都道府県等の一時保護所 61 か所のうち、34 か所で

399 人となっている。一時保護している児童の中には、通学の際の保護者の

強引な引取り等によって再び児童虐待が行われるおそれがある等、学校に通

うことが難しい児童もいると考えられる。全国の一時保護児童のうち学齢期

の児童の割合は 64.4％（注）となっていることから、仮に、これらの児童の

66.4％が学齢期の児童であるとすると、約 265 人の児童が、長期にわたり通

学できなかったと推測される。 

（注） 平成 21 年度福祉行政報告例によると、21 年度の児童相談所における一時保護

児童の受付件数（19,396 件）に占める６歳から 14 歳までの児童の件数は 12,886

件（66.4％）となっている。 

また、当省が開催した有識者研究会においても、特に一時保護が長期化し

ている児童に対する就学機会の確保は、課題の一つであるとの意見があった。 

全国の児童相談所における教員ＯＢ等の配置人数については、厚生労働省

の調査によると各年４月１日現在で、平成 20 年 201 人、21 年 214 人、22 年

246 人、23 年 268 人と増加しているが、うち、児童指導員として配置された

人数は 20 年 60 人、21 年 59 人、22 年 45 人、23 年 32 人と減少している。さ

らに、23 年７月１日現在における全国 69 都道府県等の一時保護所 127 か所
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総数(n=687)

あなたは、被虐待児童の一時保護や一時保護所に関して、どのような取組が必要だと

思いますか。特に必要だと思う選択肢を三つまでお選びください。

被虐待児童とその他の児童との居室の区分け 

等による混合処遇の改善 
 

一時保護所の増設 

一時保護所での夜間の勤務体制の拡充 

一時保護所の定員の増員 
 
一時保護所に被虐待児童を受け入れる場合の措

置費の増額 
 
一時保護所の入所対象とされていない乳児（０
歳）及び幼児（１歳から２歳程度）の委託一時保
護先の拡充 
 
一時保護委託費の増額 
 
委託一時保護中の児童に対する心理的ケアの 
充実 
 
その他 
 

無回答 
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のうち、児童指導員として教員ＯＢ等が全く配置されていないところが 51

都道府県等（23 年４月１日現在）の 95 か所（74.8％）みられた。 

 

ｄ 特定非営利活動法人による一時保護の実施 

① 調査した特定非営利活動法人７法人のうち、平成 21 年度において児童

の保護に係る取組を実施しているところは１法人みられた。 

平成 21 年度において当該法人が実施した児童等の保護のうち把握でき

た５事例の状況をみると、４事例が児童相談所からの委託一時保護であり、

１事例が法人独自で保護を行ったものであった。 

同法人は、児童相談所の一時保護所においては年齢制限や受入人数の問

題など限界があること等から、児童等が緊急に泊ることができるシェルタ

ーを確保し、独自に児童の保護を行っている。同法人では児童相談所から

の委託一時保護の受託と法人独自で児童等の保護を実施し、保護対象者は

10 歳から 19 歳までの女性としている。 

また、同法人は、定員が２人と少ないため、職員によるきめ細かな対応

が可能であること等を児童相談所等が行う一時保護との違いとして挙げ

ている。 

 

② 調査した児童養護施設18施設における平成21年の一時保護の受託状況

については、把握できた委託一時保護 95 事例のうち、児童相談所の一時

保護所が満所であることを理由の一つとして委託一時保護されたと思わ

れる事例が 28 事例（29.5％）みられた。また、調査した児童養護施設 18

施設の中には、児童養護施設における場所や支援体制の確保が困難である

ことを理由に委託一時保護を断った事例もみられた。 

年々虐待対応件数は増加していることを踏まえると、児童相談所の一時

保護所が満所で、児童養護施設においても委託一時保護ができない場合な

どにおいて、今後も特定非営利活動法人の活用が期待される。 
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 イ 保護者に対する援助 

  （要旨） 

 児童虐待防止法第４条により、児童が良好な家庭的環境で生活するために必

要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、国及び地方公共団体は、必要

な体制の整備に努めなければならないとされている。同法における「指導」及

び「支援」について、「児童虐待を行った保護者に対する援助ガイドライン」

（平成 20 年３月 14 日雇児総発第 0314001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

総務課長通知）では、「指導」とは児童相談所長又は都道府県知事が行う児童

福祉司指導等の行政処分（児童福祉法第 26 条第１項第２号及び第 27 条第１項

第２号）を、「支援」とは保護者のニーズに応じて行う指導（児童福祉法第 11

条第１項第２号ニ）を指すとされ、これらを総称して援助ということとされて

いる。 

また、児童虐待防止法第 11 条第３項により、上記指導に従わない場合には

都道府県知事は保護者に対する勧告を行うことができるとされ、児童福祉法

第 28 条第６項により、家庭裁判所は同法に基づく強制入所に際し、保護者に

対し、指導措置を採るべき旨を都道府県に勧告することができるとされてい

る。 

さらに、市町村は、児童福祉法第 10 条第１項第３号により、児童の福祉等

に関する相談に応じ、必要な調査等を行うこととされている。 

児童相談所が行う援助に関しては、児童相談所運営指針により、受理した

相談について専門職員の関与によるアセスメント（調査）等を行い、援助指

針を作成することとされている。また、市町村が行う援助に関しては、市町

村児童家庭相談援助指針において同様に援助方針を作成することとされてお

り、これらは定期的に検証し、見直すこととされている（以下、援助指針と

援助方針を総称して「援助指針等」という。）。 

 

① 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村では、いずれも援助方針会議等を経

て援助指針等を決定し、これに基づく援助を行っているとしている。これら

の援助による効果を把握するため、児童相談所・市町村ごとに、平成 19 年

度から 21 年度までに受け付けた児童虐待事例を各年度 100 件（100 件に満

たない場合は全件）抽出し、初期アセスメント（調査）段階と年度末現在で

の児童虐待の程度の変化の状況及び援助終了後等における再発状況（注）を

把握したところ、21 年度に児童虐待相談として受け付けたものが、同年度

中に悪化した割合は児童相談所で 1.4％、市町村で 2.6％であり、同年度末
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までに再発した割合は児童相談所で 5.0％、市町村で 3.7％となっている。

（注）再発とは、同一の被害者、加害者で、ⅰ）援助方針会議等で一旦は対応終了と

判断した後に、又はⅱ）直近の援助から１年以上経過した後に、児童虐待が再び

起こったものをいう。 

 

② 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村ごとに、悪化事例及び再発事例を平

成 21 年度末から遡って原則直近の５事例抽出し、その原因を分析すると、

以下のとおり、ⅰ）保護者援助を行ったものの養育態度が改善されなかった

（改善されていなかった）こと、ⅱ）虐待者や被虐待児童へのアセスメント

及びそれに基づく援助が不十分であったことが挙げられる。 

ⅰ）悪化した 174 事例（児童相談所 111 事例、市町村 63 事例）のうち 120

事例（69.0％）、再発した 71 事例（児童相談所 49 事例、市町村 22 事例）

のうち 49 事例（69.0％）は、児童相談所や市町村が援助を行ったものの

養育態度が改善されなかったケースである。このようなケースが発生する

理由としては、当省が開催した有識者研究会等において、㋐児童虐待を認

識しない保護者が多いこと、㋑特に児童相談所については、保護者に対す

る援助機能を有している一方で、一時保護等の行政権限を有していること

から、児童相談所が行う援助に対する保護者の反発が生じている場合も少

なくないことが指摘されている。 

㋐に関しては、当省の意識等調査結果では、児童福祉司の 97.4％、市

町村担当者の 83.3％が保護者に対する援助について困難を感じることが

あるとしており、その理由として、児童福祉司の 48.4％、市町村担当者

の 54.2％が「保護者に対する指導プログラムが確立されていないから」

を理由として挙げている。保護者指導プログラムに関しては、民間団体等

を中心に欧米の例などを参考として開発されてきているが、これらの情報

共有がなされていない等の指摘があり、このようなことが意識等調査の結

果に表れているものと考えられる。 

㋑に関しては、保護者の養育態度が改善されなかったものは、悪化した

事例においては、児童相談所は 70.3％（111 事例中 78 事例）であるのに

対し市町村は 66.7％（63 事例中 42 事例）、再発した事例においては、児

童相談所は 73.5％（49 事例中 36 事例）であるのに対し市町村は 59.1％

（22 事例中 13 事例）といずれも児童相談所の方がその割合は高いものと

なっている。また、調査した児童相談所の中には、ケースを担当する児童

福祉司以外の者が児童虐待を行った保護者に第三者的に関わることによ

り保護者の反感を和らげ、有効な支援を行っている事例がみられた。 



- 101 - 

ⅱ）悪化した 174 事例のうち 29 事例（16.7％）、再発した 71 事例のうち 15

事例（21.1％）は、児童虐待を行った保護者や虐待を受けた児童へのアセ

スメントやそれに基づく援助が不十分であったものである。具体的には、

援助指針等の見直しが行われず月１回予定していた家庭訪問が半年以上

滞っていた結果悪化したものや、学校関係者からの情報に頼って調査を行

い、対応終了の判断をした結果再発したものなどがみられた。 

援助指針等決定時や対応終了時に児童や保護者の状態、生活状況などを

客観的に判断するための独自のアセスメントシートを利用している児童

相談所における悪化率（0.9％）、再発率（3.3％）は、利用していない児

童相談所における悪化率（2.1％）、再発率（5.8％）に比べて低く、援助

指針等を定期的に見直すこととしている児童相談所は、そうでない児童相

談所に比べて悪化率が低くなっている。市町村においても同様の結果とな

っている。 

 

③ 上記のほか、児童虐待防止法及び児童福祉法に基づく援助等の実施状況を

みると、 

ⅰ）児童虐待相談に関し、児童福祉司指導等を行った実績は、平成 21 年度

で 1,792 件となっており、１児童相談所当たりでみると 8.9 件で多くはな

い。調査した 36 都道府県等における平成 21 年度の児童福祉司指導等の実

施状況をみると、「法令に基づく指導は、保護者との信頼関係を築きにく

い」こと等を理由として、その実績が無いところが４都道府県等みられた。

ⅱ）都道府県知事等から保護者への勧告の実績は、平成 21 年度には２都道

府県で９件ある。勧告が未実施の都道府県等では、「勧告には強制力も罰

則もなくその効果が期待しづらい」、「保護者が指導に従わない場合は職権

で被虐待児童の一時保護を行う」等の理由を挙げている。 

ⅲ） 家庭裁判所から都道府県等への保護者に対する指導措置の勧奨勧告の

実績は、平成 21 年度には 34 件ある。当省が把握した勧奨勧告事例 14 件

について、その後の状況をみると、保護者が児童相談所による指導措置を

受け入れているものが６件、保護者が指導措置に従わず状況が改善してい

ないものが８件であった。 

当省が開催した有識者研究会では、保護者が指導措置に従わない場合に

罰則を課すこととした場合は、形式的に指導だけには従うことはあるかも

しれないが、実質的な改善にはつながらないのではないかとの意見があっ

た。 
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④ 当省の政策評価の途上で、「社会保障審議会児童部会児童虐待防止のため

の親権の在り方に関する専門委員会」において、児童相談所の指導に応じ

ず、養育態度を改善しようとする態度がみられない保護者に対する指導の

在り方等に関する検討が行われ、平成 23 年１月に、ⅰ）家庭裁判所から都

道府県知事に保護者指導の勧告を行う際に勧告の内容を保護者に伝達でき

るような対応を図ることについて検討すること、ⅱ）児童相談所が行う保

護者指導の好事例を取りまとめるとともに、保護者指導の担い手となる民

間団体の支援を進めること等が提言されているところである。 

 

  (ｱ) 制度の概要 

児童虐待防止法第４条により、児童が良好な家庭的環境で生活するために必

要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、国及び地方公共団体は、必要

な体制の整備に努めなければならないとされている。同法における「指導」及

び「支援」について、児童相談所が受けた児童虐待に関する相談に対し援助を

行う場合の基本的ルールを定めた「児童虐待を行った保護者に対する援助ガイ

ドライン」では、「指導」とは児童相談所長又は都道府県知事が行う児童福祉

司指導等の行政処分（児童福祉法第 26 条第１項第２号及び第 27 条第１項第２

号）を、「支援」とは保護者のニーズに応じて行う指導（児童福祉法第 11 条第

１項第２号ニ）を指すとされ、これらを総称して援助ということとされている。 

また、児童虐待防止法第 11 条第２項により、保護者は指導を受けなければ

ならないとされ、この指導に従わない場合には、同条第３項により都道府県知

事は保護者に対する勧告を行うことができるとされている。さらに、児童福祉

法第 28 条第６項により、家庭裁判所は同法に基づく強制入所に際し、保護者

に対し、指導措置を採るべき旨を都道府県に勧告することができるとされてい

る。 

さらに、市町村については、児童福祉法第 10 条第１項第３号により、児童

の福祉等に関する相談に応じ、必要な調査等を行うこととされている。 

児童相談所が行う援助に関しては、児童相談所運営指針により、児童虐待に

関する相談を受理したときは、専門職員の関与によるアセスメント（調査）等

を行い、それに基づき援助方針会議を行い、その結果に基づき援助指針を作成

し、援助を行うとされている。市町村でも、市町村児童家庭相談援助指針によ

り、ケース検討会議において援助方針の作成をすることとされている。これら

の援助指針等は、定期的に検証し、見直すこととされている。 

なお、「児童虐待を行った保護者に対するガイドライン」では、児童福祉司
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指導措置を採るべき例として、「児童虐待の自覚のない保護者、自己中心的な

行動を展開する保護者、周囲の援助を拒否する保護者、入所する子どもに無関

心な保護者等保護者の自主性を尊重するだけでは児童の福祉が図れないため、

児童相談所が行動の枠組みを示す必要がある事例」が挙げられており、また、

当該指導に従わない場合には積極的に勧告を行うことにより効果的に援助を

実施することが期待されるとされている。 

 

  (ｲ) 把握する内容及び手法 

保護者に対する援助は、親子が良好な家庭環境で生活すること等を目的とし

ており、援助が適時的確に実施されることにより、児童虐待の程度が改善され、

児童虐待の防止等に寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、保護者に対する援助は適切に実施され、児童虐待

の程度の改善に結び付いているかとの観点から、実地調査及び意識等調査によ

り把握・分析した。 

 

  (ｳ) 把握結果 

① 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村では、いずれも援助方針会議等を経

て援助指針等を決定し、これに基づく援助を行っているとしている。これら

の援助による効果を把握するため、児童相談所・市町村ごとに、平成 19 年

度から 21 年度までに受け付けた児童虐待事例を各年度 100 件（100 件に満た

ない場合は全件）抽出し、初期アセスメント（調査）段階と年度末現在での

児童虐待の程度の変化の状況及び援助終了後等における再発状況を把握す

ることとした。 

まず、調査した 40 児童相談所では、図表３－(3)－エ－④及び３－(3)－

エ－⑤のとおり、例えば、21 年度の悪化の割合は 1.4％、再発の割合は 5.0％

となっている。 
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図表３－(3)－エ－④ 児童相談所における児童虐待事例の初期アセスメ
ント段階と年度末現在での児童虐待の程度の比較 

（単位：か所、件、％） 

区 分 
児童相

談所数 

初期アセスメント段階と年度末現在での比較 
総件数 

改善 変化なし 悪化 

平成 19 年度 31 1,746(66.5) 835(31.8) 45(1.7) 2,626(100)

20 年度 32 1,793(66.8) 850(31.7) 41(1.5) 2,684(100)

21 年度 33 2,171(70.9) 847(27.7) 44(1.4) 3,062(100)

       （注）１ 当省の調査結果による。 

        ２ 児童相談所数は、調査対象 40 児童相談所のうち、児童虐待の程度の比較

ができた児童相談所数である。 

         ３ 総件数については、調査した児童相談所で平成 19 年度から 21 年度までに

受け付けた児童虐待事例の中から、児童相談所ごとに各年度 100 件（100 件

に満たない場合は全件）抽出した件数である。 

             ４ 事例として抽出したもののうち、改善状況が不明なものは除いている。 

 

図表３－(3)－エ－⑤ 児童相談所における児童虐待事例の再発状況 
（単位：か所、件、％） 

区 分 児童相談所数 総件数 再発件数（再発率）

平成 19 年度 31 2,823(100) 269(9.5)

20 年度 31 2,974(100) 272(9.1)

21 年度 36 3,322(100) 166(5.0)

（注）１ 当省の調査結果による。 

           ２ 児童相談所数は、調査対象 40 児童相談所のうち再発状況が把握できた児

童相談所数である。 

        ３ 総件数については、調査した児童相談所で平成 19 年度から 21 年度までに

受け付けた児童虐待事例の中から、児童相談所ごとに各年度 100 件（100 件

に満たない場合は全件）抽出した件数である。 

４ 再発件数は、当該年度に児童虐待相談を受け付け、平成 21 年度末までに

再発したものの件数である。また、事例として抽出したもののうち、再発状

況が不明なものは除いている。 

 

次に、調査した 39 市町村では、図表３－(3)－エ－⑥及び３－(3)－エ－

⑦のとおり、例えば、21 年度の悪化の割合は 2.6％、再発の割合は 3.7％と

なっている。 
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図表３－(3)－エ－⑥ 市町村における児童虐待事例の初期アセスメント段
階と年度末時現在での児童虐待の程度の比較 

（単位：市町村、件、％） 

区 分 市町村数 
初期アセスメント段階と年度末現在での比較 

総件数 
改善 変化なし 悪化 

平成 19 年度 28 711(53.3) 602(45.1) 22(1.6) 1,335(100)

20 年度 30 818(49.5) 793(47.9) 43(2.6) 1,654(100)

21 年度 34 810(44.0) 983(53.4) 48(2.6) 1,841(100)

    （注）１ 当省の調査結果による。 

       ２ 市町村数は、調査対象 39 市町村のうち、児童虐待の程度の比較ができた市町

村数である。 

３ 総件数については、調査した市町村で平成 19 年度から 21 年度までに受け付

けた児童虐待事例の中から、市町村ごとに各年度 100 件（100 件に満たない場

合は全件）抽出した数である。 

       ４ 事例として抽出したもののうち、改善状況が不明なものは除いている。 

 

図表３－(3)－エ－⑦ 市町村における児童虐待事例の再発状況 

（単位：市町村、件、％） 

区 分 市町村数 総件数 再発件数（再発率）

平成 19 年度 30 1,678(100) 70(4.2)

20 年度 31 2,015(100) 82(4.1)

21 年度 35 2,165(100) 80(3.7)

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 市町村数は、調査対象 39 市町村のうち再発状況が把握できた数である。 

３ 総件数については、調査した市町村で平成 19 年度から 21 年度までに受け付

けた児童虐待事例の中から、市町村ごとに各年度 100 件（100 件に満たない場

合は全件）抽出した数である。 

         ４ 再発件数は、当該年度に児童虐待相談を受け付け、平成 21 年度末までに再

発したものの件数である。また、事例として抽出したもののうち、再発状況が

不明なものは除いている。 

       

② 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村において、悪化事例を平成 21 年度

末から遡って原則直近の５事例抽出し、その原因を把握した結果は図表３－

(3)－エ－⑧のとおりであり、保護者が援助に拒否的である等保護者の養育

態度が改善されなかったものが 69.0％、アセスメントやそれに基づく援助が

不十分であったものが 16.7％となっている。 
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図表３－(3)－エ－⑧ 悪化事例の主な原因 
（単位：件、％） 

区   分 児童相談所 市町村 計 

保護者が援助に拒否的である等保護者
の養育態度が改善されなかった 

78(70.3) 42（66.7） 120(69.0)

アセスメントやそれに基づく援助が不
十分 

  16（14.4） 13（20.6） 29(16.7)

その他（児童の非行の悪化、宗教上の考
えの違いなど） 

  17（15.3） 8（12.7） 25(14.4)

計 111(100) 63(100) 174(100)

（注）１ 当省の調査結果による（悪化事例件数は、平成 21 年度末から遡って原則直

近の５事例を児童相談所及び市町村ごとに抽出）。 

   ２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

 また、再発事例について同様に抽出し、そのうち対応終了後１年以内に

再発したものについてその原因を把握した結果は図表３－(3)－エ－⑨の

とおり、状況が改善されたとして対応終了等の判断をしたものの、養育態

度が改善されていなかったものが 69.0％、アセスメントやそれに基づく援

助が不十分であったものが 21.1％となっている。 

 

図表３－(3)－エ－⑨ 再発事例の主な原因 

（単位：件、％） 

区   分 児童相談所 市町村 計 

状況が改善されたとして対応終了等の判断をし

たものの、養育態度が改善されていなかった 
36(73.5) 13(59.1) 49(69.0)

アセスメントやそれに基づく援助が不

十分 
7(14.3) 8(36.4) 15(21.1)

その他（児童の非行の悪化、宗教上の考

えの違いなど） 
6(12.2) 1( 4.5) 7( 9.9)

計 49(100) 22(100) 71(100)

（注）１ 当省の調査結果による（再発事例件数は、平成 21 年度末から遡って原則直

近の５事例を児童相談所及び市町村ごとに抽出）。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

③ 悪化又は再発の原因として最も多い原因は、「保護者が児童相談所の援助

に拒否的である等保護者援助を行ったものの養育態度が改善されなかった

（改善されていなかった）」である。このようなケースが多い理由としては、

当省が開催した有識者研究会等においては、ⅰ）児童虐待を認識しない保護

者が多いこと、ⅱ）特に児童相談所については、保護者に対する援助機能を

持ちながら一時保護等の行政権限を持っていることもあり、児童相談所が行

う援助に対して保護者の反発が生じている場合も少なくないことが指摘さ
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れている。 

 

ⅰ）に関しては、当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－エ－⑩のと

おり、保護者に対する援助について児童福祉司の 97.4％及び市町村担当者の

83.3％が「困難を感じることがある」と回答している。その理由として、図

表３－(3)－エ－⑪のとおり、児童福祉司の 48.4％及び市町村担当者の

54.2％が「保護者に対する指導プログラムが確立されていないから」と回答

している。 

 

図表３－(3)－エ－⑩ 保護者に対する支援に困難を感じることはあるか 

 

 

   （注）１ 当省の意識等調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合が

ある。 

 

図表３－(3)－エ－⑪ 保護者に対する援助が困難と感じる理由（複数回答、
主なもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （注）当省の意識等調査結果による。 

ある

97.4 

83.3

どちらともいえない

1.5 

13.9 

ない

0.0 

2.3 

無回答

1.2 

0.5 

児童福祉司

総数(n=688)

市町村担当者

総数(n=1427)

（％）

あなたは、児童虐待を行った保護者に対する支援に困難を感じることは

ありますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。

84.3 

65.5 

48.4 

25.3 

17.2 

11.4 

0 20 40 60 80 100
（％）

（問児童虐待を行った保護者に対する支援に困難を感じることはあると回答された方に）

問 あなたは、なぜそのように思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を三つまでお選びください。

84.3

虐待を認識しない保護者への対処など難しい事例

が少なくないから

人事配置に余裕がなく、保護者に対してきめ細や

かなケアを行う時間がないから 

保護者に対する指導のプログラムが確立されてい

ないから 

家族の再統合のためのプログラムが確立されてい

ないから 

人事異動が多く、継続的な対応が困難だから 

経験の長いベテランの者が少なく、相談できる相

手がいないから 

38.8 

54.2 

18.0

21.0

上段：児童福祉司（n=669） 

下段：市町村担当者（n=1,188）
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保護者に対する指導プログラムに関しては、図表３－(3)－エ－⑫のとお

り、民間団体等を中心に欧米の例などを参考として開発されており、児童相

談所がその方法を取り入れている例もある。一方、厚生労働省では、「児童

虐待を行った保護者に対する援助ガイドライン」において、民間団体等が行

う保護者に対する指導プログラムについて、「有用性を勘案して、積極的に

活用することにより、効果的かつ効率的な保護者援助に努めることが重要で

ある。」としているものの、これらのプログラムに関し、当省が開催した有

識者研究会において、情報の共有がなされていない、児童相談所においてプ

ログラムを実践できる人材が少ない等の指摘もあり、このようなことが意識

等調査の結果に表れているものと考えられる。 

 

図表３－(3)－エ－⑫ 保護者指導プログラムの例 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名 内  容 

Nobody 

Perfect 

 カナダで開発された子育て中の親に対する支援プログラム。乳幼

児をもつ親を対象にし、参加者がそれぞれに抱えている悩みなどを

グループで話し合いながら自分に合った子育ての仕方を学ぶ。 

Common  

Sense 

Parenting 

 アメリカで開発された「被虐待児の保護者支援」のペアレンティ

ングトレーニングのプログラム。暴力や暴言を使わずに児童を育て

る技術を親に伝えることで、児童虐待の予防や回復を目指すもの。

My Tree 児童虐待・体罰をしている親の回復支援プログラム。10 人程度

の完全にクローズドのグループで行い、半年から１年かけてプログ

ラムを受講する。 

     （注）各プログラムに関するホームページ等による。 

 

ⅱ）に関しては、保護者の養育態度が改善されなかったものは、悪化事例

においては、前述の図表３－(3)－エ－⑧のとおり、児童相談所は 70.3％（111

事例中 78 事例）であるのに対し市町村は 66.7％（63 事例中 42 事例）、再発

事例においては、前述の図表３－(3)－エ－⑨のとおり、児童相談所は 73.5％

（49 事例中 36 事例）であるのに対し市町村は 59.1％（22 事例中 13 事例）

といずれも児童相談所の方がその割合は高いものとなっている。 

当省の意識等調査結果では、前述の図表３－(3)－エ－⑩及び３－(3)－エ

－⑪のとおり、保護者に対する援助について児童福祉司の 97.4％が「困難を

感じることがある」と回答し、その理由として、「虐待を認識しない保護者

への対処など難しい事例が少なくないから」と回答した者が 84.3％と最も多

かった。 

また、神奈川県では、原則として一時保護又は施設入所となった児童の保

護者を対象に、担当の児童福祉司等と役割分担しながら観察、評価、面接等

を行う「親子支援チーム」を平成 17 年度から各児童相談所に設置している
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（平成 21 年度は５児童相談所全てに児童福祉司各２名を配置）。親子支援チ

ームは、児童相談所が一時保護等強制介入を行うと、これに反発する保護者

と対立関係になるため、強制介入した児童福祉司とは異なる立場で同チーム

が関与し、家族の支援を行うものであり、神奈川県では、「保護者と協働し

て安心・安全な家族を作る枠組みへ移行することが可能となった」としてい

る。 

 

④ 悪化した 174 事例のうち 29 事例（16.7％）、再発した 71 事例のうち 15 事

例（21.1％）は、児童虐待を行った保護者や虐待を受けた児童へのアセスメ

ントやそれに基づく援助が不十分であったものである。具体的には、悪化事

例では、ⅰ）家族関係の調査が不十分であったことにより母による身体的虐

待のみに目を奪われ、養父による性的虐待の発見が遅れたもの、ⅱ）援助指

針等で月１回の家庭訪問を決定しながら当該訪問が滞っていたもの、ⅲ）保

護者からの説明を信じてそれ以上の調査を行わなかった結果、児童が重傷を

負ったものなどが、再発事例では、虐待者の配偶者からの情報や学校関係者

からの情報に頼って調査を行い、対応終了の判断をしたものなどがみられた。 

 

一方、援助指針等決定時や対応終了時のアセスメントシートの利用状況と

悪化・再発の状況をみると、図表３－(3)－エ－⑬及び３－(3)－エ－⑭のと

おり、援助指針等の決定時や対応終了時にアセスメントシートを利用してい

る児童相談所又は市町村では、利用していないところに比べ、悪化率・再発

率共に低くなっていた。 

 

図表３－(3)－エ－⑬ 援助指針等決定時のアセスメントシートの利用状況
と悪化率（平成 21 年度） 

（単位：か所、市町村、％） 

アセスメントシートの

利用状況 

児童相談所 市町村 

児童相談所数 悪化率 市町村数 悪化率 

利 用 19 0.9 14 2.1

未利用 14 2.1 20 3.0

    （注）１ 当省の調査結果による。 

        ２ 児童相談所数及び市町村数は、アセスメントシートの利用状況及び悪化率の

両方が把握できた機関の数である。 
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図表３－(3)－エ－⑭ 対応終了時のアセスメントシートの利用状況と再発
率（平成 21 年度） 

                        （単位：か所、市町村、％） 

アセスメントシートの

利用状況 

児童相談所 市町村 

児童相談所数 再発率 市町村数 再発率 

利 用 12 3.3 3 0.0

未利用 24 5.8 32 4.2

    （注）１ 当省の調査結果による。 

       ２ 児童相談所数及び市町村数は、アセスメントシートの利用状況及び再発率の

両方が把握できた機関の数である。 

 

さらに、援助指針等の定期的な見直しに関する取決め（援助指針等見直し

時期の目安が示されているか否か）の有無と悪化の状況をみると、図表３－

(3)－エ－⑮のとおり、取決め「有」の児童相談所又は市町村の方が「無」

のところに比べ悪化率が低くなっていた。 

 
   図表３－(3)－エ－⑮ 援助指針等の定期的な見直しの取決めの有無と悪化

率（平成 21 年度） 
（単位：所、市町村、％） 

援助指針等の定期的な見直

しに関する取決めの有無 

児童相談所 市町村 

児童相談所数 悪化率 市町村数 悪化率 

有 22 0.6 20 2.5

無 12 3.3 14 2.7

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 児童相談所数及び市町村数は、援助指針等の定期的な見直しに関する取決め

の有無及び悪化率の両方が把握できた機関の数である。 

 

⑤ 上記のほか、児童虐待防止法及び児童福祉法に基づく援助等の実施状況を

みると以下のとおりとなっている。 

ⅰ）児童虐待相談への対応に関し、児童福祉法に基づく児童福祉司指導等の

実績をみると、図表３－(3)－エ－⑯のとおり、平成 21 年度は 17 年度に

比べ 400 件程度増加しているものの、１児童相談所当たりでみると 8.9 件

で多くはない。 
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図表３－(3)－エ－⑯ 児童福祉法に基づく児童福祉司指導等の対応状況 
（単位：件） 

     年 度 

区 分 
平成 17 18 19 20 21 

児童福祉司指導 1,360 1,465 1,574 1,843 1,760

児童委員指導 9 8 4 6 6

児童家庭支援センタ

ー指導（委託） 
19 17 17 17 26

計（１児童相談所当

たりの件数） 

1,388 

(7.4)

1,490

(7.8)

1,595

(8.2)

1,866 

(9.5) 

1,792

(8.9)

     （注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

調査した36都道府県等における平成21年度の児童福祉司指導等の実施

状況をみると、「法令に基づく指導は、保護者との信頼関係を築きにくい」

こと等を理由として、その実績が無いところが４都道府県等みられた。一

方、「児童虐待を理由にした施設入所の場合は、原則として児童福祉司指

導の措置をとる」として同指導が積極的に行われている都道府県等もみら

れるなど児童福祉司指導に関する考え方が各都道府県等によって異なる

ものとなっていた。 

 

ⅱ) 都道府県知事の保護者に対する勧告については、児童虐待防止法の改正

により、平成 20 年４月から当該勧告に従わなかった場合には一時保護、

施設入所措置その他の必要な措置を講ずるものとされ、当該勧告の位置付

けの明確化が図られている。 

しかし、平成 17 年度から 21 年度までの児童虐待防止法に基づく勧告の

実績は、図表３－(3)－エ－⑰のとおり、21 年度に若干増加しているもの

の、虐待対応件数からみてもごく僅かとなっている。 

 
図表３－(3)－エ－⑰ 児童虐待防止法に基づく都道府県知事の勧告の実績 

(単位：件、都道府県等） 

     年 度 

区 分 
平成 17 18 19 20 21 

勧告件数 0 1 2 2 9

勧告の実績のある都道

府県等数 
0 1 1 2 2

       （注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

調査した 36 都道府県等のうち、平成 17 年度から 21 年度までに児童虐

待防止法第 11 条第３項に基づく都道府県知事の勧告の実績があるのは２
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都道府県等（２件）となっている。また、勧告の実績がない 34 都道府県

等のうち 11 都道府県等は、「勧告には強制力も罰則もなくその効果が期待

しづらい」、「保護者が指導に従わない場合には職権で被虐待児童の一時保

護を行う」等勧告の効果を疑問視する理由を挙げている。 

 

ⅲ) 平成17年度から21年度の家庭裁判所から都道府県等への保護者に対す

る指導措置の勧奨勧告の実績は図表３－(3)－エ－⑱のとおり、微増傾向

にあるものの、虐待対応件数からみるとその実績は少ない。 

 
図表３－(3)－エ－⑱ 家庭裁判所から都道府県等への保護者に対する指導

措置の勧奨勧告の実績 
（単位：件、都道府県等） 

      年 度 

区 分 
平成 17 18 19 20 21 

勧奨勧告件数 9 16 31 35 34

勧奨勧告を受けた実績

のある都道府県等数 
7 11 9 9 8

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

また、調査した 36 都道府県等のうち、平成 17 年度から 21 年度までに

家庭裁判所から勧奨勧告を受けて保護者への指導措置を採ったことがあ

るのは 17 都道府県等である。このうち 13 都道府県等の 13 児童相談所 14

件について保護者の対応状況を調査したところ、保護者が児童相談所によ

る指導措置を受け入れているものが６件、保護者が指導措置に従わず状況

が改善していないものが８件であった。 

 

当省が開催した有識者研究会では、保護者が指導措置に従わない場合に

罰則を課すこととした場合は、形式的に指導だけには従うことはあるかも

しれないが、実質的な改善にはつながらないのではないかとの意見があっ

た。 

 

⑥ 当省の政策評価の途上で、平成 23 年５月、親権を最長２年停止できるこ

と等を内容とする民法の一部を改正する法律と、児童福祉施設の施設長が児

童の福祉のために行う措置が親権者の主張に優先すること等を内容とする

児童福祉法の一部を改正する法律が成立した。 

これら児童虐待防止のための制度の見直しに当たり、厚生労働省において、

「社会保障審議会児童部会児童虐待防止のための親権の在り方に関する専
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門委員会」が設置され、同専門委員会では、保護者への指導に関し、児童相

談所の指導に応じず養育態度を改善しようとする姿勢がみられない者も少

なくないとして、保護者に対する指導の在り方に関する検討が行われたとこ

ろである。同専門委員会報告書（平成 23 年１月 28 日）では、今後考えられ

る対応策として次のこと等が提言されている。 

ⅰ）児童福祉法第 28 条の審判において家庭裁判所から都道府県知事に保護

者指導の勧告を行う際に、必要に応じて児童相談所から家庭裁判所に対し

て、勧告の内容を保護者に伝達するよう上申するなどの運用面での対応を

図ることについて検討すべきである。 

ⅱ）児童福祉法第 28 条のケースに限らず、児童相談所が行う保護者指導一

般の実効性を高める観点から、児童相談所が行う保護者指導の好事例等に

ついてまとめるとともに、全国の児童相談所に示す等の取組により、保護

者指導の内容を改善するための取組を進めるとともに保護者指導の担い

手となる民間団体の支援を進めるべきである。  
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ウ 児童相談所と児童養護施設等との連携 

   （要旨） 

児童相談所運営指針により、児童養護施設等への入所の措置は児童相談所の

主要業務の一つであり、その効果的実施のため、児童相談所は、児童養護施設

等と十分に連携を図ることとされており、措置中も、児童養護施設等と十分連

携を図りつつ、児童及びその家庭環境の状況等を継続して把握するとともに、

必要な援助を行うこととされている。 

 調査した 40 児童相談所における、児童養護施設等との連携状況を把握した

ところ、その全てで、連絡会議の開催や定期訪問、施設が行う個別のケース検

討会議への参画等により、児童養護施設等との間で児童及びその家庭環境に関

する情報交換等を実施していた。また、児童養護施設等が自立支援計画を策定

するに当たっては、全ての児童相談所が施設に対する助言等を行っており、自

立支援計画の見直しの際にも 37 児童相談所で助言等を行っていた。 

 しかし、調査した 38 児童養護施設等において、児童相談所による支援の実

施状況を把握したところ、入所児童について児童相談所が作成する援助指針が

児童養護施設等に提供されていないものが 21.9％（1,021 事例中 224 事例）、

提供されていても児童の入所から長期間（30 日以上）を要しているものが

11.3％（771 事例中 87 事例）みられ、児童養護施設等からは児童の生育歴など

が分からず自立支援計画の策定に支障が生じているとして、援助指針の早期の

提供を望む意見があった。 

 また、当省の意識等調査結果では、児童養護施設等の担当者の 66.4％が児童

相談所による施設入所児童やその保護者への対応について、「不十分」又は「ど

ちらかといえば不十分」と回答しており、その理由としては、「施設入所後の

継続的なアセスメントが行われていないから」が 60.1％、次いで「保護者を交

えた家族再統合の取組が十分に行われていないと感じるから」が 54.9％、「養

育環境の調査等のアセスメントが十分に行われていないと感じるから」が

54.5％となっている。 

 

(ｱ) 制度の概要 

児童相談所運営指針により、児童養護施設等への入所の措置は児童相談所の

主要業務の一つであり、その効果的実施のため、児童相談所は、児童養護施設

等と十分に連携を図ることとされており、措置中も、児童養護施設等と十分連

携を図りつつ、児童及びその家庭環境の状況等を継続して把握するとともに、

必要な援助を行うこととされている。 
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また、施設への入所時には、措置決定通知書に添えて、児童の援助の参考と

なる情報や援助指針などの資料を児童養護施設等の長に送付することとされ

ており、児童養護施設等では、措置が行われてから児童等の実態把握・評価に

基づき自立支援計画を策定するまでの数か月間は、児童相談所の策定した援助

指針を自立支援計画として活用し、支援することも差し支えないとされている。 

 

   (ｲ) 把握する内容及び手法 

児童相談所と児童養護施設等が緊密に連携することは、児童の生育環境や発

達状況等に応じた適切な支援を行うことに寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、児童相談所から児童養護施設等への援助指針の提

供などその連携は適時的確に行われているかとの観点から、実地調査及び意識

等調査により把握・分析した。 

 

   (ｳ) 把握結果 

調査した 40 児童相談所全てで、連絡会議の開催や定期訪問、施設が行う個

別のケース検討会議への参画等により、児童養護施設等との間で児童及びその

家庭環境に関する情報交換等を実施していた。また、児童養護施設等の自立支

援計画の策定に当たっては全ての児童相談所で施設に対する助言等が行われ

ており、自立支援計画の見直しの際にも 37 児童相談所で助言等を行っている

など、児童相談所と児童養護施設等との連携についてはおおむね適切に行われ

ていると考えられる。 

しかし、調査した児童養護施設等の入所児童について、児童相談所からの援

助指針の提供状況をみると、図表３－(3)－エ－⑲のとおり、調査対象 38 施設

の入所児童のうち、21.9％（1,021 事例中 224 事例）の児童について援助指針

の提供がなされていない状況がみられ、特に児童養護施設及び乳児院で援助指

針が提供されていない割合が高くなっている。 
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     図表３－(3)－エ－⑲ 児童相談所から施設に対する援助指針の提供状況 
（単位：施設、人、件、％） 

区  分 
調査対象

施設数 
入所児童数 

援助指針の提供なし 

施設数 件 数 

児童養護施設 18   713(100) 8 183(25.7)

情緒障害児短期治療施設  8   168(100) 3  18(10.7)

乳児院  7    93(100) 5  21(22.6)

児童自立支援施設  5    47(100) 1 2( 4.3)

計 38 1,021(100) 17 224(21.9)

     （注）当省の調査結果による。 

 

また、援助指針が提供されたものについて、児童の入所から援助指針の提供

までの期間を把握したところ、図表３－(3)－エ－⑳のとおり、入所から援助

指針の提供まで 30 日以上を要しているものが 11.3％（771 事例中 87 事例）あ

り、特に乳児院で長期間を要している状況となっている。 

 

            図表３－(3)－エ－⑳ 施設入所から援助指針提供までの期間 
（単位：件、％） 

区   分 

援助指針の提供時期が分かる事例の総件数 

 入所から援助指針提供までに

30 日以上を要しているもの 

児童養護施設 502 63(12.5)

情緒障害児短期治療施設 150  2( 1.3)

乳児院  72 22(30.6)

児童自立支援施設  47 0( 0.0)

計 771 87(11.3)

       （注）当省の調査結果による。 

 

さらに、調査した児童養護施設等からは、ⅰ）援助指針の提供が遅いこと等

から児童の家庭環境や生育歴などが分からず自立支援計画の策定に支障が生

じているとの意見や、ⅱ）児童が入所する際には、児童相談所は、全ての児童

に係る援助指針を提供し、児童ごとの課題や支援方法を明確に示してもらいた

いとの意見などがあった。 

加えて、当省の意識等調査結果では、図表３－(3)－エ－㉑のとおり、児童

養護施設等の担当者の 66.4％が児童相談所の入所児童やその保護者への対応

について、「不十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答しており、その

理由としては、図表３－(3)－エ－㉒のとおり、「施設入所後の継続的なアセス

メントが行われていないから」が 60.1％と最も多い。 
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図表３－(3)－エ－㉑ 児童相談所の支援は十分だと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

         （注）１ 当省の意識等調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない。 

  

 

図表３－(3)－エ－㉒ 児童相談所の対応が不十分だと思う理由 

 
（注）当省の意識等調査結果による。 

  

60.1 

54.9 

54.5 

34.4 

32.3 

17.5 

14.0 

12.5 

0.1 

0 20 40 60 80 100

（％）

総数(n=840)

施設入所後の継続的なアセスメントが行われていな

いから

保護者を交えた家族再統合の取組が十分に行われて

いると感じないから

家庭訪問による養育環境の調査等のアセスメントが十

分に行われていないと感じるから

他の施設への入所等措置変更が適当と思われる児童に

ついて速やかな対応がとられない場合があるから

児童の心理状態や情緒について十分に把握されていな

いと感じるから

援助方針に個別具体的な援助の方法に関する記載が少

ないから

施設入所後に虐待を受けていた事実が判明する場合が

あるから

その他

無回答

十分だと思う

1.1 

どちらかといえば

十分だと思う

6.9 

どちらとも

いえない

23.7 

どちらかといえば

不十分だと思う

37.7 

不十分

だと思う

28.7 

無回答

2.0 総数(n=1270)

（％）

あなたは、施設に入所する被虐待児童又はその保護者に対する児童相談所の支援

は十分だと思いますか。当てはまる選択肢を一つお選びください。

（「どちらかといえば不十分だと思う」又は「不十分だと思う」と回答された方に） 

 あなたは、なぜそのように思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を三つまでお

選びください。 
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エ 死亡事例等の検証  

   （要旨） 

児童虐待防止法第４条第５項により、国及び地方公共団体は、児童虐待によ

る死亡事例等の分析等を行うこととされている。厚生労働省は、社会保障審議

会児童部会の下に設置されている事例検証委員会において、死亡事例等の検証

を実施し、その結果を公表するとともに、都道府県等に対して都道府県又は市

町村が関与していた死亡事例等の検証を行い、その結果を公表することを要請

している。 

① 調査した 36 都道府県等のうち、平成 20 年度及び 21 年度に、都道府県等

又は市町村が関与していた死亡事例が、12 都道府県等で 19 事例（検証中又

は検証予定としている２都道府県等の８事例を除く。）みられた。このうち、

検証を行っていないものが３都道府県等で５事例あり、検証を行っている９

都道府県等の 14 事例のうち、その結果をホームページで公表していないも

のが５都道府県等で６事例みられた。 

当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、平成 23 年７月に都道府県等に

対し、「「地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について」

の一部改正について」（平成 23 年７月 27 日雇児総発 0727 第７号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局総務課長通知）を発出し、死亡事例等の検証の実施及

び公表等について、遺漏なく実施するよう要請している。 

 

② 調査した 36 都道府県等において、平成 21 年度に発生した児童虐待による

死亡事例について検証を実施し、ホームページで公表している５事例を確認

したところ、過去に事例検証委員会の検証結果で指摘された課題等と同様の

指摘が都道府県等の検証結果でも指摘されているなど、過去の検証結果を活

用できていないと考えられる状況がみられた。 

また、調査した 40 児童相談所のうち、事例検証委員会の検証結果を活用

していないとしているものが２児童相談所みられ、うち１児童相談所につい

ては、管轄下で死亡事例が発生している。 

 

(ｱ) 制度の概要 

平成 19 年の児童虐待防止法の改正により、20 年度から、国及び地方公共団

体は、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の

分析を行うとともに、児童虐待の防止等のため、必要な事項についての調査

研究及び検証を行うこととされた。 
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厚生労働省は、平成 17 年度から毎年度、社会保障審議会児童部会の下に設

置されている事例検証委員会において、児童虐待による死亡事例の検証を行

い、その結果を公表している。 

また、厚生労働省は、都道府県等に対して、「地方公共団体における児童虐

待による死亡事例等の検証について」（平成 20 年３月 14 日 雇児総発第

0314002 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）を発出し、都道府

県又は市町村が関与していた児童虐待による死亡事例や死亡に至らなくとも

児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例等につい

て検証を行い、その結果について公表することを要請している。 

 

   (ｲ) 把握する内容及び手法 

国及び地方公共団体が死亡事例等の検証を行い、その結果を今後の対応に

いかしていくことは、児童虐待の防止等に寄与すると考えられる。 

そこで、児童虐待による死亡事例等について、地方公共団体で検証が行わ

れ、その結果の公表がされているか、事例検証委員会の検証結果が活用され

ているか、との観点から、これらの状況を把握・分析した。 

 

   (ｳ) 把握結果 

① 虐待を受け死亡した児童数について、厚生労働省は、死亡事例等の検証

の中で、新聞報道等を基に地方公共団体に対する調査により把握し、公表

している。これによると、図表３－(3)－エ－㉓のとおり、死亡児童数は年

間 50 人ないし 60 人前後(虐待死)で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 120 - 

     図表３－(3)－エ－㉓ 児童虐待による死亡事例検証における死亡児童数 

区  分 第１次報告 第２次報告 第３次報告 第４次報告 

対象期間 
平 15.７.１ 
   ～12.31 
（６か月） 

平 16.１.１ 
  ～12.31 
（12 か月） 

平 17.１.１ 
  ～12.31 
（12 か月） 

平 18.１.１ 
 ～12.31 
（12 か月） 

対象死亡事例 
25 人 

(24 事例) 
58 人 

(53 事例) 
86 人 

(70 事例) 
126 人 

(100 事例) 

 
虐待死 

25 人 
(24 事例) 

50 人 
(48 事例) 

56 人 
(51 事例) 

61 人 
(52 事例) 

心 中 ― 
８人 

(５事例) 

30 人 

(19 事例) 

65 人 

(48 事例) 

区  分 第５次報告 第６次報告 第７次報告 

対象期間 
平 19.１.１ 
～20.３.31 
（15 か月） 

平 19.1.1 
    ～3.31 
（３か月） 

平 20.4.1 
 ～21.3.31 
（12 か月） 

平 21.4.1 
 ～22.3.31 
（12 か月） 

対象死亡事例 
142 人 

(115 事例) 
28 人 

(25 事例) 
128 人 

(107 事例) 
88 人 

（77 事例） 

 
虐待死 

78 人 
(73 事例) 

17 人 
(17 事例) 

67 人 
(64 事例) 

49 人 
（47 事例） 

心 中 
64 人 

(42 事例) 

11 人 

(８事例) 

61 人 

(43 事例) 

39 人 

（30 事例） 

（注）１  事例検証委員会報告（第１次から第７次）に基づき当省が作成した。 

２  表中の「虐待死」については、第１次報告から第６次報告においては「心

中以外」と表記されていた。 

 

調査した 36 都道府県等のうち、平成 20 年度及び 21 年度に、都道府県等

又は市町村が関与していた児童虐待による死亡事例が、12 都道府県等で 19

事例（検証中又は検証予定としている２都道府県等の８事例を除く。）みら

れた。このうち、検証を行っていないものが３都道府県等で５事例みられ、

この５事例については、都道府県及び市町村が関与していたものが１事例、

市町村のみが関与していたものが４事例であった。また、検証を行ってい

る９都道府県等 14 事例のうち、その結果をホームページで公表していない

としているものが５都道府県等で６事例みられた。 

当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、平成 23 年７月に都道府県等に

対し、死亡事例等の検証を行う検証組織が、検証の中で示した提言に対す

る都道府県等の取組状況を評価することなどを新たに盛り込んだ、「「地方

公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について」の一部改正

について」を発出し、改めて死亡事例等の検証の実施及び公表等について、

遺漏なく実施するよう要請している。 

 

② 調査した 36 都道府県等のうち、平成 21 年度に発生した児童虐待による

死亡事例について検証を実施し、ホームページで公表している４都道府県

等の５事例を確認したところ、図表３－(3)－エ－㉔及び３－(3)－エ－㉕
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のとおり、過去に事例検証委員会の検証結果で指摘された課題等と同様の

指摘が都道府県等の検証結果でも指摘されているなど、過去の検証結果を

活用できていないと考えられる状況がみられた。 

 

図表３－(3)－エ－㉔ 都道府県等の検証結果と事例検証委員会の検証結
果における課題等の重複状況 

区分 
都道府県等の検証結果に

おいて指摘された課題数

左記のうち、過去の事例検証委員会の検

証結果と重複していると考えられるもの

事例１ 23 16 

事例２ 12 7 

事例３ 4 1 

事例４ 4 3 

事例５ 2 2 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「過去の事例検証委員会の検証結果」とは、当該死亡事例の発生以前に行

われた事例検証委員会の検証結果のことである（以下同様）。 

 

図表３－(3)－エ－㉕ 都道府県等の検証結果と事例検証委員会の検証結果
における課題等の重複の例 

都道府県等の死亡事例の検証結果で指摘された課題等

過去の事例検証委員会の検証結

果において指摘された課題等と

重複していると考えられるもの

医療機関からの情報のとらえ方・アセスメントのあり方 ○ 

要支援事例に係る要保護児童対策地域協議会でのアセ

スメントのあり方 
○ 

「虐待の疑い」のある事例の進行管理 ○ 

要支援事例に係る保健師の訪問の目的と方法 ― 

要保護児童対策地域協議会における事案の進行管理 ○ 

要保護児童対策地域協議会の構成メンバー ― 

生活保護担当課との連携 ○ 

こんにちは赤ちゃん訪問事業との連携 ○ 

保健所との連携 ○ 

市家庭児童相談室（要保護児童対策地域協議会調整機

関）の体制 
― 

通告がなかったこと ― 

養育を支援する地域の関係団体や民間団体等との連携 ― 

（注）当省の調査結果による。 

 

調査した 40 児童相談所のうち、２児童相談所においては、事例検証委員

会の検証結果について、活用していないとしている。 

  また、上記２児童相談所のうち１か所については、当該児童相談所の管

轄下で死亡事例が発生しており、その死亡事例について都道府県等が実施

した検証の中で指摘された課題等の中には、過去の事例検証委員会の検証

結果で指摘された課題等が含まれている状況がみられた。 
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  オ 社会的養護体制の整備 

   (ｱ) 児童養護施設等の整備 

   （要旨） 

児童福祉法第 27 条第１項第３号により、虐待を受けた児童を保護する必要

があると認める場合、都道府県等は、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短

期治療施設等への入所措置、里親等への委託措置を行うこととされている。

ａ 児童養護施設等の整備等の状況 

① 児童養護施設等の整備状況について、平成 17 年度と 21 年度の状況を

比較すると、児童養護施設が 558 施設、定員３万 3,983 人から 575 施設

（3.0％増）、定員３万 4,569 人（1.7％増）に、乳児院が 119 施設、定員

3,690 人から 124 施設（4.2％増）、定員 3,794 人（2.8％増）に、情緒障

害児短期治療施設が 27 施設、定員 1,323 人から 33 施設（22.2％増）、定

員 1,539 人（16.3％増）にそれぞれ増加している。 

しかし、調査した 40 児童相談所において、平成 21 年度に、一時保護

所に入所する児童が、一時保護終了後の受入れ施設がなかったために、

同所の原則入所期間である２か月を超えて同所に入所していた例が、15

児童相談所（37.5％）で 86 人みられた。このうち、11 児童相談所ではこ

のような児童は年間５人以下であり、年間６人以上のところは４児童相

談所（10.0％）となっている。 

② 一方、厚生労働省では、虐待を受けた児童が児童養護施設等において、

より家庭的な環境で個別的な対応を受けられるようにするための取組

（小規模グループケア等）を進めている。平成 17 年度と 21 年度の整備

状況をみると、小規模グループケア（ユニットケア）は、286 か所から

458 か所（60.1％増）に、地域小規模児童養護施設（グループホーム）は

89 か所から 190 か所（113.5％増）に増加しているものの、子ども・子育

て応援プランの整備目標（両施設合わせて 21 年度に 845 か所）は達成さ

れていない。また、厚生労働省ではこれまで１施設当たりのグループ数

の上限の拡大など整備要件の見直しを行っているが、関係団体からは、

職員配置の充実や施設の賃借料の補助など制度の拡充を求める意見があ

った。 

 

ｂ 児童養護施設等における職員体制の整備状況 

児童養護施設等の職員の配置については、児童福祉施設最低基準により

規定されている。例えば、児童養護施設の場合、児童の養護に直接携わる
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こととなる児童指導員及び保育士について、ⅰ）満３歳に満たない幼児２

人につき１人以上、ⅱ）満３歳以上の幼児４人につき１人以上、ⅲ）少年

６人につき１人以上とされている。 

また、厚生労働省は、入所児童に占める被虐待児童の割合の増加を踏ま

え、従前から措置費（入所児童に係る経費）による加算職員の配置を進め

ており、児童養護施設については、平成 11 年度から心理療法担当職員及び

家庭支援専門相談員が、13 年度から個別対応職員（児童指導員等への助言

指導や被虐待児童への対応等を行う者）が、それぞれ措置費の対象とされ

ており、これらの職員については、順次対象施設が拡大されてきている。

さらに、これらの職員については、平成 23 年６月に児童福祉施設最低基

準が改正され、一部の施設を除きその配置が義務化されている。 

児童養護施設における平成 17 年度と 21 年度の各職員の配置状況をみる

と、心理療法担当職員は 329 人から 469 人（42.6％増）に、家庭支援専門

相談員は 518 人から 564 人（8.9％増）に、個別対応職員は 514 人から 558

人（8.6％増）に、それぞれ増加している。 

一方、調査した 16 児童養護施設における入所児童に占める被虐待児童の

割合をみると、平成 19 年度には 52.2％（入所児童数 1,066 人中 556 人）で

あったものが、22 年度には 58.1％（同 1,089 人中 633 人）に増加している。

また、調査した８情緒障害児短期治療施設では平成 19 年度には 78.1％（同

237 人中 185 人）であったものが、22 年度には 77.6％（同 223 人中 173 人）

と高い割合で推移している。 

このような中、平成 23 年６月に児童福祉施設最低基準が改正され、個別

対応職員等の配置が義務化された。同年７月には児童養護施設等の社会的

養護の課題に関する検討委員会が「社会的養護の課題と将来像」を取りま

とめ、同基準における児童養護施設の児童指導員等の配置を将来的に少年

４人につき１人以上にすること等を提言している。 

 

ｃ 情緒障害児短期治療施設の整備等 

調査した８情緒障害児短期治療施設における入所児童の状況をみると、

施設によって、入所児童に占める被虐待児童の割合、入所児童の平均年齢

及び平均入所日数に差がみられるものとなっていた。 

また、厚生労働省が情緒障害児短期治療施設の在り方に対する考えを示

していないこともあって、中学生以上を受け入れていない施設や小規模グ

ループケアを活用して年齢の高い児童の自活を促すような取組を実施して
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いる施設がみられる等入所の対象となる児童や、児童に対するケアへの考

え方などが施設によって異なる状況がみられた。 

なお、調査した都道府県等の中には、情緒的な問題を抱える被虐待児童

の児童養護施設への入所が増加していることへの対応として、情緒障害児

短期治療施設の整備ではなく、児童養護施設において軽度の情緒障害児童

への対応ができるよう、精神科の非常勤医師の配置等による同施設の機能

の強化を行っているところがみられた。 

 

ａ 制度の概要 

児童福祉法第 27 条第１項第３号により、虐待を受けた児童を保護する

必要があると認める場合、都道府県等は、児童養護施設、乳児院、情緒障

害児短期治療施設等への入所措置、里親等への委託措置を行うこととされ

ている。 

(a) 児童養護施設等の整備等 

虐待等を理由に児童を保護する必要があると認める場合に、児童が都

道府県等により入所措置される主な施設の種類は、図表３－(3)－エ－

㉖のとおりである。 

 

      図表３－(3)－エ－㉖ 主な入所措置施設の種類 

施設の名称 入所の対象となる児童 

児童養護施設 保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を

要する児童（安定した生活環境の確保その他の理由により特

に必要のある場合には、乳児を含む。） 

乳児院 乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により

特に必要のある場合には、幼児を含む。） 

情緒障害児 

短期治療施設 

軽度の情緒障害を有する児童 

児童自立支援

施設 

不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境そ

の他の環境上の理由により生活指導等を要する児童 

      （注）厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

また、母子家庭の自立を促進するために生活を支援する施設として、

母子生活支援施設があるが、この施設には、配偶者からの暴力や児童虐

待により入所している母子がいる。 
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厚生労働省では、虐待を受けた児童がより家庭的な環境で個別的な対

応を受けやすくなるよう、少人数の地域小規模児童養護施設（注１）の

整備（平成12年度から）や、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治

療施設等における小規模グループケア（注２）の実施（平成16年度から）

を推進している。 

（注１）地域小規模児童養護施設とは、少人数の児童養護施設（定員６人、専任

の職員を２人以上配置）であり、児童養護施設に入所している児童のうち、

実親の死亡や行方不明等により長期にわたり家庭復帰が見込めない児童を

対象に、家庭的な環境の中で生活体験を積むことにより、入所している児

童の社会的自立を促進することを目的とした施設である。 
（注２）小規模グループケアとは、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療

施設及び児童自立支援施設において、虐待を受けた児童等に対し、家庭的

な環境の中できめ細かなケアを提供するために小規模なグループによるケ

アを行うものである。児童養護施設の場合、定員は原則６人ないし８人で

専任職員が１人加配される（１本体施設につき３か所以上の小規模グルー

プケアの指定を受けている施設では、更に管理宿直等職員を１人加配でき

る。）。 

 

(b) 児童養護施設等における職員体制 

児童養護施設等の職員の配置については、児童福祉施設最低基準によ

り規定されている。例えば、児童養護施設の場合、児童の養護に直接携

わることとなる児童指導員及び保育士については、ⅰ）満３歳に満たな

い幼児２人につき１人以上、ⅱ）満３歳以上の幼児４人につき１人以上、

ⅲ）少年６人につき１人以上とされている。 

また、厚生労働省では、入所児童に占める被虐待児童の割合の増加を

踏まえ、従前から措置費による加算職員の配置を行ってきており、児童

養護施設については、平成 11 年度から心理療法担当職員及び家庭支援

専門相談員が、13 年度から個別対応職員（児童指導員等への助言指導や

被虐待児童への対応等を行う者）が、それぞれ措置費の対象とされてお

り、これらの職員のについては、順次対象施設が拡大されてきている。 

さらに、これらの職員については、平成 23 年６月に児童福祉施設最

低基準が改正され、図表３－(3)－エ－㉗のとおり、一部を除きその配

置が義務化されている。 
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     図表３－(3)－エ－㉗ 個別対応職員等の配置基準 

区  分 心理療法担当職員 家庭支援専門相談員 個別対応職員 

児童養護施設 必置(対象 10 人以上) 必置 必置 

乳児院 必置(対象 10 人以上) 必置 必置 

情緒障害児短

期治療施設 

必置(おおむね児童 10

人につき一人以上) 
必置 必置 

児童自立支援

施設 
必置(対象 10 人以上) 必置 必置 

母子生活支援

施設 
必置(対象 10 人以上) － － 

           （注）厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

   

このような中、平成 23 年７月には児童養護施設等の社会的養護の課

題に関する検討委員会が「社会的養護の課題と将来像」を取りまとめ、

同基準における児童養護施設の児童指導員等の配置を将来的にⅰ）満３

歳以上の幼児３人につき１人以上、ⅱ）少年４人につき１人以上にする

こと等を提言している。 

 

     (c) 情緒障害児短期治療施設の整備等 

       情緒障害児短期治療施設は、児童福祉法第 43 条の５により、軽度の

情緒障害を有する児童を、短期間、入所させること等により援助を行う

施設とされている。施設には児童精神科等の医師が配置されているほか、

心理療法担当職員が他施設よりも手厚く配置され、医療的な観点から生

活支援を基盤とした心理治療や援助が行われている。 

 

    ｂ 把握する内容及び手法 

虐待を理由に児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自

立支援施設に入所する児童が増えていること、配偶者からの暴力や児童虐

待により母子生活支援施設に入所しているケースが多いことから、施設の

小規模化の促進や職員体制の整備等によるきめ細かなケアの実施は、児童

の心の安定や健全な愛着関係の形成に寄与すると考えられる。 

そこで、本政策評価では、被虐待児童の増加に応じた施設の小規模化や

職員体制の整備が図られているかとの観点から、実地調査及び意識等調査

により把握・分析した。 
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    ｃ 把握結果 

     (a) 児童養護施設等の整備等の状況 

① 児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施

設及び母子生活支援施設における施設数及び定員等の推移は、図表３

－(3)－エ－㉘のとおり、児童養護施設、乳児院及び情緒障害児短期

治療施設は増加傾向にあるが、児童自立支援施設及び母子生活支援施

設は横ばい又は減少傾向にある。 

児童養護施設については、子ども・子育てビジョンにおいて、平成

26 年度までに 610 か所とする整備目標が掲げられている。 

また、情緒障害児短期治療施設については、子ども・子育て応援プ

ランで平成 21 年度までに全都道府県に整備するとしていた目標は達

成されていないものの、施設数は 17 年度の 27 施設から 21 年度には

33 施設と増加してきている。同施設については、子ども・子育てビジ

ョンにおいて、平成 26 年度までに 47 か所とする整備目標が掲げられ

ている。 
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図表３－(3)－エ－㉘ 児童養護施設等の整備状況と入所率の推移 
（単位：施設、人、％） 

区 分 平成 17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

児 童 養
護施設 

施設数    558
(100)

560
(100.4)

568
(101.8)

  567 
(101.6) 

575
(103.0)

定員 33,983
(100)

33,878
 (99.7) 

34,132
(100.4)

34,295 
(100.9) 

34,569
(101.7)

年度末 
在籍人員 

29,850
(100)

29,889
(100.1)

30,199
(101.2)

30,476 
(102.1) 

30,600
(102.5)

入所率   87.8 88.2     88.5  88.9  88.5

乳児院 施設数    119
(100)

  121
(101.7)

  120
(100.8)

  123 
(103.4) 

  124
(104.2)

定員  3,690
(100)

3,742
(101.4)

3,717
(100.7)

3,810 
(103.3) 

3,794
(102.8)

年度末 
在籍人員 

 3,008
(100)

3,013
(100.2)

3,004
(99.9)

3,003 
(99.8) 

2,972
(98.8)

入所率   81.5 80.5  80.8  78.8  78.3

情 緒 障
害 児 短
期 治 療
施設 
 

施設数      27
(100)

31
(114.8)

32
(118.5)

   32 
(118.5) 

33
(122.2)

定員 1,323
(100)

1,473
(111.3)

1,501
(113.5)

1,509 
(114.1) 

1,539
(116.3)

年度末 
在籍人員 

   892
(100)

1,053
(118.0)

1,092
(122.4)

 1,091 
(122.3) 

 1,111
(124.6)

入所率 67.4 71.5 72.8   72.3   72.2

児 童 自
立 支 援
施設（入
所） 

施設数 56
(100)

56
(100.0)

56
(100.0)

56 
(100.0) 

56
(100.0)

定員 3,931
(100)

3,943
(100.3)

3,798
(96.6)

3,832 
(97.5) 

3,793
(96.5)

年度末 
在籍人員 

1,517
(100)

1,593
(105.0)

1,544
(101.8)

1,546 
(101.9) 

1,467
(96.7)

入所率 38.6 40.4 40.7 40.3 38.7

母 子 生
活 支 援
施設 

施設数 285
(100)

297
(104.2)

278
(97.5)

278 
(97.5) 

272
(95.4)

定員 
(世帯数) 

5,660
(100)

5,795
(102.4)

5,521
(97.5)

5,543 
(97.9) 

5,430
(95.9)

年度末 
在籍世帯 

4,108
(100)

3,949
(96.1)

4,075
(99.2)

4,031 
(98.1) 

4,007
(97.5)

入所率 72.6 68.1 73.8 72.7 73.8
年度末 
在籍人員 

10,673
(100)

10,293
(96.4)

10,221
(95.8)

10,036 
(94.0) 

9,913
(92.9)

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

         ２ （ ）内は、平成 17 年度を 100 とした場合の指数である。 

 

しかし、調査した 40 児童相談所において、平成 21 年度に、一時保護

所に入所する児童が、一時保護終了後の受入れ施設がなかったために、

同所の原則入所期間である２か月を超えて同所に入所していた例が、15

児童相談所（37.5％）で 86 人みられた。これらの児童相談所における

年間のこのような児童の数をみると、図表３－(3)－エ－㉙のとおり、

11 児童相談所では５人以下であり、６人以上のところは４児童相談所



- 129 - 

（10.0％）となっている。 

 

         図表３－(3)－エ－㉙ 年間の入所待ち人数別児童相談所数 
（平成 21 年度）     （単位：所） 

年間の入所待ち人数 児童相談所数 

１人以上５人以下 11 
６人以上 10 人以下  2 

11 人以上 20 人以下  1 
20 人以上 30 人以下  0 
30 人以上  1 

計 15 

（注）当省の調査結果による。 

 

なお、児童養護施設等の受入れ先がなかったもののうち、事例の内容

が把握できた 61 件について、ⅰ）施設の種類別にみると、図表３－(3)

－エ－㉚のとおり、児童養護施設が 37 件（60.7％）と最も多く、ⅱ）

年齢別にみると、図表３－(3)－エ－㉛のとおり、12 歳以上 15 歳未満が

19 件（31.1％）と最も多い。 

 

図表３－(3)－エ－㉚ 受入れ先がなかった事例（受入れ先 
として探した施設の種類別） 

（単位：件、％） 

施設の種類 件 数 

児童養護施設 37( 60.7) 
情緒障害児短期治療施設 9( 14.8) 
児童自立支援施設 9( 14.8) 
知的障害児施設 3(  4.9) 
里親 2(  3.3) 

乳児院 1(  1.6) 

計 61(100) 

        （注）１ 当省の調査結果による。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100

にならない。 

 

図表３－(3)－エ－㉛ 受入れ先がなかった事例 
（年齢階層別）     （単位：件、％） 

施設の種類 件 数 

０歳以上３歳未満 1(  1.6) 
３歳以上６歳未満 5(  8.2) 
６歳以上９歳未満 10( 16.4) 
９歳以上 12 歳未満 17( 27.9) 
12 歳以上 15 歳未満 19( 31.1) 

15 歳以上 9( 14.8) 

計 61(100) 

       （注）当省の調査結果による。 



- 130 - 

② 次に、小規模グループケアと地域小規模児童養護施設の整備状況を

みると、図表３－(3)－エ－㉜のとおり、その数は増加しているもの

の、子ども・子育て応援プランの平成 21 年度までの目標（小規模グ

ループケアと地域小規模児童養護施設合わせて 845 か所）は達成され

ていない。 

        なお、子ども・子育てビジョンでは、平成 26 年度までに小規模グ

ループケア800か所及び地域小規模児童養護施設300か所を整備する

との目標が掲げられている。 

 

図表３－(3)－エ－㉜ 小規模グループケア及び地域小規模児童養護
施設の整備状況の推移 

（単位：か所、％） 

区  分 
平成 

17 年度
18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

目標値

(21 年度)

小規模 

グループケア 
286 322 357 446 458 

845 
地域小規模 

児童養護施設 
89 118 146 171 190 

計 
375

(44.4)

440

(52.1)

503

(59.5)

617 

(73.0) 

648 

(76.7) 

（注）１ 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

           ２ 「目標値」とは、子ども・子育て応援プランにおける 21 年度の目標

値である。 

        ３ （ ）内は、目標値に対する割合である。 

 

また、厚生労働省では、小規模グループケア等の促進に関し、平成

20 年度以降、主に、以下のような整備要件の見直しを図っている。 

ⅰ）平成 20 年６月、小規模グループケアについて従来１施設１グル

ープまでを国庫補助対象としていたものを２グループまで拡大 

ⅱ）平成 22 年４月、夜間の管理体制の充実を目的とした管理宿直職

員（非常勤）を配置及び一定の要件（小規模グループケアを５年以

上実施等）の下に１施設当たり３グループまで補助対象を拡大 

ⅲ）平成 23 年４月、定員要件を従来の「原則６人」から「原則６人

から８人」に弾力化を行うとともに、補助対象となるグループ数に

ついて一定の要件（施設の小規模化・地域分散化を推進する計画の

策定、里親の普及や委託促進に関する支援の実施）の下に１施設当

たり６グループまでに拡大 

ⅳ）同月、地域小規模児童養護施設における施設本体の入所率の要件

（90％を下回らないこと）を廃止 
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このような整備要件の見直しについて、関係団体からは、職員の配

置の充実や小規模グループケアを行う家屋を賃貸する場合の賃借料

の補助など制度の拡充を求める意見があった。 

 

(b) 児童養護施設等における職員体制の整備状況 

児童養護施設等における個別対応職員数等の推移は、図表３－(3)－

エ－㉝のとおり、例えば、児童養護施設における平成 17 年度と 21 年度

の各職員の配置状況をみると、心理療法担当職員は 329 人から 469 人

（42.6％増）に、家庭支援専門相談員は 518 人から 564 人（8.9％増）

に、個別対応職員は 514 人から 558 人（8.6％増）に、それぞれ増加し

ている。特に児童養護施設の個別対応職員や家庭支援専門相談員につい

ては、おおむね各施設に一人ずつ配置されている状況となっている。 

 

図表３－(3)－エ－㉝ 個別対応職員数等の推移 

（単位：施設、人） 

           年 度 
区 分 

平成 17 18 19 20 21 

児童養護施設 施設数 558 560 568 567 575

心理療法担当職員 329 372 411 443 469

家庭支援専門相談員 518 520 551 563 564

個別対応職員 514 510 542 551 558

乳児院 施設数 119 121 120 123 124

心理療法担当職員  17  39  40  48  47

家庭支援専門相談員 114 115 114 117 123

個別対応職員 - - - -  53

情緒障害児 
短期治療施設 

施設数  27 31 32  32 33

家庭支援専門相談員  21  26  27  28  30

個別対応職員  23  27  26  27  29

児童自立 
支援施設 

施設数 56 56 56 56 56

心理療法担当職員 - 15 17 20 49

家庭支援専門相談員 35 37 38 38 39

個別対応職員 35 35 38 36 37

母子生活 
支援施設 

施設数 285 297 278 278 272
心理療法担当職員 53 62 70 63 20

個別対応職員 105 111 93 103 117

（注）厚生労働省の資料に基づき、当省が作成した。 

 

一方、調査した児童養護施設等における入所児童（世帯）に占める被

虐待児童（世帯）は、図表３－(3)－エ－㉞のとおり、特に児童養護施

設、乳児院及び母子生活支援施設において増加傾向にあり、情緒障害児

短期治療施設では、80％前後と高い割合で推移している。 
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図表３－(3)－エ－㉞ 虐待経験のある児童の割合の推移 
                              （単位：人、％） 

           年 度 

区 分 
平成 19 20 21 22 

児童養護施設 

（16 施設） 

入所児童数 1,066 1,102 1,088 1,089

虐待経験者数 556

(52.2)

607

(55.1)

627 

(57.6) 

633

(58.1)

乳児院 

（７施設） 

入所児童数 214 218 222 213

虐待経験者数 77

 (36.0)

80

(36.7)

86 

(38.7) 

93

(43.7)

情緒障害児 

短期治療施設 

（８施設） 

入所児童数 237 235 223 223

虐待経験者数 185

(78.1)

187

(79.6)

179 

(80.3) 

173

(77.6)

児童自立支援 

施設 

（５施設） 

入所児童数 216 185 216 154

虐待経験者数 90

(41.7)

86

(46.5)

97 

(44.9) 

54

(35.1)

母子生活支援 

施設 

（６施設） 

入所世帯数 117 114 124 132

虐待経験世帯数 25

(21.4)

37

(32.5)

39 

(31.5) 

56

(42.4)

      （注）１ 当省の調査結果による。いずれも各年度当初の状況である。 

          ２ （ ）内は構成比である。 

 

     (c) 情緒障害児短期治療施設の整備等 

情緒障害児短期治療施設に入所する被虐待児童の割合は、全国情緒障

害児短期治療施設協議会資料によると、平成８年には 35.4％であったも

のが 18 年度には 68.3％と増加している。 

調査した８情緒障害児短期治療施設における入所児童の状況をみる

と、図表３－(3)－エ－㉟のとおり、施設によって、入所児童に占める

被虐待児童の割合、入所児童の平均年齢及び平均入所日数に差がみられ

るものとなっていた。 

 

図表３－(3)－エ－㉟ 情緒障害児短期治療施設の現状 
区  分 平均 最高値 最低値 

入所児童に占める被虐待児童の割合 75.0％ 95.8％ 38.5％
入所児童の平均年齢 12.0 歳 13.4 歳 9.1 歳
入所児童の平均入所日数 688.7 日 1,096.4 日 481.8 日
５年以上入所している児童の割合 6.7％ 18.8％ 0％
最長入所日数（施設別） 2,289 日 3,564 日 1,500 日

（注）当省の調査結果による。いずれも平成 22 年度の調査日現在の状況である。 

 

また、厚生労働省が情緒障害児短期治療施設の在り方に対する考えを

示していないこともあって、依然として中学生以上を受け入れていない

施設（注）がある一方で、小規模グループケアを活用して年齢の高い児
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童の自活を促すような取組を実施している施設もみられる等入所の対

象となる児童や、児童に対するケアへの考え方などが施設によって異な

る状況がみられた。 

さらに、「子どもの権利を擁護し養育条件を高めるためには」（平成 22

年 10 月社会福祉法人全国社会福祉協議会・全国児童養護施設協議会）

において、各情緒障害児短期治療施設の特徴は様々で、画一的ではなく、

例えば、精神科病院等に併設され医療が中心の施設（病院（医療）型）

や、不登校児童を中心に特別支援学校等を併設して寄宿舎のような役割

を果たしている施設（学校型）などがみられるとされている。 

このようなことから、情緒障害児短期治療施設の在り方が明確になっ

ているとは言い難いものと考えられる。 

（注）情緒障害児短期治療施設は、昭和 37 年に児童福祉法において制度化されて

おり、当初は、軽度の非行児童等を主たる対象とし、対象の年齢も「おおむ

ね 12 歳まで」とされていた。しかし、中学生の不登校の急激な増加により、

平成 10 年度には法改正により年齢制限が見直され、18 歳未満が入所の対象

とされた。 

 

なお、調査した児童養護施設 18 施設のうち、本来、情緒障害児短期

治療施設に入所した方がよいと考えられる児童がいる又はいたとする

施設が８施設みられた。この８施設で把握できた 24 事例について、医

療的な対応の状況、その他対応に苦慮している状況等について把握した

ところ、12 事例において投薬、通院等の対応が行われていたものの、そ

の他の事例においては、パニック時のケアや自傷防止のための見守りの

強化等様々な対応が求められている状況となっていた。 

調査した都道府県等の中には、情緒的な問題を抱える被虐待児童の児

童養護施設への入所が増加していることへの対応として、情緒障害児短

期治療施設の整備ではなく、児童養護施設において軽度の情緒障害児童

への対応ができるよう、精神科の非常勤医師の配置等による同施設の機

能の強化を行っているところがみられた。 

 

【参考事例―東京都―】 

東京都では、近年、児童養護施設に虐待を受けた児童の入所が増加し

ている（平成 20 年度で 56.0％）ことに加え、虐待を受けた児童は、情

緒的な問題（パニック、対人関係不調等）や精神・発達的問題（精神の

病気、発達障害等）を有している場合が多いことから、これらの状態の

悪化・重篤化を防ぐことを目的として、平成 19 年度より「専門機能強
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化型児童養護施設」事業を実施している（平成 22 年度予算５億７千万

円、同年 12 月１日現在で 52 施設中 37 施設が同事業を実施）。 

本事業では、児童養護施設に精神科医等の非常勤医師及び心理療法等

を行う治療指導担当職員を配置（各１人）し、治療的・専門的なケアを

実施するほか、個別ケア職員を手厚く配置（８人以下のユニットの場合、

個別ケア職員１人を加配）し、児童に対する支援体制の充実を図ってい

る。この結果、調査した専門機能強化型児童養護施設（定員 52 人、ユ

ニット数５）における児童指導員・保育士と児童の割合は 2.6 人：１人

（定員 96 名ユニット数 14 の他県施設では４人：１人）となっている。 
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(ｲ) 里親委託の推進 

   （要旨） 

里親は、虐待を受けた児童を受け入れる措置先の一つであり、ⅰ）養子縁組

を目的とせずに養育する養育里親、ⅱ）専門的ケアが必要な児童を養育する専

門里親、ⅲ）養子縁組を目的とした養子縁組里親などがある。 

子ども・子育て応援プランにおいては、施設整備等と並んで、里親登録の促

進及び里親委託率の向上に関する目標値が設定されている。厚生労働省は、里

親の普及と委託の促進を目的とした里親支援機関事業を実施しているほか、

「里親委託ガイドライン」（平成 23 年３月 30 日雇児発 0330 第９号雇用均等・

児童家庭局長通知）を策定し、保護者による養育が不十分であることなどによ

り家庭での養育が困難な児童の養護について、里親委託を優先して検討するこ

とを原則とすべきとの方針を示している。 

児童が委託されている里親（以下「委託里親」という。）の数及び里親に委

託されている児童（以下「委託児童」という。）の数を平成 17 年度と 21 年度

で比較すると、委託里親数は2,370世帯から2,837世帯に、委託児童数は3,293

人から 3,836 人にそれぞれ増加している。また、専門的なケアを必要とする児

童を受託する専門里親は、平成 17 年度の 322 世帯から 21 年度には 548 世帯に

増加し、子ども・子育て応援プランにおける目標（21 年度までに 500 世帯）

も達成されている。 

しかし、認定及び登録された里親の約６割が未委託となっており、その理由

については、従来、里親の登録には有効期限が設けられていなかったため、里

親が高齢化していることが一因であるとの指摘がみられたが、厚生労働省は未

委託里親の実態を把握していない。 

また、里親等委託率(注)は、平成 21 年度で 10.8％と子ども・子育て応援プ

ランの目標（15.0％）を下回っている状況がみられた。これを都道府県別にみ

ると、最も高いところは 32.5％、最も低いところは 4.6％と較差がみられた。

（注）里親等委託率＝里親･ファミリーホーム委託÷（児童養護施設・乳児院入所＋里親・

ファミリーホーム委託）×100 

なお、ファミリーホームとは、児童５人又は６人に対し３人以上の養育者を置い

て児童の養育を行う施設。平成 21 年度から制度化されている。 

 

さらに、里親の普及、里親委託の促進のために厚生労働省が実施している里

親支援機関事業について、都道府県等別に同事業の実施の前後での認定及び登

録里親数と里親等委託率を比較したところ、事業実施後にいずれも必ずしも伸

びていない状況となっている。 
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  ａ 制度の概要 

里親は、虐待を受けた児童を受け入れる措置先の一つであり、養育里親、

専門里親、親族里親及び養子縁組里親の４種類がある。概要は図表３－(3)－

エ－㊱のとおりである。 

 
    図表３－(3)－エ－㊱ 里親の種類とその概要 

種類 概    要 

養育里親 

保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当である

と認められる児童（以下「要保護児童」という。）を養育するこ

とを希望する者 

専門里親 

被虐待経験などから心理的外傷を受け又は問題行動があり、保護

者に監護させることが不適当で、専門的ケアが必要であると診断

された児童を養育する者。養育里親として３年以上の委託児童の養

育の経験等が必要であり、原則として２年以内の期間で委託する。

親族里親 

要保護児童の扶養義務者及びその配偶者である親族であって、現

に監護する保護者が行方不明・死亡・疾病・拘禁等の状態になっ

たことにより、当該児童の養育を希望する者 

養子縁組里親 養子縁組によって養親となることを希望する者 

    （注）厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

里親を希望する者は、都道府県に申し込み、研修の受講や訪問調査、都道

府県の児童福祉審議会による審査等を経て、都道府県知事による認定を受け

る。養育里親及び専門里親については、その後、都道府県に登録申請し、登

録されることとなる。 

また、都道府県等は里親の普及に関する広報や研修、里親登録及び里親委

託等を行っており、厚生労働省は、里親の普及及び里親委託の推進を図るた

め、平成 20 年度から里親支援機関事業（里親制度の普及啓発、里親に対する

研修、里親委託推進員の配置等）を実施している（国が２分の１、都道府県

等が２分の１を負担）。 

さらに、厚生労働省は、平成 23 年３月に、「里親委託ガイドライン」を策

定し、保護者による養育が不十分であることなどにより家庭での養育が困難

な児童の養護について、里親委託を優先して検討することを原則とすべきと

の方針を示している。 

 

   ｂ 把握する内容及び手法 

虐待を受けたことなどにより、家庭での養育が困難又は受けられなくなっ

た児童が里親委託により家庭での生活を通じて養育が行われることは、児童
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の心の安定や健全な愛着関係の形成に寄与すると考えられる。また、虐待対

応件数の増加に伴い、社会的養護体制の基盤整備を進めるために、既存の児

童養護施設等の小規模化を進める一方で、里親による家庭的養護の受け皿を

充実させることが重要となっている。 

そこで、本政策評価では、里親の普及や委託の促進が進んでいるかとの観

点から、実地調査により把握・分析した。 

 

  ｃ 把握結果 

(a) 委託里親数、委託児童数等の推移  

① 委託里親数及び委託児童数を平成 17 年度と 21 年度で比較すると、図

表３－(3)－エ－㊲のとおり、委託里親数は2,370世帯から2,837世帯に、

委託児童数は 3,293 人から 3,836 人にそれぞれ増加している。 

 

図表３－(3)－エ－㊲ 委託里親数及び委託児童数の推移 

（単位：世帯、人） 

区 分 平成 17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

委託里親数 2,370 2,453 2,582 2,727 2,837

委託児童数 3,293 3,424 3,633 3,870 3,836

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

また、専門的なケアを必要とする児童を受託する専門里親は、図表３－

(3)－エ－㊳のとおり、平成 17 年度の 322 世帯から 21 年度には 548 世帯

に増加し、子ども・子育て応援プランにおける目標（21 年度までに 500

世帯）も達成されている。 

      

      図表３－(3)－エ－㊳ 専門里親登録者数の推移 
                                （単位：世帯） 

区 分 平成 17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

専門里親登録者数   322   384   428  495 548

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

しかし、図表３－(3)－エ－㊴のとおり、認定及び登録された里親のう

ち、実際に児童が委託されている里親は約４割で、約６割が未委託となっ

ている。  
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図表３－(3)－エ－㊴ 里親の認定及び登録と委託の状況 

（単位：世帯、％） 

区 分 平成 17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

認定及び登録里親数(Ａ) 7,737 7,882 7,934 7,808 7,180

委託里親数(Ｂ) 2,370 2,453 2,582 2,727 2,837

委託里親の割合(Ｂ÷Ａ) 30.6 31.1 32.5 34.9 39.5

（注）１ 福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ 「認定及び登録里親数」には、養育里親及び専門里親については登録里

親数が、親族里親及び養子縁組里親については認定里親数が計上されてい

る。 

 

委託里親の割合が低いことについて、調査した児童相談所の中には、認

定及び登録された里親に占める委託里親の割合は 36％程度であるが、週

末など一時的に児童を委託されたものを含めると、認定及び登録里親全体

の６割程度は何らかの活動を行っているとしているところもみられた。 

また、「児童養護施設入所児童等調査」（厚生労働省）による委託里親の

年齢をみると、図表３－(3)－エ－㊵のとおり、例えば里母では、平成９

年度には 40 歳以上 49 歳以下が 48.1％で最も多く、次いで 50 歳以上 59

歳以下が 29.3％であったのに対し、19 年度には 40 歳以上 49 歳以下が

31.5％と減少し、50 歳以上 59 歳以下が 38.0％と上昇している。さらに

60歳以上も平成９年度の 8.5％から 19年度には 20.5％に上昇している状

況がみられた。調査対象機関からは、従来、里親の登録には有効期限が設

けられていなかったため、里親が高齢化しており、そのことが、委託里親

の割合が低い一因であるとの指摘がみられた。 

しかし、厚生労働省は、委託されていない里親に関する未委託の原因を

分析するための調査を行っていない。 
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        図表３－(3)－エ－㊵ 委託里親の年齢の推移 

（単位：人、％） 

区分 
調査 

年度 

30 歳 

未満 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

59 歳 

60 歳 

以上 

その他

(不詳等) 
計 

里父 

平成 

９年度 

 0

 (0)

130

(7.5)

656

(37.9)

684

(39.5)

213 

(12.3) 

 48 

(2.8) 

1,731

(100)

14 年度 
 3

 (0.2)

107

(5.5)

617

(31.5)

827

(42.2)

316 

(16.1) 

 88 

(4.5) 

1,958

(100)

19 年度 
12

 (0.5)

148

(5.6)

599

(22.8)

1,024

(39.0)

621 

(23.6) 

222 

(8.5) 

2,626

(100)

里母 

平成 

９年度 

10

 (0.6)

214

(12.4)

833

(48.1)

507

(29.3)

147 

(8.5) 

 20 

(1.2) 

1,731

(100)

14 年度 
 5

 (0.3)

196

(10.0)

780

(39.8)

733

(37.4)

226 

(11.5) 

 18 

(0.9) 

1,958

(100)

19 年度 
26

(1.0)

195

 (7.4)

828

(31.5)

999

(38.0)

538 

(20.5) 

 40 

(1.5) 

2,626

(100)

         （注）１ 児童養護施設入所児童等調査（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

２ 割合については、四捨五入による表記のため、合計が 100 にならない場合

がある。 

 

都道府県別の「認定及び登録里親数」と「委託里親数」の相関をみると、

相関係数は、平成 20 年度 0.95、21 年度 0.97 と高い相関がみられ、里親

制度の積極的な普及・促進策を講じて認定及び登録里親数を増やすことは、

委託里親数を増やすことにもつながるものと考えられる。 

 

図表３－(3)－エ－㊶ 都道府県別の「認定及び登録里親数」と「委託里
親数」との相関（平成 21 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    （注）当省の調査結果による。 

 

なお、子ども・子育てビジョンでは、平成 26 年度までに、専門里親登

録者数を 800 世帯とするほか、養育里親登録者数を 8,000 世帯とすること

を目標としている。 
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② 社会的養護の下にある児童に占める里親等委託の割合（里親等委託率）

は、図表３－(3)－エ－㊷のとおり、平成 21 年度は 10.8％であり、子ども・

子育て応援プランの目標（同年度 15.0％）を下回っている状況がみられた。 

 

図表３－(3)－エ－㊷ 児童の里親等への委託状況 
（単位：人、％） 

          年 度 
区 分 

平成 17 18 19 20 21 

社会的養護を受ける児童の人数（児

童養護施設、乳児院、里親委託、フ

ァミリーホーム委託の合計数）(Ａ)

36,151 36,326 36,836 37,349 37,627

 里親に委託されている児童数

(Ｂ) 
3,293 3,424 3,633 3,870 3,836

ファミリーホームに委託されて

いる児童数(Ｃ) 
- - - -  219

社会的養護の下にある児童に占める

里親等委託の割合（里親等委託率）

{(Ｂ＋Ｃ）÷(Ａ)} 

9.1 9.4 9.9 10.4 10.8

  （注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

       里親等委託率を都道府県別にみると、図表３－(3)－エ－㊸のとおり、

最も高いところは 32.5％（新潟県）、最も低いところは 4.6％（愛媛県）

と都道府県によって較差がみられた。 

 

     図表３－(3)－エ－㊸ 都道府県別の里親等委託率（平成 21 年度） 

№ 里親等委託率の高い都道府県 里親等委託率の低い都道府県 

１ 新潟県 32.53％ 愛媛県 4.60％ 

２ 滋賀県 28.20％ 高知県 4.87％ 

３ 沖縄県 25.18％ 京都府 4.87％ 

４ 山梨県 23.05％ 長崎県 4.88％ 

５ 北海道 20.84％ 鹿児島県 5.06％ 

     （注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

都道府県における「児童人口千人当たりの児童養護施設及び乳児院の定

員」と「里親等委託率」の相関関係をみると、相関係数は、平成 20 年度

－0.56、21 年度－0.55 であり、施設の定員が少ないほど里親等委託率が

高くなる傾向がみられた。 
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図表３－(3)－エ－㊹ 都道府県別の「児童人口千人当たりの児童養護施設
及び乳児院の定員」と「里親等委託率」との相関(平成
21 年度） 

         
       （注）当省の調査結果による。 

 

なお、子ども・子育てビジョンでは、平成 26 年度までに、里親等委託

率を 16％とすることを目標としている。 

 

ちなみに、諸外国の里親への委託率をみると、オーストラリア 91.5％、

アメリカ 76.7％、イタリア 62.1％、イギリス 60.0％、カナダ 58.5％、

フランス 53.0％、デンマーク 42.4％、ドイツ 28.7％等となっている。（注） 

（注）本数値は厚生労働省の資料に基づく 2000 年前後の状況である。また、里親委

託の概念は諸外国によって範囲が異なる（例えば、親族が児童を預かる場合や

短期間児童を預かる場合、小規模なグループ形態で児童を養育する場合を里親

に含むか否かが国により異なる等）。 

 

   (b) 里親支援機関事業の実施状況と里親等委託率の関係 

平成 20 年度から開始された里親支援機関事業（里親制度普及促進事業及

び里親委託推進・支援等事業の２事業）及び前身事業（経過措置として 22

年度まで実施された里親支援事業及び里親委託推進事業の２事業）の実施状

況をみると、21 年度では、67 都道府県等のうち 66 都道府県等でいずれかの

事業が実施されている。 

このうち、平成 21 年度から里親制度普及促進事業又は里親委託推進・支

援等事業を実施した都道府県等（各２都道府県等）について、事業の実施前

後の状況をみると、図表３－(3)－エ－㊺及び３－(3)－エ－㊻のとおり、事

業実施後の認定及び登録里親数と里親等委託率は必ずしも伸びていない状

況となっている。 
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     図表３－(3)－エ－㊺ 平成 21 年度から里親制度普及促進事業を実施した都
道府県等における認定及び登録里親数（20 年度と 21 年
度を比較） 

区 分 
認定及び登録里親数 

平成 20 年度 21 年度 

山口県 133 世帯 119 世帯 

千葉市 37 世帯 44 世帯 

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

     図表３－(3)－エ－㊻ 平成 21 年度から里親委託推進・支援等事業を実施し
た都道府県等における里親等委託率（20 年度と 21 年度
を比較） 

区 分 
里親等委託率 

平成 20 年度 21 年度 

川崎市 23.9％ 21.8％ 

広島県 7.1％ 7.6％ 

（注）福祉行政報告例（厚生労働省）に基づき当省が作成した。 

 

   (c) 地方公共団体における里親の普及及び委託の促進の取組 

     福岡市では、認定及び登録里親数が平成 16 年度の 43 人から 21 年度は 73

人に、委託里親数が 20 人から 38 人に、里親等委託率が 6.9％から 20.9％に、

それぞれ大幅に増加している。 

     この背景について、福岡市では、平成 16 年度頃から県内の児童養護施設に

全く空きがなく、他の九州各県の空いている施設に児童を措置する状況とな

っていたことから、これを打開するために里親を増やすこととしたとしてい

る。 

また、里親の開拓に当たっては、児童相談所だけの取組では限界があると

考えて、ＮＰＯ法人に業務を委託し、フォーラムや講演会の開催などの里親

制度の普及促進やフォーラム等の参加者を中心にアンケートを行うほか、里

親と里親希望者との交流の場である里親サロンを開催するなど里親登録を促

進するための積極的な取組が行われている。 

      さらに、福岡市では、児童相談所における里親支援の体制整備も積極的に

行っており、里親担当の部署に平成 17 年度から里親に対する養育相談などを

行う里親対応専門員（嘱託）を１人、18 年度に係員を１人、さらに 22 年度に

は里親対応専門員（嘱託）を１人増員している。 
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４ 関係機関の連携 

  （要旨） 

児童福祉法第 25 条の２第１項により、地方公共団体は、要保護児童（保護者

のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）又は

要支援児童（保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童）等への

適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従

事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会（以下「要

対協」という。）を置くように努めなければならないとされている。 

また、要対協は、ⅰ）参加機関の長等で構成される代表者会議、ⅱ）全てのケ

ースの進行管理等を担う実務者会議、ⅲ）個別のケースを検討し、情報の共有や

役割分担の決定等を行う個別ケース検討会議の三層構造が標準とされている（要

保護児童対策地域協議会設置・運営指針（平成 17 年２月 25 日雇児発第 0225001

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「要対協運営指針」という。））。

厚生労働省の調査結果によると、平成 22 年４月１日現在の全国の 1,750 市町

村における要対協の設置率は、19 年４月１日現在の 65.3％から着実に増加し、

95.6％となっている。 

同じく、厚生労働省の調査結果によると、平成 21 年度における要対協の各種

会議の年間の平均開催回数は、代表者会議が 1.3 回、実務者会議が 6.1 回、個別

ケース検討会議が 20.9 回となっている。 

しかし、当省が調査した 36 都道府県等内の市町村のうち、要対協の個別ケー

ス検討会議及び実務者会議の開催実績並びに虐待対応件数が把握できた 264 市

町村における両会議の開催実績をみると、児童虐待が発生しているにもかかわら

ず、88 市町村（33.3％）において、次のような状況がみられた。 

ⅰ）個別ケース検討会議及び実務者会議が１回も開催されていないところが 13

市町村みられた。このうち、当該市町村における虐待対応件数の最高は 39 件

となっている。 

ⅱ）実務者会議は開催されているものの、個別ケース検討会議が１回も開催され

ていないところが 11 市町村みられた。このうち 10 市町村（90.9％）では、当

該市町村における虐待対応件数は 10 件未満であるが、残り１市町村（9.1％）

における同件数は 16 件となっている。 

ⅲ）個別ケース検討会議は開催されているものの、実務者会議が１回も開催され

ていないところが 64 市町村みられた。このうち 45 市町村（70.3％）では、当

該市町村における虐待対応件数が 10 件未満となっているが、中には同件数が

112 件のところもみられた。 
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当省の意識等調査結果によると、要対協における関係機関の連携について、児

童福祉司の 42.3％が「不十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答してお

り、「十分」又は「どちらかといえば十分」の 21.5％を上回っている。また、不

十分の理由について回答が多かったのは、「各種会議の開催が低調であり、効果

的に機能していないため」（38.9％）、「各種会議が形骸化しており、効果的に機

能していないため」（38.5％）となっている。 

事例検証委員会の第７次報告（平成 23 年７月）においては、要対協における

進行管理が不十分な事例や支援方針の見直しがなされず経過した事例がみられ

たことなどから、調整機関のマネジメント機能を強化することなどが必要である

と指摘されている。 

 

(1) 制度の概要 

平成９年に要対協の原点となる児童虐待防止市町村ネットワーク事業が創

設され、市町村は、児童虐待の防止と早期発見に努めるため、関係機関等で構

成する児童虐待防止ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）を設置す

ることとされた。 

その後、被虐待児童のみならず、保護者のいない児童又は保護者に監護させ

ることが不適当な児童（要保護児童）の早期発見や適切な保護を図るため、関

係機関の連携を推進すべく、平成 16 年の児童福祉法の改正により、地方公共

団体は、要対協を設置することができるとされ、その運営の中核となる調整機

関を置くことや情報共有を行いやすくするために構成員に守秘義務を課すこ

ととされた。この改正を踏まえ、厚生労働省、警察庁、法務省及び文部科学省

の関係部局が連携して要対協運営指針が作成され、都道府県等に周知された。 

また、関係機関の連携による取組が要保護児童への対応に効果的であるとし

て、平成 19 年の児童福祉法の改正により、要対協の設置が努力義務化された

（同法第 25 条の２第１項）。 

さらに、平成 20 年の同法改正により、要対協による支援の対象が、要保護

児童に加え保護者の養育を支援することが特に必要な児童（要支援児童）等に

拡大された。このように要対協には発生予防のための情報交換や支援内容の協

議等の役割も求められることとなったことから、児童虐待の発生予防、早期発

見、早期対応から保護・支援の全ての場面においてその機能を発揮することが

求められている。 

児童福祉法上、要対協の設置の努力義務は地方公共団体に課せられており、

設置主体は都道府県、市町村等であるが、厚生労働省は、基本的には住民に身
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近な市町村が設置主体となることを想定している。 

要対協運営指針において、次のように各種会議の位置付けや役割が定められ

ている。 

ⅰ）代表者会議：構成員の代表者による会議。環境整備を目的に年１回又は２

回程度開催。 

ⅱ）実務者会議：実際に活動する実務者により構成。全てのケースについての

定期的な状況のフォロー、援助方針の見直し等を行う。 

ⅲ）個別ケース検討会議：直接関わっている担当者により適時開催。ケースの

危険度や緊急度の判断、情報の共有、役割分担の決定等を行

う。 

要対協を設置した地方公共団体の長は、調整機関を指定することとされ、約

９割は市町村の児童家庭関係課が指定されている。 

また、要対協運営指針によれば、調整機関は、市町村内における全ての児童

虐待ケースについて進行管理台帳を作成し、実務者会議等の場において、定期

的に（例えば３か月に１度）状況確認、援助方針の見直し等を行うこととされ

ている。 

 

(2) 把握する内容及び手法 

要対協については、関係機関の連携強化を目的として児童福祉法上、地方公

共団体にその設置の努力義務が課せられている。要対協が設置されれば、関係

機関の連携強化のための組織化が図られるとともに、要対協の各種会議が有効

に機能すれば、情報の共有化、役割分担の明確化やケースの進行管理等が図ら

れるため、要対協における関係機関の連携は児童虐待の防止等に大きく寄与す

るものと考えられる。 

そこで、本政策評価では、要対協における関係機関の連携は図られているか

との観点から、実地調査及び意識等調査により把握・分析した。 

 

(3) 把握結果 

ア 要対協の設置状況 

 子ども・子育て応援プランにおいては、児童虐待防止対策の推進のための

具体的施策の一つとして、関係機関等による発生予防、支援のための連携体

制を整備することを目的としネットワークを平成 21 年度までに全市町村に

設置するとの数値目標が掲げられていた。 

厚生労働省は、平成 16 年度以降、毎年、全国の市町村における要対協又

はネットワークの設置状況等の調査を行っている。同調査の結果によると、
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平成 22 年４月１日現在の全国の 1,750 市町村における要対協の設置率は、

図表３－(4)－①のとおり、19 年の児童福祉法改正時の 65.3％から着実に増

加し、95.6％となっている。 

 

    図表３－(4)－① 要対協又はネットワークの設置市町村数の推移 

（単位：市町村、％） 

区 分 平 16.6.1 平 17.6.1 平 18.4.1 平 19.4.1 平 20.4.1 平 21.4.1 平 22.4.1

要対協 ― 
111

(4.6)

598

(32.4)

1,193

(65.3)

1,532 

(84.6) 

1,663 

(92.5) 

1,673

(95.6)

ネットワーク 
1,243 

(39.8) 

1,113

(46.4)

673

(36.5)

343

(18.8)

173 

(9.6) 

92 

(5.1) 

55

(3.1)

小 計 
1,243 

(39.8) 

1,224

(51.0)

1,271

(69.0)

1,536

(84.1)

1,705 

(94.1) 

1,755 

(97.6) 

1,728

(98.7)

未設置 
1,880 

(60.2) 

1,175

(49.0)

572

(31.0)

291

(15.9)

106 

(5.9) 

43 

(2.4) 

22

(1.3)

合 計 
3,123 

(100) 

2,399

(100)

1,843

(100)

1,827

(100)

1,811 

(100) 

1,798 

(100) 

1,750

(100)

      (注) 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

 厚生労働省は、平成 21 年度までは都道府県を通じて市町村に対し要対協

の設置等を促してきたが、未設置市町村が限られてきたため、22 年度からは

当該市町村から個別に未設置の理由等を把握しその設置を促しているとし

ている。 

このように、関係機関の連携のための組織作りは着実に進展してきており、

法改正等による施策の効果は発現していると考えられ、残りの未設置市町村

に対して厚生労働省から引き続きその設置に向けた取組が展開されること

により、近々、全市町村に要対協が設置されることが見込まれる。 

     なお、子ども・子育てビジョンにおいては、要対協の設置に係る数値目標

はなく、「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の

調整機関に専門職員を配置している市町村の割合」を、平成 21 年４月現在

の 58.3％から目標達成年度の 26 年度までに 80％（市は全て配置）とする数

値目標が掲げられている。 

 

イ 要対協の運営状況 

① 厚生労働省の調査結果によると、平成 21 年度における要対協の各種会

議の年間の平均開催回数は、図表３－(4)－②のとおり、代表者会議が 1.3

回、実務者会議が 6.1 回、個別ケース検討会議が 20.9 回となっている。 
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      図表３－(4)－② 要対協の各種会議開催状況（全国データ） 

年度
区分 

平成 19 20 21 

代表者 
会 議 

設置数                    (a） 1,131 1,248 1,222
開催実績(回）            (b) 1,403 1,568 1,553
平均開催数(回)       (b)÷(a) 1.2 1.3 1.3

実務者 
会 議 

設置数                (d） 920 1,069 1,127
開催実績(回）            (e) 5,509 6,477 6,873
平均開催数(回)       (e)÷(d) 6.0 6.1 6.1

個別ケ 
ース検 
討会議 

設置数                   (g) 1,224 1,379 1,402
開催実績(回）            (h) 25,161 26,918 29,273
ケース実件数(件）        (i) 28,381 31,663 36,297
延べケース数(件)           (j) 66,886 78,560 76,781

平均開催数(回)       (h)÷(g) 20.6 19.5 20.9
１ケース当たり平均検討回数 (j)÷(i) 2.4 2.5 2.1

(注) 厚生労働省の資料に基づき当省が作成した。 

 

  調査した 36 都道府県等の要対協設置済みの 1,004 市町村のうち、平成

21 年度における個別ケース検討会議及び実務者会議の開催実績並びに当

該市町村における虐待対応件数が把握できた264市町村における両会議の

開催状況をみると、図表３－(4)－③のとおり、88 市町村（33.3％）にお

いて、児童虐待が発生しているにもかかわらず個別ケース検討会議及び実

務者会議が開催されていないなど次のような状況がみられた。 

ⅰ）児童虐待が発生しているにもかかわらず、個別ケース検討会議及び実

務者会議のいずれも開催されていないところが 13 市町村みられた。こ

のうち 11 市町村（84.6％）では、当該市町村における虐待対応件数は

10 件未満であるが、残り２市町村（15.4％）における虐待対応件数は、

39 件及び 25 件と決して少ないとはいえないものとなっている。 

ⅱ）児童虐待が発生しており、実務者会議は開催されているものの、個別

ケース検討会議が１回も開催されていないところが11市町村みられた。

このうち 10 市町村（90.9％）では、当該市町村における虐待対応件数

は 10 件未満であるが、残り１市町村（9.1％）における虐待対応件数は

16 件となっている。 

ⅲ）児童虐待が発生しており、個別ケース検討会議は開催されているもの

の、実務者会議が１回も開催されていないところが64市町村みられた。

このうち 45 市町村（70.3％）では当該市町村における虐待対応件数が

10 件未満となっているが、中には同件数が 112 件のところもみられた。 
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図表３－(4)－③ 会議未開催市町村と虐待対応件数 

（単位：市町村、％） 

区   分 合 計 
虐待対応件数 

１件以上 

10 件未満 

10 件以上

50 件未満 

50 件以上

100 件未満 

100 件以上

「個」及び「実」未開催市町村数 13(100) 11(84.6)  2(15.4) 0(0.0) 0(0.0) 

「個」未開催市町村数 11(100) 10(90.9)  1( 9.1) 0(0.0) 0(0.0) 

「実」未開催市町村数 64(100) 45(70.3) 16(25.0) 2(3.1) 1(1.6) 

      （注）１ 当省の調査結果による。 

         ２ 「個」は「個別ケース検討会議」、「実」は「実務者会議」を表す。 

 

調査した 39 市町村のうち 23 市町村においては、要対協の会議運営等が

不十分となっているとしており、その理由については、ⅰ）運営方法が分

からないが１市町村、ⅱ）専門職員の不足が３市町村、ⅲ）職員不足が 15

市町村（残り４市町村は理由不明）となっている。これらを踏まえると、

個別ケース検討会議や実務者会議が開催されていない原因としては、要対

協の調整機関（市町村）において会議運営方法を熟知していないことや人

員体制が不十分であることが考えられる。 

また、前述ⅲ）の 64 市町村におけるケース進行管理台帳の作成状況（平

成 21 年度）をみたところ、43 市町村（67.2％）では同台帳が作成されて

いたものの、20 市町村（31.3％）では作成されていない（残り１市町村の

作成状況は把握できなかった。）。ケース進行管理台帳を作成していない 20

市町村における虐待対応件数をみると、17 市町村（85.0％）では 10 件未

満となっているが、残り２市町村が12件、１市町村が11件となっている。 

 

② 当省の意識等調査結果によると、図表３－(4)－④のとおり、要対協に

おける関係機関の連携について、児童福祉司の 42.3％が「不十分」又は「ど

ちらかといえば不十分」と回答しており、「十分」又は「どちらかといえ

ば十分」の 21.5％を上回っている。 
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図表３－(4)－④ 要対協における関係機関の連携（児童福祉司） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当省の意識等調査結果による。 

 

また、要対協における連携が「不十分」又は「どちらかといえば不十分」

と回答した理由について、回答が多かったのは、図表３－(4)－⑤のとお

り、「各種会議の開催が低調であり、効果的に機能していないため」

（38.9％）、「形骸化しており、効果的に機能していないため」（38.5％）

となっている。 

 

図表３－(4)－⑤ 要対協における連携が不十分な理由（児童福祉司） 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）当省の意識等調査結果による。 

 

③ 当省が開催した有識者研究会においても、要対協における関係機関の連

携は重要であるが、調整機関である市町村の事務局の体制がぜい弱である

こと等から、特に、実務者会議におけるケースの進行管理が不十分になっ

ているとの指摘があった。 

また、事例検証委員会の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等に

ついて」（第７次報告）（平成 23 年７月）においても、要対協における進

行管理が不十分な事例や支援方針の見直しがなされず経過した事例がみ

られたことなどから、調整機関のマネジメント機能を強化することなどが

必要であると指摘されている。 

十分だと思う

1.7 

どちらかといえば

十分だと思う

19.8 

どちらとも

いえない

27.5 

どちらかといえば

不十分だと思う

28.8 

不十分だ

と思う

13.5 

要対協は設置さ

れておらず不明

0.4 

無回答

8.3 総数(n=688)

（％）

あなたは、要対協における関係機関の連携は十分であると思いますか。当てはまる選択肢を一つ

お選びください。

要対協の構成

機関等が不十分

3.5 

要対協の各種

会議の開催が低調

38.9 

要対協の各種会議

が形骸化している

38.5 

情報を共有しや

すい環境にない

6.0 

都道府県単位の要対

協が設置されていない

0.4 

その他

12.7 

無回答

0.0 
総数

(n=283)

（％）

（上記問で「どちらかといえば不十分だと思う」又は「不十分だと思う」と回答された方に）

あなたは、なぜそう思ったのですか。特に当てはまると思う選択肢を一つお選びください。
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   （参考） 

 前述のとおり、今回調査した 39 市町村で平成 19 年度から 21 年度までに対応した児
童虐待事例の中から、市町村ごとに 100 件（100 件に満たない場合は全件）抽出し、各
年度末での児童虐待の程度、再発の状況を把握し、調査対象市町村における悪化率、再
発率と当該市町村における個別ケース検討会議開催率との相関分析を行ったところ、図
表３－(4)－⑥、３－(4)－⑦及び３－(4)－⑧のとおり相関はみられなかった。 

 

図表３－(4)－⑥ 悪化率・再発率と個別ケース検討会議開催率の相関関係 

区 分 指標とデータ 
相関係数 

平成 19 年度 20 年度 21 年度

悪化率と
個別ケー
ス検討会
議開催率 

調査対象市町村における児童虐待事例（平成
19 年度から 21 年度各 100 件抽出）の悪化率
と当該市町村における個別ケース検討会議
開催率（個別ケース検討会議開催数÷虐待対
応件数） 

－0.13 －0.04 －0.10

再発率と
個別ケー
ス検討会
議開催率 

調査対象市町村における児童虐待事例（平成
19 年度から 21 年度各 100 件抽出）の再発率
と当該市町村における個別ケース検討会議
開催率（個別ケース検討会議開催数÷虐待対
応件数） 

－0.13 0.01 0.33 

  （注）１  当省の調査結果による。 
２  再発率と個別ケース検討会議開催率の平成 21 年度の相関係数 0.33 につい
ては、無相関検定を行ったところ、0.14 となっており、0.05 を超えているた
め有意な相関係数とは認められなかった。 

 

図表３－(4)－⑦ 悪化率と個別ケース検討会議開催率との相関 
（平成 21 年度） 

 

 

 

 

 

 

      （注）当省の調査結果による。 

 

図表３－(4)－⑧ 再発率と個別ケース検討会議開催率との相関 
（平成 21 年度） 

 

 

 

 

 

 

      （注）当省の調査結果による。 
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第４ 評価の結果及び勧告 

１ 評価の結果 

児童相談所における虐待対応件数の増加などを踏まえ、平成 12 年に児童虐待

防止法が制定・施行されて以降、17 年度からは児童相談所に加え市町村でも児童

虐待相談対応を行うこと等とされた。また、平成 20 年度からは児童の安全確認

のための立入調査権限の強化や要対協設置の努力義務化等が図られ、さらに、21

年度からは児童福祉法において乳児家庭全戸訪問事業等の育児の孤立化防止等

のための事業の実施が市町村の努力義務とされた。 

しかし、児童相談所における虐待対応件数は、児童虐待防止法が制定された平

成 12 年度の１万 7,725 件から 22 年度の５万 5,154 件（宮城県、福島県及び仙台

市の件数を除いたもの）へ増加しており、同じく市町村における虐待対応件数も、

19 年度の４万 9,895 件から 21 年度の５万 6,606 件へ増加している。 

このように虐待対応件数が増加している要因については、 

ⅰ）当省の意識等調査結果において、児童福祉司の 81.1％及び市町村担当者の

80.1％が児童虐待は「増えてきている」とし、その理由として、「児童虐待に

対する関係者、近隣住民等の認知度・理解度が上昇したため、児童虐待の通告

が増えているから」とするものが、児童福祉司の回答では 50.9％と最も多く、

市町村担当者の回答でも 31.0％と二番目に多くなっており、関係者等において

虐待を受けたと思われる児童を発見した場合は、速やかに児童相談所等へ通告

するという意識が高くなっている面があると考えられること 

ⅱ）当省の意識等調査結果において、児童福祉司の 81.1％及び市町村担当者の

80.1％が児童虐待は「増えてきている」とし、その理由として、「児童虐待の

発生要因が増えたため、児童虐待を行う保護者が増えているから」とするもの

が、市町村担当者の回答では 57.8％と最も多く、児童福祉司の回答でも 40.3％

と二番目に多くなっており、児童虐待自体が増えている面があると考えられる

こと 

ⅲ）当省が開催した有識者研究会においても、親の孤立が進み、イライラしてい

る親が増えているとのアンケート調査結果があることや、小・中学校の教員か

ら被虐待児童が増えているとの意見が聞かれることなどから、通告するという

意識が高くなっていることに加え、実証データはないものの、実感として児童

虐待自体も増えているとの意見があったこと 

から、関係者、近隣住民等の認知度・理解度の上昇によって、潜在していたもの

が顕在化していることに加え、児童虐待自体も増加していることの両方の側面が

あるものと捉えることができる。 

また、児童虐待によりもたらされる極めて重篤な結果である死亡に関しては、
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事例検証委員会の資料における虐待による死亡児童数は、年間おおむね 50 人な

いし 60 人前後(虐待死)で推移し、減少していない状況にある。 

さらに、当省の調査結果において、児童虐待のⅰ）発生予防、ⅱ）早期発見、

ⅲ）早期対応から保護・支援及びⅳ）関係機関の連携の各施策における効果の発

現状況をみると、次に例示するとおり、ⅲ）早期対応から保護・支援については

一定の効果がみられたものの、残りの施策については、いずれも不十分なものと

なっている。 

ⅰ）発生予防 

乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施状況と虐待対応件数の

増減をみると、平成 21 年度に両事業を実施していない 53 市町村では、０歳か

ら３歳未満児童の虐待対応件数が減少しているもの（13 市町村 24.5％）より

増加しているもの（16 市町村 30.2％）が多いのに対し、同年度から両事業を

実施した 20 市町村では、同件数が増加しているもの（６市町村 30.0％）より

減少しているもの（９市町村 45.0％）が多く、両事業には３歳未満の児童虐待

に対する有効性は認められるが、22 年７月１日現在で、全国 1,750 市町村のう

ち、両事業を実施しているものは 1,001 市町村（57.2％）にとどまっている。 

一方、両事業を平成 21 年度から実施した 20 市町村における３歳から 18 歳

未満の児童の虐待対応件数をみると、これらの児童は乳児家庭全戸訪問事業の

訪問対象ではないこともあり、減少しているところ（５市町村（25.0％））よ

りも増加しているところ（12 市町村（60.0％））が多くみられたことから、両

事業の実施のみでは、虐待対応件数の大幅な減少は見込めない。 

 

ⅱ）早期発見 

保育所からの通告件数は平成 19 年度 5,440 件から 21 年度 6,115 件に、学校

からの通告件数も 19年度１万 2,102件から 21年度１万 3,244件にいずれも増

加している。しかし、保育所や学校には早期発見の努力義務があり、児童虐待

のおそれを発見したときは通告義務があるにもかかわらず、速やかな通告がな

されたものは、調査した 17 保育所 25 事例のうち 22 事例（88.0％、16 保育所）

及び 42 小・中学校 75 事例のうち 68 事例（90.7％、40 小・中学校）にとどま

っている。 

また、一部の保育所や小・中学校において、児童虐待のおそれを認識したが

通告しなかったもの（５保育所８事例、６小・中学校 15 事例）もみられた。 

 

ⅲ）早期対応から保護・支援 

通告を受けた児童相談所及び市町村における安全確認については、おおむね
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２日以内に行われている（児童相談所で抽出した 4,924 件中 4,442 件 90.2％、

市町村で抽出した 2,899 件中 2,651 件 91.4％）。 

また、児童相談所及び市町村が受け付けた児童虐待事例について、その後の

児童虐待の程度の変化の状況及び援助終了後等の再発状況をみたところ、（ⅰ）

平成 21 年度に受け付けた児童虐待事例が同年度中に悪化した割合は、児童相

談所 1.4％（抽出した 3,062 事例中 44 事例）、市町村 2.6％（同 1,841 事例中

48 事例）、（ⅱ）21 年度に受け付けた児童虐待事例が同年度末までに再発した

割合は、児童相談所 5.0％（同 3,322 事例中 166 事例）、市町村 3.7％（同 2,165

事例中 80 事例）となっており、悪化・再発はおおむね抑制されている。 

 

ⅳ）関係機関の連携 

全国における要対協の設置状況をみると、平成 22 年４月１日現在の全国の

1,750 市町村における要対協の設置率は、19 年４月１日現在の 65.3％から着実

に増加し、95.6％となっているが、調査した 36 都道府県等の要対協設置済み

の市町村のうち要対協の各種会議の開催状況等を把握することができた264市

町村のうち 88 市町村（33.3％）において、児童虐待が発生しているにもかか

わらず、（ⅰ）個別のケース検討を行う個別ケース検討会議及びケースの進行

管理等を行う実務者会議のいずれも開催されていないところが13市町村、（ⅱ）

個別ケース検討会議又は実務者会議が開催されてないところが 75 市町村みら

れた。 

 

以上のとおり、児童虐待の防止等に関する政策については、 

① 虐待対応件数は増加の一途であること 

② 虐待死亡児童数は減少していないこと 

③ 各施策における効果の発現状況をみても、早期対応から保護・支援につい

ては一定の効果がみられたものの、残りの施策についてはいずれも不十分な

ものとなっていること 

から、政策全体としての効果の発現は不十分であると考えられ、以下のような問

題・課題の解消が必要となっている。 

 

(1) 児童虐待の発生予防に係る取組状況 

乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の２事業について、前者の対象

が原則として生後４か月を迎えるまでの乳児のいる家庭であることを踏まえ、

両事業の実施状況と０歳から３歳未満の児童の虐待対応件数の増減状況を分

析した。その結果、平成 21 年度に両事業を実施していない 53 市町村では、虐
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待対応件数が減少しているもの（13 市町村 24.5％）より増加しているもの（16

市町村 30.2％）が多いのに対し、同年度から両事業を実施した 20 市町村では、

虐待対応件数が増加しているもの（６市町村 30.0％）より減少しているもの（９

市町村 45.0％）が多く、両事業には、３歳未満の児童虐待の発生予防に係る取

組としての有効性は認められる。 

しかし、平成 22 年７月１日現在で、全国 1,750 市町村のうち、両事業を実

施しているものは 1,001 市町村（57.2％）にとどまっている。 

また、全戸を訪問するとされている乳児家庭全戸訪問事業については、当省

が訪問率を把握することができた 656 市町村中 81 市町村（12.3％）において

訪問率が 80％未満となっていた。 

一方、両事業を平成 21 年度から実施した 20 市町村における３歳から 18 歳

未満の児童の虐待対応件数をみると、これらの児童は乳児家庭全戸訪問事業の

訪問対象ではないこともあり、減少しているところ（５市町村（25.0％））よ

りも増加しているところ（12 市町村（60.0％））が多くみられたことから、両

事業の実施のみでは、虐待対応件数の大幅な減少は見込めない。 

また、虐待対応件数が毎年度増加し続けていることについては、児童虐待自

体が増加しているという側面と、潜在していたものが顕在化している側面が考

えられるが、児童虐待の発生を予防できているかという観点で虐待対応件数の

増加について考えた場合、潜在していた児童虐待が顕在化しているという側面

についても、児童虐待自体が発生しているということに変わりはなく、更なる

発生予防対策が必要であると考えられる。 

当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、平成 23 年７月、妊娠・出産・育

児期における保健・医療・福祉の連携体制の整備や妊娠等に関する相談窓口の

整備等を要請する通知を都道府県、政令指定都市、中核市、保健所設置市及び

特別区に発出している。 

 

(2) 児童虐待の早期発見に係る取組状況 

ア 関係機関における早期発見に係る取組 

      調査した 17 保育所及び 42 小・中学校で児童虐待のおそれを認識したが通

告するかどうか判断に迷った結果通告しなかったものが５保育所において

８事例、６小・中学校において 15 事例みられた。また、平成 19 年度から

21 年度までに、調査した 17 保育所が通告した 47 件のうち、詳細を把握し

た 25 事例中、速やかな通告がなされていると考えられるものは 22 事例

（88.0％、16 保育所）、調査した 42 小・中学校が通告した 209 件のうち、

詳細を把握した 75 事例中、速やかな通告がなされていると考えられるもの
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は 68 事例（90.7％、40 小・中学校）にとどまっており、保育所の残る３事

例（12.0％、３保育所）、小・中学校の残る７事例（9.3％、６小・中学校）

は、児童虐待のおそれを認識してから通告までに長期間（１か月以上）を要

しているものであった。 

児童虐待のおそれを認識したが通告するかどうか判断に迷った結果通告

しなかった理由及び通告までに長期間を要した理由として、保育所及び小・

中学校は、児童虐待の確証が得られなかったこと等を挙げている。 

当省の政策評価の途上で、文部科学省は、平成 22 年８月、都道府県教育

委員会等に対し、児童虐待のおそれを発見した場合には、その確証がないと

きであっても速やかに通告しなければならないことについて、改めて学校等

への周知を要請している。しかし、同省は、小・中学校におけるその後の速

やかな通告の実施状況については、点検・確認を行っていない。 

 

イ 早期発見に係る広報・啓発 

厚生労働省が実施している児童相談所全国共通ダイヤルのアナウンスの

中には連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨のコメントが入ってい

ない。 

また、調査した 36 都道府県等及び 39 市町村が作成しているリーフレット

等の中には連絡者や連絡内容に関する秘密が守られる旨の記載がないもの

（４都道府県等４市町村）がみられた。 

 

(3) 児童虐待の早期対応から保護・支援に係る取組状況 

 ア 児童相談所及び市町村における対応体制等 

(ｱ) 虐待対応件数等の報告 

当省が、児童相談所及び市町村における虐待対応件数等の報告状況につ

いて、10 都道府県等に確認したところ、以下のとおり、適切な報告を行っ

ている都道府県等はみられなかった。 

① 児童虐待相談を受理した場合に１件と計上する「虐待対応件数」と、

指導や措置等複数の対応をした場合はその合計数を計上する「対応の種

類別件数」の２種類の報告の違いを認識せず、いずれかの方法で双方を

計上し、それぞれ同一の件数を報告しているもの（10 都道府県等） 

② 報告の対象外である過年度からの継続事例を含めて報告しているも

の（児童相談所分は２都道府県等、市町村分は３都道府県等） 

③ 報告の対象外である児童虐待事例以外の件数を含めて報告している

もの（児童相談所分は５都道府県等、市町村分は７都道府県等） 
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このように、虐待対応件数等に係る各種データが的確に報告されていな

いのは、上記①については、都道府県等が記入要領等を十分に理解してい

ないことによるものと考えられる。また、②及び③については、記入要領

等に十分な記載がないことにより、都道府県等の誤解を招いているものと

考えられる。 

 

(ｲ) 児童相談所及び市町村における対応体制 

      児童福祉司及び市町村担当者の資質向上のための対策等に関しては、次

のような状況となっている。 

① 研修については、当省の意識等調査結果において、児童福祉司の

60.4％及び市町村担当者の 44.4％が「不十分」又は「どちらかといえば

不十分」と回答しており、研修の機会が十分に確保されていないまま事

案を担当せざるを得ない状況がうかがえる。 

 

② 児童福祉司及び市町村担当者の配置については、調査した児童相談所

においては、児童福祉司の経験年数が増えるに従って、児童虐待の程度

が悪化した割合が低下している状況となっているが、調査した児童相談

所における児童福祉司の56.7％及び市町村担当者の64.７％が経験年数

３年未満の者で占められており、経験豊富な担当者の配置が少ない状況

となっている。 

 

③ バーンアウト対策については、調査した 40 児童相談所のうち７児童

相談所（17.5％）及び 37 市町村のうち 17 市町村（45.9％）は、バーン

アウト対策を実施しておらず、その対策が十分とはいえない状況となっ

ている。   

 

(ｳ) 児童相談所と市町村の役割分担 

厚生労働省の調査では、1,750 市町村（平成 22 年４月現在）のうち、児

童相談所との役割分担の取決めはないものが 1,253 市町村（71.6％）とな

っており、残りの取決めがある市町村においても文書での取決めがあるも

のは 154 市町村（8.8％）に過ぎない。 

また、調査した 40 児童相談所、39 市町村及び９医療機関における平成

20 年度及び 21 年度の児童虐待対応事例の中には、児童相談所と市町村の

役割分担が明確になっていないことも原因となって児童相談所の対応が

遅れたと考えられるものがみられた。 
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さらに、当省の意識等調査結果では、児童相談所と市町村の役割分担に

ついて、「うまくいっている」又は「どちらかといえばうまくいっている」

と回答している児童福祉司（28.2％）に比べ、「うまくいっていない」又

は「どちらかといえばうまくいっていない」と回答している児童福祉司が

多く（47.2％）、「うまくいっていない」又は「どちらかといえばうまくい

っていない」と回答した児童福祉司の 64.6％は、市町村職員の意識統一が

図られていないことを理由としている。 

 

イ 安全確認の実施 

① 調査した 40児童相談所及び 39市町村において平成 19年度から 21年度

までに受け付けた児童虐待事例の中から、児童相談所及び市町村ごとに、

各年度 100 件（100 件に満たない場合は全件）抽出し、このうち、通告受

付日から安全確認までに要した日数を把握することができた 4,924 件（児

童相談所）及び 2,899 件（市町村）をみると、児童相談所では 4,442 件

（90.2％）、市町村では 2,651 件（91.4％）は２日以内に安全確認が実施

されていた。 

しかし、安全確認までに３日以上要したものも一部みられ、その理由と

して、児童相談所及び市町村は、家庭を訪問しても不在であることや面会

を拒否されることを挙げている。また、当省の調査結果では、児童相談所

における安全確認件数に占める３日以上要したものの割合が、受付日が月

曜日から木曜日までの場合はいずれも 10％未満であったのに対し、金曜日

は 13.9％、土曜日は 18.1％、日曜日は 11.8％と高くなっていたことから、

土日の体制が十分ではないと考えられる。 

 

② 当省の政策評価の途上で、厚生労働省は、児童虐待の通告のあった児童

に対する安全確認の徹底を図るため、平成 22 年８月、「児童の安全確認の

徹底について」及び「居住者が特定できない事案における出頭要求等につ

いて」を都道府県等に対して発出し、児童虐待への対応に徹底を期するよ

う要請している。また、平成 22 年９月、児童虐待の通告のあった児童に

対する安全確認の徹底を図るため、「虐待通告のあった児童の安全確認の

手引き」を作成して都道府県等に対して通知している。当該手引きの中で、

児童相談所が実施する安全確認は原則48時間以内に実施することとされ、

家庭を訪問しても不在の場合や面会を拒否される場合への対応における

着眼点や工夫例等を示すとともに、土日祝日などの閉庁日においても体制

を確保することが必要であるとしている。 
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しかし、平成 22 年８月の通知及び同年９月の手引きは市町村を対象に

しておらず、また、厚生労働省は、児童相談所におけるその後の安全確認

の実施状況について、点検・確認を行っていない。 

 

ウ 児童及び保護者に対する援助等 

(ｱ) 一時保護所の整備 

① 調査した 36 都道府県等における 61 一時保護所の中には、年間の平均

入所率が90％を超えるものが10か所（16.4％）みられ、この中には100％

以上のところも４か所（6.6％）みられた。また、調査した 40 児童相談

所のうち、２児童相談所においては、一時保護所に余裕がなく一時保護

できなかった又は遅れたもの（14 件、22 人）がみられた。 

 

② 混合処遇の状況が把握できた37児童相談所の39一時保護所のうち混

合処遇を実施しているところが 35 児童相談所（89.7％）みられ、当該

児童相談所では、混合処遇を避けようとすれば一時保護することができ

ないため、混合処遇をせざるを得ないとしている。 

 

③ 平成 21 年度において２か月以上一時保護所に保護された児童数は、

調査した 36 都道府県等の一時保護所 61 か所のうち、34 か所で 399 人と

なっている。全国の一時保護児童のうち、学齢期の児童の割合は 66.4％

となっていることから、仮に、これら 399 人の 66.4％が学齢期の児童で

あるとすると、約 265 人の児童が長期にわたり通学できなかったと推測

される。 

厚生労働省は、平成 21 年４月に都道府県等に対し、一時保護所の学

習指導員等への教員ＯＢ等の活用を要請しているが、同省の調査では、

児童相談所に児童指導員として配置された教員ＯＢ等の人数は平成 21

年 59 人から 23 年 32 人に減少しており、23 年７月１日現在における全

国 69 都道府県等の一時保護所 127 か所のうち、児童指導員として教員

ＯＢ等が全く配置されていないところが 51 都道府県等（23 年４月１日

現在）の 95 か所（74.8％）みられた。 

 

(ｲ) 保護者に対する援助 

① 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村ごとに、平成 19 年度から 21 年

度までに受け付けた児童虐待事例を各年度 100 件（100 件に満たない場

合は全件）抽出し、初期アセスメント（調査）段階と年度末現在での児
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童虐待の程度の変化の状況及び援助終了後等における再発状況を把握

したところ、21 年度に児童虐待相談として受け付けたものが、同年度中

に悪化した割合は児童相談所で 1.4％、市町村で 2.6％であり、同年度

末までに再発した割合は児童相談所で 5.0％、市町村で 3.7％となって

いる。 

 

② 調査した 40 児童相談所及び 39 市町村ごとに、悪化事例及び再発事例

を平成 21 年度末から遡って原則直近の５事例抽出し、その原因を分析

すると、以下のとおり、ⅰ）保護者援助を行ったものの養育態度が改善

されなかった（改善されていなかった）こと、ⅱ）虐待者や被虐待児童

へのアセスメント及びそれに基づく援助が不十分であったことが挙げ

られる。 

ⅰ）悪化した 174 事例（児童相談所 111 事例、市町村 63 事例）のうち

120 事例（69.0％）、再発した 71 事例（児童相談所 49 事例、市町村

22 事例）のうち 49 事例（69.0％）は、児童相談所や市町村が援助を

行ったものの養育態度が改善されなかったケースである。このような

ケースが発生する理由としては、当省が開催した有識者研究会等にお

いて、㋐児童虐待を認識しない保護者が多いこと、㋑特に児童相談所

については、保護者に対する援助機能を有している一方で、一時保護

等の行政権限を有していることから、児童相談所が行う援助に対する

保護者の反発が生じている場合も少なくないことが指摘されている。 

㋐に関しては、当省の意識等調査結果では、児童福祉司の 97.4％、

市町村担当者の 83.3％が保護者に対する援助について困難を感じる

ことがあるとしており、その理由として、児童福祉司の 48.4％、市町

村担当者の 54.2％が「保護者に対する指導プログラムが確立されてい

ないから」を理由として挙げている。保護者指導プログラムに関して

は、民間団体等を中心に欧米の例などを参考として開発されてきてい

るが、これらの情報共有がなされていない等の指摘があり、このよう

なことが意識等調査の結果に表れているものと考えられる。 

㋑に関しては、保護者の養育態度が改善されなかったものは、悪化

した事例においては、児童相談所は 70.3％（111 事例中 78 事例）で

あるのに対し市町村は 66.7％（63 事例中 42 事例）、再発した事例に

おいては、児童相談所は 73.5％（49 事例中 36 事例）であるのに対し

市町村は 59.1％（22 事例中 13 事例）といずれも児童相談所の方がそ

の割合は高いものとなっている。また、調査した児童相談所の中には、
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ケースを担当する児童福祉司以外の者が児童虐待を行った保護者に

第三者的に関わることにより保護者の反感を和らげ、有効な支援を行

っている事例がみられた。 

 

ⅱ）悪化した 174 事例のうち 29 事例（16.7％）、再発した 71 事例のう

ち 15 事例（21.1％）は、児童虐待を行った保護者や虐待を受けた児

童へのアセスメントやそれに基づく援助が不十分であったものであ

る。具体的には、援助指針等の見直しが行われず月１回予定していた

家庭訪問が半年以上滞っていた結果悪化したものや、学校関係者から

の情報に頼って調査を行い、対応終了の判断をした結果再発したもの

などがみられた。 

援助指針等決定時や対応終了時に児童や保護者の状態、生活状況な

どを客観的に判断するための独自のアセスメントシートを利用して

いる児童相談所における悪化率（0.9％）、再発率（3.3％）は、利用

していない児童相談所における悪化率（2.1％）、再発率（5.8％）に

比べて低く、援助指針等を定期的に見直すこととしている児童相談所

は、そうでない児童相談所に比べて悪化率が低くなっている。市町村

においても同様の結果となっている。 

 

③ 当省の政策評価の途上で、「社会保障審議会児童部会児童虐待防止の

ための親権の在り方に関する専門委員会」において、児童相談所の指導

に応じず、養育態度を改善しようとする態度がみられない保護者に対す

る指導の在り方等に関する検討が行われ、平成 23 年１月に、ⅰ）家庭

裁判所から都道府県知事に保護者指導の勧告を行う際に勧告の内容を

保護者に伝達できるような対応を図ることについて検討すること、ⅱ）

児童相談所が行う保護者指導の好事例を取りまとめるとともに、保護者

指導の担い手となる民間団体の支援を進めること等が提言されている

ところである。 

 

(ｳ) 児童相談所と児童養護施設等との連携 

調査した 38 児童養護施設等において、児童相談所による支援の実施状

況を把握したところ、入所児童について児童相談所が作成する援助指針が

児童養護施設等に提供されていないものが21.9％（1,021事例中224事例）、

提供されていても児童の入所から長期間（30 日以上）を要しているものが

11.3％（771 事例中 87 事例）みられ、児童養護施設等からは児童の生育歴
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などが分からず自立支援計画の策定に支障が生じているとして、援助指針

の早期の提供を望む意見があった。 

 

(ｴ) 死亡事例等の検証 

調査した 36 都道府県等において、平成 21 年度に発生した児童虐待によ

る死亡事例について検証を実施し、ホームページで公表している５事例を

確認したところ、過去に事例検証委員会の検証結果で指摘された課題等と

同様の指摘が都道府県等の検証結果でも指摘されているなど、過去の検証

結果を活用できていないと考えられる状況がみられた。 

また、調査した 40 児童相談所のうち、事例検証委員会の検証結果を活

用していないとしているものが２児童相談所みられ、うち１児童相談所に

ついては、管轄下で死亡事例が発生している。 

 

エ 社会的養護体制の整備 

(ｱ) 児童養護施設等の整備 

① 児童養護施設等の小規模化については、子ども・子育て応援プランに

おいて小規模グループケア及び地域小規模児童養護施設を平成 21 年度

までに計 845 か所整備するとされているのに対し、実績は計 648 か所で

あり、目標は達成されていない。児童養護施設等の小規模化の推進に関

し、厚生労働省では、これまで整備要件の見直しを行ってきているとこ

ろであるが、関係団体からは、職員配置の充実や施設の賃借料の補助な

ど制度の拡充を求める意見があった。 

② 調査した８情緒障害児短期治療施設における入所児童等の状況をみ

ると、施設によって、入所児童に占める被虐待児童の割合、入所児童の

平均年齢及び平均入所日数に差がみられるものとなっていた。 

また、厚生労働省が情緒障害児短期治療施設の在り方に対する考えを

示していないこともあって、依然として中学生以上を受け入れていない

施設がある一方で、小規模グループケアを活用して年齢の高い児童の自

活を促すような取組を実施している施設がみられる等入所の対象とな

る児童や、児童に対するケアへの考え方などが施設によって異なる状況

がみられた。 

 

(ｲ) 里親委託の推進 

認定・登録された里親の約６割が未委託となっており、その理由につい

ては、従来、里親の登録には有効期限が設けられていなかったため、里親
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が高齢化していることが一因であるとの意見が聞かれたが、厚生労働省は

未委託里親の実態を把握していない。 

また、里親等委託率は、平成 21 年度で 10.8％と子ども・子育て応援プ

ランの目標（15.0％）を下回っている状況がみられた。これを都道府県別

にみると、最も高いところは 32.5％、最も低いところは 4.6％と較差がみ

られた。 

さらに、里親の普及、里親委託の促進のために実施されている里親支援

機関事業について、都道府県等別に同事業の実施の前後での認定及び登録

里親数と里親等委託率を比較したところ、事業実施後にいずれも必ずしも

伸びていない状況となっている。 

 

(4) 関係機関の連携状況 

調査した 36 都道府県等内の市町村のうち、要対協の個別ケース検討会議及

び実務者会議の開催実績並びに虐待対応件数が把握できた264市町村における

両会議の開催状況をみると、児童虐待が発生しているにもかかわらず、 

ⅰ） 個別ケース検討会議及び実務者会議が１回も開催されていないところが

13 市町村みられた。このうち、当該市町村における虐待対応件数の最高は

39 件となっている。 

ⅱ） 実務者会議は開催されているものの、個別ケース検討会議が１回も開催

されていないところが 11 市町村みられた。このうち 10 市町村（90.9％）で

は、当該市町村における虐待対応件数は 10 件未満であるが、残り１市町村

（9.1％）における同件数は 16 件となっている。 

ⅲ） 個別ケース検討会議は開催されているものの、実務者会議が１回も開催

されていないところが 64 市町村みられた。このうち 45 市町村（70.3％）で

は、当該市町村における虐待対応件数が 10 件未満となっているが、中には

同件数が 112 件のところもみられた。 

当省の意識等調査結果によると、要対協における関係機関の連携について、

児童福祉司の 42.3％が「不十分」又は「どちらかといえば不十分」と回答して

おり、「十分」又は「どちらかといえば十分」の 21.5％を上回っている。また、

不十分の理由について回答が多かったのは、「各種会議の開催が低調であり、

効果的に機能していないため」（38.9％）、「各種会議が形骸化しており、効果

的に機能していないため」（38.5％）となっている。 
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２ 勧告 

   関係省は、児童虐待の防止等に関する政策を効果的に推進する観点から、当省

の意識等調査結果も参考にしつつ、次の措置を講ずる必要がある。 

(1) 児童虐待の発生予防に係る取組の推進 

① 乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業を実施していない市町村並

びに乳児家庭全戸訪問事業の訪問率が低調な市町村がみられる原因を分析

した上で、必要な改善措置を講ずること。           

（厚生労働省） 

 ② 児童虐待の発生予防について、更なる効果的な取組を検討すること。 

（文部科学省及び厚生労働省） 

     ただし、厚生労働省は、妊娠・出産・育児期の児童の虐待の発生予防につ

いては、平成 23 年７月の通知発出後の地方公共団体における取組状況を踏

まえ、発生予防の効果的な取組を検討すること。     

  （厚生労働省） 

 

(2) 児童虐待の早期発見に係る取組の推進 

ア 保育所及び小・中学校における取組の推進 

① 市町村に対し、保育所における速やかな通告を徹底するよう要請するこ

と。                         

（厚生労働省） 

② 平成 22 年８月に発出した課長通知を踏まえた小・中学校における児童

虐待の通告の実施状況を把握し、その結果、速やかな通告の徹底が必要な

場合には、その原因を分析した上で、速やかな通告の徹底方策を検討する

こと。                         

（文部科学省） 

 

イ 早期発見に係る広報・啓発の充実 

 児童相談所全国共通ダイヤルのアナウンスに、連絡者や連絡内容に関する

秘密が守られる旨のコメントを入れること。 

また、都道府県等及び市町村に対し、広報・啓発媒体に、連絡者や連絡内

容に関する秘密は守られる旨の記載をするよう要請すること。 

（以上、厚生労働省） 
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(3) 児童虐待の早期対応から保護・支援に係る取組の推進 

 ア 児童相談所及び市町村における担当者の資質の向上等 

(ｱ) 虐待対応件数の適切な把握・公表 

都道府県等から虐待対応件数等の報告に誤りが生じないよう、記入要領

等を見直すこと等により的確な虐待対応件数等を把握・公表すること。 

（厚生労働省） 

(ｲ) 児童福祉司及び市町村担当者の資質の向上 

都道府県等及び市町村に対し、児童福祉司及び市町村担当者の十分な研

修の機会の確保、必要な経験年数を踏まえた人員配置及びバーンアウト対

策の推進を要請すること。                

（厚生労働省） 

  (ｳ) 児童相談所と市町村の役割分担の明確化 

都道府県等及び市町村に対し、児童相談所と市町村の役割分担について

の具体例を示し、役割分担の文書による取決めを行うよう要請するなどに

より、役割分担の明確化を推進すること。        

（厚生労働省） 

 

イ 速やかな安全確認の実施 

① 平成 22 年８月に発出した課長通知及び同年９月に発出した「虐待通告

のあった児童の安全確認の手引き」を踏まえた児童相談所における安全確

認の実施状況を把握し、その結果、いまだ速やかな安全確認がなされてい

ない場合は、その原因を分析した上で、速やかな安全確認の徹底方策を検

討すること。 

② 市町村に対し、速やかな安全確認の実施を徹底するよう要請すること。

（以上、厚生労働省） 

 

ウ 児童及び保護者に対する援助等の充実・強化 

(ｱ) 一時保護所の充実 

① 年間平均入所率が９割を超える一時保護所の解消方策及び混合処遇の

改善の促進方策を検討すること。 

② 一時保護所における長期入所児童への教育・学習指導の機会を確保す

るため、一時保護所への教員ＯＢ等の配置の促進方策を検討すること。 

（以上、厚生労働省） 
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(ｲ) 保護者に対する援助の充実・強化 

     ① 保護者指導プログラムに関する情報の収集及び整理を進め、都道府県

等及び市町村に対して情報提供を行うこと。 

       また、「社会保障審議会児童部会児童虐待防止のための親権の在り方

に関する専門委員会」における提言も踏まえ、児童相談所が行う保護者

に対する援助が効果を上げる方策を検討すること。 

② 都道府県等及び市町村に対し、児童相談所及び市町村が援助指針・方

針の決定や対応終了の判断をする際には、保護者及び児童に対する適切

なアセスメント（調査）を実施するよう要請するとともに、児童虐待の

状況について適切な判断を行うためのアセスメントシートを提示し、こ

れを積極的に利用するよう要請すること。また、都道府県等及び市町村

に対し、援助指針・方針の定期的な見直しの徹底を要請すること。 

（以上、厚生労働省） 

 

(ｳ) 児童相談所と児童養護施設等との連携の推進 

都道府県等に対し、児童相談所から児童養護施設等への速やかな援助指

針の提供を行うよう要請すること。           

 （厚生労働省） 

 

(ｴ) 死亡事例等の検証結果の活用の促進 

都道府県等に対し、ＯＪＴや研修などに事例検証委員会が実施した死亡

事例等の検証結果を踏まえたケーススタディを盛り込むよう要請するな

ど、事例検証委員会が実施した死亡事例等の検証結果の活用を促すこと。 

（厚生労働省） 

エ 社会的養護体制の整備の推進 

(ｱ) 児童養護施設等の整備の推進 

     ① 児童養護施設等の小規模化について、目標が達成されていない要因を

分析し、その促進方策を検討すること。 

② 入所児童に占める被虐待児童の割合の増加を踏まえ、情緒障害児短期

治療施設の在り方を明確にすること。 

（以上、厚生労働省） 
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(ｲ) 里親委託の推進 

里親の普及及び委託を促進するため、里親等委託率の低い都道府県にお

けるその理由や未委託里親の実態等の分析を行った上で、里親支援機関事

業の効果的な実施の在り方について検討すること。    

 （厚生労働省） 

 

(4) 関係機関の連携強化 

要対協の個別ケース検討会議及び実務者会議の機能が適切に発揮されるよ

うな運営方策を検討し、市町村に対し、個別ケース検討会議及び実務者会議の

活性化を図るよう要請すること。              

（厚生労働省） 


